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留学生教育学会　会則

【総　則】
第 1 条 本会は，留学生教育学会［Japan Association for International Student Education: JAISE］と称する。
第 2 条 本会の事務局を，（公社）東京都専修学校各種学校協会（東京渋谷区代々木 1-58-1 石山ビル 6F）におく。
【目的及び事業】
第 3 条 本会は，留学生教育・国際人教育の諸側面を総合的に調査研究し，国際教育の向上に資するとともに，国境 , 文化，宗教，

人種を超えた平和的国際社会を建設するために，社会に開かれ生きた学問研究を遂行することを目的とする。
第 4 条 本会は，第 3条の目的を達成するために，次の事業を行う。
 1）研究大会，その他研究会等の開催
 2）調査研究ならびに関連する諸活動の実施と促進
 3）学会誌等の発行
 4）内外の関係諸団体との交流及び協力
 5）その他の本会目的達成に必要な事業
【会　員】
第 5 条 本会の会員は，一般会員，学生会員，海外会員，海外準会員，賛助・機関会員，名誉会員の 6種とする。
第 6 条 本会の会員は，留学生教育学会誌等の配布を受け，本会の催す諸事業に参加することができる。ただし，海外準会員は，ニュー

スレターをメールにて配信され，研究大会に参加することはできるが，研究発表および学会誌への投稿はできない。
第 7 条 留学生教育に関心・興味をもつ個人又は機関等は本会に入会できる。
第 8 条 会員は，細則に定める入会費や年会費を納めなければならない。ただし，海外準会員は，入会費および年会費が無料である。

また、名誉会員も年会費を無料とする。
第 9 条 会員は，次の事由によってその資格を喪失する。
 1）退会
 2）会員の死亡，賛助・機関の場合はその解散
 3）除名： （1）本会の名誉を傷つけ又は目的に反する行為のあったとき。
  （2）会費を 2年間滞納したとき。
第 10 条 会員で退会しようとする者は，退会届を提出しなければならない。
【役　員】
第 11 条 本会に次の役員をおく。
 会長 1名，副会長若干名，理事約 10 名，および監事 2名。
第 12 条 会長は，本会を代表し，会務を総括する。
第 13 条 副会長は，会長を助け，会長に事故があるときは，会長代行となり，適切な措置をとらなければならない。
第 14 条 理事は，理事会を組織し，理事会又は総会の議決に基づいて会務を執行する。
第 15 条 理事は，次の会務を分担するものとする。
 広報・渉外，編集，企画（研究大会の開催等），学会賞，その他理事会で必要と議決された事業。
第 16 条 監事は，会計監査を行う。
第 17 条 本会の役員の任期は，2年とする。
 会長，副会長，理事および監事は再任することができる。
第 18 条 役員の選出については，細則に定める。
【会　議】
第 19 条 理事会は会長が議長を務め，原則として年 1回招集し，その他必要に応じて随時招集することができる。また、緊急を要す

る場合はメールによる審議に替えることができる。理事の 3分の 1以上が書面により理事会の開催を要求したときには，議
長はこれを招集しなければならない。

第 20 条 理事会の他に，会長 ･副会長会議及び各事業に関する委員会を必要に応じて開催することができる。
第 21 条 総会は，会長が年１回招集する。必要時に臨時総会を開催することができる。
第 22 条 総会の議長は，会議のつど，出席者の互選で定める。
第 23 条 総会の議決は，出席者の過半数による。
第 24 条 次の事項は，総会に提出して承認を得なければならない。
 1）事業計画および収支予算
 2）事業報告および収支決算
 3）会費の変更
 4）会則に定められた承認事項や決定事項
 5）その他理事会で総会提出が議決された事項
【雑　則】
第 25 条 本会の会計年度は毎年 4月 1日に始まり，翌年 3月 31 日に終る。
第 26 条 本会則の変更は，理事会が提案し，総会の承認を得なければならない。
第 27 条 本会則の施行に関する細則は，理事会の議決を経て別に定める。
第 28 条 理事会及び各種委員会は，総会又は理事会の議決に基づく会務を執行するため，必要な規程を定めることができる。

【附　則】
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留学生教育に於いて求められる「コミュニケーション能力」
向上のために

For the Development of “Communication Proficiency” Required in 

International Student Education

萩原　幸司（名城大学経営学部）

Kôji HAGIHARA （Faculty of Business Management, Meijo University）

要　　旨

　或る調査によると，日本の主要企業が採用に際し「外国人留学生」に最も求める資質は「日本語力」
であり，次いで「コミュニケーション能力」である。日本での就業を希望する留学生は増加傾向にあり，
彼等の夢を叶えさせるためには，彼等の「日本語力」のみならず「コミュニケーション能力」を向上さ
せることが，留学生を教育する機関に於いて大きな教育目標の一つとなるであろう。本稿では先ず，留
学生に求められるコミュニケーション能力とは何かを明確化する。次にその概念を具体化するために，
異言語・異文化間に於けるコミュニケーションの齟齬を扱った教材を取り上げ，コミュニケーションに
関する問題がどのように生じているか，どう克服されるべきかを分析する。最後に，コミュニケーショ
ン能力の向上を目指した留学生教育の新たな視座を提案する。
［キーワード：コミュニケーション能力，コミュニケーションの齟齬，留学生教育の新たな視座］

Abstract

According to a survey (DISCO Inc., 2018), the attribute most sought after by major Japanese companies 

when looking to recruit “foreign students” is “Japanese language proficiency,” followed by “communication 

proficiency.” The number of international students who wish to work in Japan is on the rise and in order to help 

them realize their dreams, a greater focus on developing “communication proficiency” over simply “Japanese 

language proficiency” will be one of the major educational goals for institutions that educate international 

students. In this paper, we first clarify the definition of this sought-after communication proficiency. Next, in 

order to concretize the concept, we will introduce some teaching materials that deal with discrepancies of 

communication between different languages and cultures and then analyze how communication problems arise 

and how they can be overcome. Finally, we will propose a new vision of international student education with the 

goal of developing communication proficiency. 

［Key words: communication proficiency, discrepancies of communication, a new vision of international student 

education］

１．序論

1.1　 日本での就業を希望する留学生に求められる
資質

現在の日本では，労働力の流動化に加えて，「留学生
30 万人計画」（文部科学省他，2008）の達成により，多
様化が加速度的に進展している。法務省入国管理局
（2018）によれば，2017 年に留学生が日本の企業等への
就職を目的として行った在留資格変更許可申請の数は延
べ 27926 人，内，許可数は 22419 人で，何れも前年と比
べて増加し，過去最高を記録した。申請数，許可数共に，

法務省入国管理局（2016，2017，2018）の発表に於いて
3年連続で「過去最高」と明記されており，日本での就
業を希望する留学生は著しい増加傾向にあると言える。
他方，同時期の株式会社ディスコ（2016，2017，2018）
の調査によると，日本の主要企業が採用に際し外国人留
学生に最も求める資質は，2016 年と 2017 年では「コミュ
ニケーション能力」であり，次いで「日本語力」であっ
たが，2018 年ではそれらの順位が逆転した。一連の調査
に際しこれら2つの能力は明確に定義されていないため，
回答者によって求める人材に期待する活動を当人の「日
本語の使用」と見るか「コミュニケーションの実践」と

̶  1  ̶
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and how they can be overcome. Finally, we will propose a new vision of international student education with the 
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［Key words: communication proficiency, discrepancies of communication, a new vision of international student 

education］

１．序論

1.1　 日本での就業を希望する留学生に求められる
資質

現在の日本では，労働力の流動化に加えて，「留学生
30 万人計画」（文部科学省他，2008）の達成により，多
様化が加速度的に進展している。法務省入国管理局
（2018）によれば，2017 年に留学生が日本の企業等への
就職を目的として行った在留資格変更許可申請の数は延
べ 27926 人，内，許可数は 22419 人で，何れも前年と比
べて増加し，過去最高を記録した。申請数，許可数共に，

法務省入国管理局（2016，2017，2018）の発表に於いて
3年連続で「過去最高」と明記されており，日本での就
業を希望する留学生は著しい増加傾向にあると言える。
他方，同時期の株式会社ディスコ（2016，2017，2018）
の調査によると，日本の主要企業が採用に際し外国人留
学生に最も求める資質は，2016 年と 2017 年では「コミュ
ニケーション能力」であり，次いで「日本語力」であっ
たが，2018 年ではそれらの順位が逆転した。一連の調査
に際しこれら2つの能力は明確に定義されていないため，
回答者によって求める人材に期待する活動を当人の「日
本語の使用」と見るか「コミュニケーションの実践」と
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見るかで必要とされる資質は変わるが，何れにせよ「日
本語力」と「コミュニケーション能力」が最も求められ
ていることは確かである。そのため，今後も増え続ける
であろう，日本での就業を希望する外国人留学生達の夢
を叶えさせるためには，彼等のそうした能力を高めるこ
とが，留学生を教育する機関に於いて大きな教育目標の
一つとなるであろう。

1.2　本稿の目的
「日本語力」を広く日本語運用能力と捉えることに異
論は無いであろうが，「コミュニケーション能力」をど
のような能力と考えるか，その見解は多種多様である（1）。
しかし「コミュニケーション能力」を明確に規定しなけ
れば，その向上のための指針を定めることもできない。
そこで本稿では先ず，留学生教育に於いて望まれるコ
ミュニケーション能力とは何かを明確化し，次にその概
念を具体化するために，異言語・異文化間に於けるコミュ
ニケーションの齟齬を扱った教材を取り上げ，コミュニ
ケーションに関する問題がどのように生じているか，ど
う克服されるべきかを分析する。最後に，コミュニケー
ション能力の基礎に言語能力を置く見地から，コミュニ
ケーション能力の向上を目指した留学生教育の新たな視
座を提案する（2）。

２．「コミュニケーション能力」とは何か

2.1　「コミュニケーション」の概念から考える
「コミュニケーション」は言語と関係付けられること
が多く，言語の機能についての考察に於いて最も重要視
されてきた観念であろう（3）。管見では，Lyons（1977）
は言語学の一領域である意味論を確立した研究成果であ
るが，その中に見られる以下の定義が，今日まで通じる
コミュニケーション概念の基礎であると言える（Lyons，
1977，p.32，下線筆者）。

We will here take the alternative approach of giving 

to the term ‘communication’ and the cognate terms 

‘communicate’ and ‘communicative’ a somewhat 

narrower interpretation than they may bear in everyday 

usage. The narrowing consists in the restriction of the 

term to the intentional transmission of information by 

means of some established signalling-system; and 

initially at least, we will restrict the term still further — 

to the intentional transmission of factual, or propositional, 

information.

The principal signalling-system employed by human 

beings for the transmission of information, though not 

the only one, are languages.

また，Lyons（1977）の考察以前，既に Hymns（1972）

は，言語の運用が文法知識だけではなく，社会文化的知
識により文脈で適切な運用ができることによって可能に
なることを主張し，それをコミュニケーション能力
（communicative competence）と規定した。コミュニケー
ションを言語教育の観点から捉えた Johnson and Morrow

（1981）以来，言語教育に於いて達成されるべき「コミュ
ニケーション」或いは獲得されるべき「コミュニケーショ
ン能力」と，その教育内容及び教育方法の追求が，コミュ
ニカティブ・アプローチの概念の下で加速度的に進展し
たと言えよう（4）。
今日まで，特に異文化間交流に於いては様々なコミュ
ニケーションの齟齬が報告され，経験知として蓄積され
てきた。それによって，Lyons（1977）の根源的な定義
のように「情報の意図的な伝達」だけではコミュニケー
ションであるとは言えないという考え方が，通説として
浸透している。そうした潮流にあって，コミュニケーショ
ン及びその能力を教育的観点で捉え直す立場も多く，中
でも先進的な見地から，木村（2010，p.109）は以下のよ
うに主張している。
言語を，言葉を使っての行為としてとらえ，その行
為のやりとりを通じて相互理解と共感を育むための
活動がコミュニケーションなのです。

つまり，コミュニケーションとは，「言葉を使っての行
為のやりとり」或いは「情報の伝達」ができるだけでな
く，その能力を「相互理解と共感を育むため」に活かす
ことができて，初めて可能になるものと考えるのである。
これこそが，「日本語力」のような言語能力とは別の次
元で，社会人となるべき留学生に求められる「コミュニ
ケーション能力」と言えよう。
現実的に，それらの能力によって可能となる活動は相
異なったものとなる。尾﨑（2006，p.197）は，人が言語
を使って行う活動でも，言語操作のみを行う場合と，そ
れに加えてコミュニケーションを行う場合とを明確に区
別し，「ディクテーション」を例として，以下のように
論じている。

日本語の授業では，教師が読み上げる文を学生が
書き取るディクテーションという活動がある。学生
は日本語を聞き取って書くという行為を行っている
が，単に物理的な音の流れを書き留めているだけで
はない。教師が「窓○開いています」と「が」をぼ
かして発音しても「が」を入れて書く学生は少なく
ないだろう。これは学生が聞こえた音だけでなく文
法の知識を活用しているからである。日本語を運用
していると言ってもいいだろう。しかし，学生はこ
の文が表す言語的な意味と現実の世界とを結びつけ
ることはしない。窓が閉まっている教室で「窓が開
いています」という文を発した教師に対して「先生，
窓は閉まっていますよ」と言う学生はまずいないだ
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留学生教育に於いて求められる「コミュニケーション能力」向上のために

ろう。この文を教師がどのような意図のもとに発し
たかを解釈する必要はないのである。（中略）学生
は音声，文字，語彙，文法の知識を活用して「聞く」
「書く」という言語運用行為を行ってはいるが，こ
の文を使ってコミュニケーションを行っているので
はない。
同じディクテーションでも会社で秘書が社長の口
述を筆記して手紙を書く場合にはまったく状況が異
なる。社長の口述内容に事実と反することがあると
思えば，秘書は社長に内容の確認を求めるであろう。
社長の明らかな勘違いは秘書が修正して書き取るこ
ともあるだろう。秘書は社長のことばをただ書き
取っているのではない。社長のことばと言語外の世
界とを結びつけ社長が何を相手に伝えようとしてい
るのか，その意図を解釈しようとしているのである。
これはコミュニケーション行動である。
更に根本的に見ていくと，コミュニケーションに於け
る「やりとり」とは，産出活動（相手に話すこと）と受
容活動（相手の話を聞くこと）が交互に行われる相互行
為活動，即ちインタラクション（interaction）に他なら
ない（5）。これは如何なる言語を用いたコミュニケーショ
ンに於いても共通である。ここで，特定の言語に依拠せ
ずコミュニケーションを追究する見地から，『ヨーロッ
パ言語共通参照枠（CEFR: Common European Framework 

of Reference for Languages）』（6）を繙くと，そこでは話し
言葉でのインタラクションの極意を以下のように説いて
いる（Council of Europe，2001，p.84）。
（...） the fact that spoken interaction entails the 

collective creation of meaning by the establishment of 

some degree of common mental context, defining what 

can be taken as given, working out where people are 

coming from, converging towards each other or defining 

and maintaining a comfortable distance, （...）
コミュニケーションを論じる上で考察対象となるインタ
ラクションとは，基本的に話し手と聞き手の間の緊張関
係を持った言葉の応酬であり，決してカフェテリアで談
笑するような楽しい交流を前提としたものではないこと
に留意すべきであろう。上に引用した尾﨑（2006，p.197）
の例の延長で，秘書が社長と「やりとり」した内容を取
引先の相手に配慮して伝えなければならない場合，両者
を適切に仲介（mediation）するためには，そのためのス
トラテジー（strategies）も駆使しなければならない（7）。
木村（2010，p.108）は，以上のような「やりとり」で実
現されるコミュニケーションの特徴を以下のように纏め
ている。
また，コミュニケーションは，いつも言語のもつ社
会性や文化，それらの歴史性を背景にもちながら交
わされています。同時に，コミュニケーションがな

される場面やその場面の背後にある文脈，状況に大
きく依存しています。もちろん，この場面や文脈の
もつ意味が，話し手と聞き手の双方にとって，常に
同じように共有されているとは限らないことにも注
意しなければなりません。さらに，だれがだれに向
けて行う言語行為なのか，という話し手と聞き手の
対人関係性を横において，コミュニケーションの可
能性や有効性を語ることはできません。

つまりコミュニケーションとは，そこで用いられている
言語の運用だけではなく，相手との関係性が考慮できな
ければ成し遂げられないものなのである。自分一人の独
話（monologue）ではなく，相手あっての対話（dialogue）
であるとも言える（8）。こうして，Lyons（1977）の根源
的な定義から拡大解釈された意味でのコミュニケーショ
ンとは，対話の実践の理論的基盤と等しく考えられるの
である。

2.2　「対話」の概念から考える
コミュニケーションと同様，「対話」の概念も論者に
より様様であるが，管見では，倉八（2016，p.100）によ
る以下の定義が，本稿に於ける問題意識に応じたものと
して最適であろう。
対話とは，相手とかかわりたいというこころをもち，
わかってもらいたいと相手に求め，相手の注意を惹
き，相手の知らないことを知らせる表現行為である。
そして，対話することによって，対話の当事者に変
容がもたらされる。

ここで注意すべき点は，対話することは断じてディベー
トやディスカッション等のように「相手を言い負かすこ
と」ではないということである。そうした優劣関係も無
ければ，教師が学生を諭すかのような上下関係も無い（9）。
そうした対等な関係で発揮される能力とは，先ずは互い
に相手に的確に情報を伝えようと努め，同時に相手が伝
えようとしている情報を的確に理解しようと努めること
である。そこで相手の表現が不十分であるために伝え切
れていない情報があれば，相手に質問して引き出すこと
も必要になろう。こうした相対的実践こそがコミュニ
ケーションであり，それを可能にするのがコミュニケー
ション能力であると言える。
また，前節で引用した木村（2010，p.108）が指摘して
いるように，「コミュニケーションの可能性や有効性」が，
「だれがだれに向けて行う言語行為なのか，という話し
手と聞き手の対人関係性を横において」語ることができ
ない以上，相手に応じた言語使用が肝要となってくる。
では，そのような，相手あってこその「出た所勝負」と
も言える能力は，如何にして向上させることができるの
か。佐藤・熊谷（2017，p.9）は「臨機応変に適応するた
めの柔軟性」に加え，幾つかの資質を提示している。
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このような時代に生きる私達に要求されるのは，「こ
うすればコミュニケーションがうまくいく」といっ
た紋切り型的なコミュニケーションのパターンを身
につけることではなく，様々な予期不可能な状況に
おいてでも臨機応変に適応するための柔軟性，他者
との交渉を通して相互理解をめざすための粘り強
さ，また，自分とは異質の者や考え方に対して即時
の判断を踏みとどまるための寛容さといった資質で
はないだろうか。さらに，私たちは単なる情報の送
り手，受け手としての役割を果たすだけでは不十分
であり，巷に氾濫する情報の適切性・信憑性を見極
め，目的に応じて情報を収集したり，新たな情報や
知識の生産に積極的に関わって行くことが求められ
る。

留学生が上述のような資質を備えていれば，学業を修め
た後どのような分野に進んでも，大いに活躍できるであ
ろう。

３． コミュニケーションの齟齬を如何に克
服するか

3.1　近藤他（2013）からの事例
コミュニケーション能力を発揮した対話の実践に於い
て，それぞれの言語使用者は異言語・異文化間で軋轢を
起こすことがあり，留学生指導の現場に於いても多くの事
例が報告され，検討されているのは周知の通りである（10）。
以下では，近藤他（2013）が提示している一つの事例「中
間の納品が大変！！」及びその解説に相当する「ケース
の裏側」を取り上げ，分析していく。
CASE 06　中間の納品が大変！！（近藤他，2013，

pp.48-50，下線筆者）
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らの不備がきっと解決されていたはずなの
に……と思いました。「完成版ではなく，動
作の検証をしていないものであり，あくまで
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もイメージです」とこちらから散々説明した
はずなのに，どうして不備として指摘された
のでしょうか。

　③大変きついスケジュールの中で精いっぱい対
応しているということを認識しながらも，ど
うして今になって新しい仕様が追加されたの
でしょうか。

（中略）
お客様からこんなフィードバックをされたこと
で，今まで休みなしで必死に開発に専念していた私
のチームのモチベーションは下がりました。
あのとき，「一度，できたところまでの中間結果
を見せてほしい」という高田さんの要望に，私はど
う対応すればよかったのでしょうか。
ケースの裏側（近藤他，2013，p.57，下線筆者）

このケースは，日本の客先に常駐している ITプ
ロジェクト・マネージャーが実際に経験したことで
す。ここで，注目すべきなのは，（e）あいまいな表現
から生まれたお互いの解釈のすれちがいです。「と
りあえずうごくものだけでいい」または「イメージ
だけでいい」と日本人のマネージャーに言われると，
外国人のディルさんは，それを言葉通りに受け止め，
「まだ完成版ではないので，当然，完璧さが求めら
れていない」と解釈しました。でも，「（f）とりあえず
動くもの」に対して高田さんが期待している「完成
度」とディルさんがイメージしている「完成度」の
基準が互いにかみ合わなかったのです。
日本人の（g）あいまいな表現・指示の行間を読め

ず，それを素直に言葉通りにとらえてしまい，外国
人が怒られてしまうというケースが，他にも多く報
告されています。
このような状況が発生しないように，それぞれが
どういうことに注意し，どういう行動をとる必要が
あると思いますか？

3.2　当該事例の分析
先ず言えることは，下線部（e）及び（g）で説かれてい
るような「あいまいな表現」は存在しないということで
ある。何故なら，元請側（高田）では明らかに社内で理
解が共有されており，元請側の日本語が「あいまいな表
現」であるという批判は，元請の発話が理解できなかっ
た下請側（ディル）からの一方的視点に過ぎない。この
事例で軋轢が生じた根本的原因は，両者の間に相互理解
も共感も育まれなかったことであり，そもそも両者は何
を共有するべきであったかが問われなければならないで
あろう。
とは言え，この事例に於ける元請と下請との力の不均
衡は著しく，その点で異文化コミュニケーションは始め

から不可能であったという考え方もあろう。しかし，石
井（2013，p.30）が指摘しているように，「異文化コミュ
ニケーションが起こる際には，コミュニケーションに関
わる人々とその人が存在する社会・文化的環境ないしコ
ンテキストによって生じるパワーの不均衡が常に存在し
ている」のであり，その前提から出発し，異文化コミュ
ニケーションの可能性を探ることが，この事例に於いて
も元請と下請の共存共栄へ通じることとなり，平和的且
つ生産的であろう（11）。
問題は，下線部（a）「とりあえず動くものを作りましょ
うよ」という発話に対して，下請側の理解が及ばず，下
線部（b）及び（c）のように「とりあえず動くもの」とい
う単位で解釈してしまったことである。その解釈では，
「とりあえず動くものを作りましょうよ＝とりあえず動
く，そういうものを作りましょうよ」と考えられるが，
「とりあえず」が「もの」の動作である「動く」に係る
ので矛盾が生じる。正しくは，「とりあえず動くものを
作りましょうよ＝動くもの，それをとりあえず作りま
しょうよ」のように，「とりあえず」が人の動作である「作
る」に係ると解釈すべきである（12）。
この事例に於ける下請側の問題点は，日本語理解の不
足である。これは「とりあえず動くもの」の意味を問う
ことから明らかであるが，解説者は下線部（f）で取り上
げていながら，その表現の矛盾については一切触れてい
ないのも不適切ではないだろうか。依然として「とりあ
えず動くものを作りましょうよ」についての無理解は
残ったままである。
一方，元請側の問題点は，下請側が理解できない表現
を使用したことである。相手側も自分達と同じように理
解することを前提としていたのである。では，「とりあ
えず動くものを作りましょうよ」の真意は何であったの
か。これを知るためには，当該分野での用例を当たって
帰納的に意味を分析していくのが有効であろう。翻訳で
はあるが，プログラマーである Grahamが著したエッセ
イ（Graham，2005，p.3，下線筆者）に以下の記述がある。

私たち米国人は違う。何かを作るとき，米国人は
とにかく仕事を終えることを考える。とりあえず動
くものができたら，そこからは 2通りの道がある。
そこで作るのをやめて，バイスグリップみたいに不
格好だが何とか使えるものを使っていくか，あるい
はそれを改善してゆく―でもたいてい，そういう改
善とはごてごてした装飾を付けていくことだ。車を
良くしようと米国人が考えるのは，その時々の流行
によって，尾ひれを付けてみたり，車体を長く伸ば
してみたり，窓を小さくしてみたりといったことに
すぎない（13）。

また，或るプログラミング言語の入門書である高津戸・
小原（2014）中，「Chapter 4　何か作ってみる」では，
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冒頭に上記の下線部（d）と同じ文言が記されている（高
津戸・小原，2014，p.164，下線筆者）。

なお，この章では，かなり細かい点で逐一立ち止
まって，詳しく解説しています。とりあえず動くも
のがほしいのであれば，解説の大半は流し読みでか
まわないと思います。ですが，私が JavaScriptを書
きはじめたとき，こういった，いちいち細かい点を
理解せずに先に進むのがイヤだったので，このよう
な形式でこの章を書きました。

これらの事例から明らかなように，「とりあえず」作る
べき「動くもの」とは，デザイン，検証等を残し，機能
面で完成した製品のことである。つまり，機能面での完
成は，製品開発では前半に過ぎないのであり，製品開発
の後半は，デザイン，及びそれと並行して機能面で完成
した物の徹底的な検証等となるであろう。
そこで再び，元請と下請との間で何が共有されていな
かったのかを問い直すことにする。元請は下請に何を伝
達すべきだったのか，逆に，下請は何を習得すべきだっ
たのか。その答えは，当該事例の解説者達が言うように
「完成度」の基準ではない。両者に共有されていなかっ
たのは，「機能面での完成段階」即ち「動くもの」が製
品開発の過程のどこに位置づけられるか，即ち製品開発
の全体工程なのである。それでも，「動くもの」は下請
にとっては仕事の成果として「完成版」であり，「とり
あえず」作るべきものとしては捉えられないのであるか
ら，元請の発話は下請に対する配慮を欠いたものと言わ
ざるを得ないであろう。
しかし当該分野では，「とりあえず動くもの」という
連語が固定した表現のように通用しているように見受け
られるが，この現象をどのように考えたら良いのだろう
か。村田（2015，p.39）は「実践（私たちは言語研究者
なので主としてコミュニケーション活動を実践ととらえ
ます）を通して文化を形成するという考え方」を提唱し，
それを以下のように敷衍している。
たとえば，日本文化を共有していても職場によって
文化は異なります。日々の実践を通して，一緒に実
践を行うコミュニティのメンバーと言葉や価値観を
共有するようになっていくと考えるわけです。

つまりこのようにして，コンピュータープログラミング
のコミュニティに於いては，それだけでは矛盾を孕んだ
「とりあえず動くもの」が，日常言語中の連語として多
用されるに至ったと推定できよう。

４．留学生教育の新たな視座

4.1　コミュニケーションに於ける行動指針
コミュニケーション能力の向上を目指した教育では，
何を心掛けるべきであろうか。本稿では，コミュニケー

ション能力の基礎に言語能力を置く見地から，前節で取
り上げた事例に於いても，コミュニケーションの齟齬を
日本語使用の観点から分析した。そこでの考察を踏まえ
て，コミュニケーションに於ける行動指針を次のように
提案するものである。
（1）  先ず，相手側も自分と同じように解釈することを

前提としない
（2）  そして，自分の「文化」（14）及び無意識の解釈を客

観的・俯瞰的に捉える
（3）  その上で，相手側の「文化」及び相手側の解釈を

予測して動く
（4）それでも衝突が生じた時は，以下の問題点を探る

   （i）  自分と相手との間で何が共有されていないの
か？

   （ii）自分は相手に何を伝達すべきか？
   （iii）  自分は何を習得すべきか？（または）相手に

何を習得してもらうべきか？
以上の指針は，留学生だけでなく，社会に生きる誰もが
心掛けるべき指針であろう。留学生達には上記の指針と
併せて，日本社会でのコミュニケーションに於いては決
して衝突を恐れるべきではないことも強調し，勇気付け
てあげたいものである。

4.2　留学生と対話する側に対して
前節での事例の分析に於いて，留学生を教育する立場
の者としては，元請の姿勢に極めて批判的にならざるを
得ないが，それを当該者だけの個別の問題と考えるべき
ではないであろう。そもそも，外国人とのコミュニケー
ション経験が少ないことは日本社会の地理的・歴史的特
質として近年問題視されてきており，野田（2017，p.220）
は，今後日本社会が多数の外国人労働者を受け入れてい
くに当たり必要となる教育内容について，以下のように
考察している。

日本社会では，長い間，限られた人しか外国人と
接することがなかった。外国人労働者を受け入れる
ようになると，多くの人が外国人と接するようにな
る。そのときに使う共通言語は日本語しかないとい
う場合が多いだろう。
日本人のほとんどは，自分の母語である日本語で
外国人とコミュニケーションを行った経験がない。
そのため，外国人と日本語でうまくコミュニケー
ションを行う技術を持っていない。
日本社会と違って，同じ地域で複数の言語が使わ
れている社会や，すぐ近くの地域で別の言語が使わ
れていて，そことの往来が激しい社会では，自分の
母語で，その言語を母語としない人たちとコミュニ
ケーションを行う経験が豊富であり，それをうまく
行う技術を持っている人が多い。過去に植民地を
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持っていた社会でも，自分の母語で，その言語を母
語としない人たちとうまくコミュニケーションを行
う技術が長い年月をかけて蓄積され，自然に継承さ
れているようである。
日本社会がこれから短期間でそのような経験や技
術を自然に蓄積するのは難しい。多くの人が外国人
労働者と摩擦なくコミュニケーションを行えるよう
にするためには，学校教育でそのような技術を教え
ていくしかない。

こうして野田（2017，p.211）は，「外国人と日本語でう
まくコミュニケーションを行う能力」を習得できるよう，
「ユニバーサルな国語教育」を提唱する。ここで言う「ユ
ニバーサル」とは，日本語母語話者でも外国人でも，誰
にでも通用するという意味であり，これからの国語教育
の課題として取り上げられるべき視座となるであろう。
このように考えると，「外国人と日本語でうまくコミュ
ニケーションを行う能力」とは，特別なものではなく，
これまでは実践する習慣が無かっただけのことであり，
これから少しのことを心掛けて実践していくと，実際は
左程困難なことではないであろう。「外国人にもわかる
ように話したり書いたりするときにいちばん重要なの
は，語彙のコントロール（野田，2017，p.220）」であり，
「どんな語彙が難しいかを考えたり，難しい語彙をやさ
しい語彙に代える（野田，2017，p.220）」ように意識す
るだけで，話す内容や話し方が変わってくるのである（15）。
これは外国人相手に限らず，異質な他者との対話に於い
て基本的方策となるであろう。

５．結論

筆者も常常，留学生とのコミュニケーションに腐心し
修練を積んでいる身であるが，そのような至らない筆者
も含め，留学生誰もが，及び留学生教育に携わる誰もが，
高度な人間的素養としてのコミュニケーション能力に一
層の磨きを掛けることができることを願うものである。

註
（1）取り分け西口（1995），佐藤・熊谷（2017）を参照。
（2）日本に於ける留学生教育は日本語教育と重なる部分が大き
いが，両者に包含関係は無く，別物であるという前提で論を
進める。留学生教育とは，文字通り「留学生を教育すること」
で，教育の対象となる人を留学生と定め，「何について」「ど
のように」彼等を教育するべきかが問題となる。一方，日本
語教育とは，「日本語について教育すること」と換言できるよ
うに，教授内容から規定しており，対象となる人は世界各国
の子供から大人まで多岐に亘り，学習者に応じて教授方法も
変えなければならない。「留学生教育」のように対象者による
定義が「（人を）育てること」から発想しているのに対して，
「日本語教育」のように教授内容による定義は「（内容を）教

えること」から発想しているとも言えよう。
（3）本稿では，基本的に「コミュニケーションの手段」は言語
であるという前提で考察していく。同時に，言語は単に「コミュ
ニケーションの手段」であるだけでなく，「認識の手段」とし
ても機能しているということを念頭に置く。つまり，人間は
事物や観念を直接扱っているのではなく，言語を介在させて
世界を構築しているということである。そのため，言語が異
なれば世界認識も異なり，コミュニケーションの原資も異な
ることになる。

（4）近年までのコミュニカティブ・アプローチの発展と多様化
については，取り分け西口（1995）を参照。

（5）筆者が加わっているOJAE研究チームでは，言語に於けるイ
ンタラクションを「交話」と定義している。OJAE（Oral Japanese 

Assessment Europe）とは，後述する『ヨーロッパ言語共通参照枠』
を，日本語での能力記述文（can-do statements）に変換し，それ
に基づいて作成された日本語コミュニケーション能力評価法及
び育成法である。その全容については，OJAEチームが 2011年
にドイツで設立した社団法人ヨーロッパ日本語教育学研究所
（EIJaLE: European Institute for Japanese Language Education e.V.）
のウェブサイト上で詳しく記述している。

（6） CEFRはヨーロッパの教育機関間に於いて，異なる言語間
での学習・教授・アセスメントの尺度の共有を可能にしてきた。
CEFRが拠って立つ複言語・複文化主義の理念は，今やヨー
ロッパに留まらず普遍的に普及しており，それは日本に於け
る文部科学省（2013）の英語学習の指針への採用にも現れて
いる。CEFRの背景と日本語教育実践への応用については，
取り分け奥村他（2016）の解説が詳しい。また本稿に於ける
筆者の立場と同じく，CEFRでは，言語学習者も母語話者と
等しく言語使用者（language user）として捉えられており，
それぞれの言語の熟達度に応じて，可能なコミュニケーショ
ンの範囲が異なると考えられている。

（7） CEFRでは 2001 年の発表当初より，仲介活動（mediating 

activities）がコミュニケーション言語活動（communicative 

language activities）の中に重要な1つとして加えられているが，
特に補足版とも言える Council of Europe（2018）に於いて，「仲
介」という観念は更に深く追究されている。

（8）「独話」とそれに対置される「対話」は，OJAE研究チーム
が提唱したコミュニケーションに関する用語の対である。

（9）上述した OJAEでは，試験の場で対話を実現させるために，
対等な立場の被験者 2名が話し合うという形式を取っている。

（10）取り分け JAISE留学生相談指導事例集編集委員会（2013，
pp.68-77）を参照。

（11）渋井（2010）の記述によると，下請取引関係は「『対等な
らざる外注』の関係」であるという規定が，長らく中小企業
研究に於ける定説であった。その上で，渋井（2010，pp.258-
259）は「現実の中小企業分析には不可欠のもの」として「中
小企業を収奪されつつも発展しうる

, , , , , , , , , , , ,
存在として見る視点」を

提唱している。この視点は，引用した事例に於ける下請企業
に関しても通じるものであろう。

（12）同様の事例として，『眠れる森の美女』を「眠っている森
の中に存在する美女」ではなく，「森の中に存在する，眠って
いる美女」と解釈することが挙げられる。ここでも，日本語
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話者は無意識に矛盾しない解釈を選択しているのである。
（13） Graham（2004）の原文に於いては，「とりあえず動くもの
ができたら」に相当する箇所に，非母語話者の誤解を招くよ
うな特殊な表現は見られない（下線筆者）。

Not us. When we make something in America, our aim is just 

to get the job done. Once we reach that point, we take one of 

two routes. We can stop there, and have something crude but 

serviceable, like a Vise-grip. Or we can improve it, which 

usually means encrusting it with gratuitous ornament. When 

we want to make a car “better,” we stick tail fins on it, or 

make it longer, or make the windows smaller, depending on 

the current fashion.

（14）ここでの「文化」とは，言語と一体化して存在するもので，
牧野（2013，p.1）が「ある社会の成員によって習得され，共
有され，伝達されている（言語を含む）様々なコミュニケーショ
ンの様式」と定義したものである。

（15）具体的に庵（2016）は，「外国人に関わらず，会話におい
てもっとも大切なことは『相手を思いやる態度』（庵，2016，
横書き p.2）」だとして，以下のような「マニュアル」を提示
している（庵，2016，横書き pp.2-3）。
★説明は短く簡潔に
　簡潔に話すほうが，聞いていて理解がしやすいものです。
★会話の途中で「分かりますか？」と確認する
　会話は文章と異なり，相手の理解度を確認しながら話す
ことができます。長い説明のときでも，その都度確認しな
がら進めます。
★分かっていないと感じたら，別の言い換えを行う
　理解していないと感じたら，どんどん別の言葉で言い換
えてみます。
（例）公共交通機関を利用してください
⇒バスやタクシー，電車で来てください
⇒自分の車で来てはダメです
★相手の表情や反応を見ながら話す
　会話では相手の態度や表情からもいろいろと分かります。
★ゆっくりはっきり発音する
　ゆっくりはっきり発音することで理解しやすくなります。
★資料や図を活用する
　ことばで伝わらない場合は，その場で図や資料などを活
用します。
★難しい単語や言い回しは使わない
（例）納付してください⇒お金を払ってください
ご用件は何ですか？⇒どうしましたか？
（中略）
●自分だけが話しすぎない
● 1回であきらめない
●尊敬の気持ちで
●いろいろな質問文を作ってみる
●質問しているのか説明しているのか，はっきりさせる
●だまって相手の話が終わるのを待つ
●使えるものは何でも使おう
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多国籍留学生が体験学習から捉えた日本社会との接触における課題

Intercultural Challenges of International Students in their Association 

with Japanese Society through Experiential Learning 

恒松　直美（広島大学森戸国際高等教育学院）

Naomi TSUNEMATSU（Morito Institute of Global Higher Education, Hiroshima University）

要　　旨

　本研究では，日本の大学に留学した交換留学生が多文化共生への貢献を目的とし多国籍グループを構
成して取り組んだ地域と協働する国際的体験学習に関する留学生の自己評価インタビューをもとに，日
本社会との接触における課題を考察する。地域における多文化共生の推進や地域国際化が提唱され，異
文化性と日本の地域社会とが交錯する場での異文化間接触の研究は喫緊の課題であるが，無作為の場で
の異文化接触の実態は見えにくい。本研究の独創性は，日本文化への強い興味を持つ交換留学生が協働
して主体的に地域に働きかけ，日本の学校文化や見えない慣習に触れつつ学生主導で地域との連携に挑
戦した体験学習をもとに，実践を通じて留学生が認識した日本社会との接触における課題に焦点をあて
た点にある。留学生の声をもとに，大学外の無作為の現場で日本社会の学びをどう生かし，何を日本社
会と関わるうえでの課題として捉えたのかを探る。
［キーワード：留学生教育，体験学習，協働学習，日本社会，プロジェクト学習］

Abstract

The purpose of this study was to investigate international students’ cultural challenges in cooperating 

with local organizations in Japanese society through their experiential learning project for the development 

of a multicultural society. A qualitative method was used to examine voices of international students from 

North America, Europe, Oceania, and Asia who undertook a group project for which they took the initiative 

in associating themselves with local schools and administrative bodies. Development of multiculturalism 

and internationalization of the local society has been promoted, however, intercultural contact outside of the 

university has not been sufficiently researched. 

Through experiential learning in non-artificial settings outside the university without the intermediation 

of a professor, the international students were directly exposed to local school culture and invisible customs 

existing in Japanese society. Students’ voices revealed how international students experienced difficulties and 

challenges when they took the initiative to be associated with local schools and organizations, how multinational 

students cooperated, and critical issues students have found necessary to be aware of when establishing social 

connections in Japanese society. 

［Key words: international students’ education, experiential learning, cooperative learning, Japanese society, 

group project］

１．はじめに：本研究の背景と意義

本稿では，日本の大学に留学した交換留学生が多国籍
グループで取り組んだ地域と協働するプロジェクト型の
国際的体験学習に関する留学生の自己評価インタビュー
をもとに，多国籍の留学生が認識した日本の地域学校や
行政と接触するうえでの課題について考察する。地域に
おける多文化共生の推進や地域国際化が提唱される現

在，地域社会における異文化間接触の研究は喫緊の課題
であるが，その現状は見えにくい。留学生の大学外での
異文化接触の現状も十分可視化されておらず，留学生が
主体として日本の地域住民と関わる方策や体験学習につ
いての研究も発展途上にある。
本研究では，広島大学短期交換留学プログラム

（Hiroshima University Study Abroad Program, HUSA）（1）に
参加した留学生が多文化共生の地域作りへの貢献の一環

̶  11  ̶



̶  12  ̶

として地域との協働を試みた「多文化共生の地域づくり実
践グループプロジェクト」（“Development of Multicultural 

Local Society Practical Group Project,”以下，DMLSP）で
体験した協働学習及び体験学習に焦点をあてる。本研究
の独創性は，日本文化理解を主要な留学目的とする多国
籍の交換留学生が，大学教員の仲介を経ず，意図的な場
面設定のない大学外の現場で主体として学生主導で地域
との連携に挑戦した体験学習をもとに，日本の地域社会と
の現実的接触における課題を探った点にある。
留学体験における困難や否定的側面についての研究が

多いとの指摘（Lillyman & Bennett, 2014: 63-64; Marginson, 

2014: 8）もあるが，留学生が日本社会との関わりで困難
や障壁を感じ，快適ゾーン外に出にくいと述べることも多
い。（2）異なる文化に所属する人は文化の知覚スクリーン
を通して経験する異なる知覚の世界に生き（Hall, 1969: 
2），異文化間コミュニケーションとは，異なる文化的背
景の人間間における意味の付与を含む相互作用的で象徴
的な過程（Gudykunst & Kim, 1984）である。本研究では，
多国籍留学生が，日本における異なるコミュニケーショ
ン方法や伝達方法，表現態度，礼儀，言語メッセージと
非言語メッセージ，異なる価値観や行動様式に直面した
時，何を日本理解における文化的障壁や異文化接触の課
題と捉えたのかを考察する。地域と対等に関わる試みに
より顧客的立場とは異質の体験をもたらした DMLSPは，
留学生が日本社会との関わり方を捉え直す体験となっ
た。留学生の受け入れ拡大が大学国際戦略に盛り込まれ
（文部科学省，2013: 2-3），スーパーグローバル大学創成
支援（文部科学省，2019）等の留学生の増加政策がとら
れる中，留学生の日本での主体的接触から見えた課題は，
地域と連携した国際教育や留学生への教育的支援の新し
い方向性も示唆するものである。

２．先行研究の概観

2.1　国際的体験学習と教育的介入
Vandeveer & Menefee（2006）は，国際的体験学習の価
値として，外国語で企画を進める実体験によるエンパ
ワーメント，快適ゾーン外での予想外の状況との遭遇や
インタラクションからの学び，地域と国際の関係性の課
題，文化と社会の機能の学びを指摘する。海外の学生の
日本での体験学習に関しても，現地の実体験の価値が指
摘されている。アメリカ人学生が，イーミックモデル
（“emic” model）の内部的視点から日本の学校の団体旅行
で日本特有の組織と個人の概念を学ぶ体験学習の研究
（Long, Akande, Purdy & Nakano, 2010）や，カナダの高校
生の日本滞在による，教室では再現不可能な無秩序かつ
予測不可能な異文化圏での人との接触経験に基づき，体
験のリフレクションと理論との関連づけや社会的意味づ

けの重要性を論じた研究（Berwick & Whalley, 2000）が
ある。Voronchenko, Klimenko & Kostina（2015）によるロ
シアの大学での多国籍学生のプロジェクト型授業での異
文化間能力育成の研究や，多国籍学生のプロジェクト型
学習体験でのスキルと自信向上の研究（Brennan, Hugo, 

& Gu, 2013）では，多国籍学生の協働による教育成果が
示されている。これらの先行研究の限界は，作為的でな
い場面で留学生が主体としてホスト国の地域社会や組織
と関わる体験にまで至らず，無作為の場の異文化接触の
実態が見えない点にある。教員が仲介する地域協働型
「グローバル化支援インターンシップ」授業（恒松，2016）
は，教員が地域行政と交渉し，日本の価値観や行動様式
への対応が求められる地域と協働する学びの場を創り，
留学生が主体として提案・企画実行する学習である。本
研究の DMLSPは，統制のない現実の世界で，留学生自
身が，開始時点から仲介者無しに主体的に直接ホスト国
の地域との関わり方を探る独創的な体験学習と言える。
日本の大学の国際化推進策において留学生数と多様性
の拡大による教育的価値が未検証（大西，2016: 56; Howe, 

2009）との指摘もある中，異文化接触は自然に起こるの
か，また，異文化接触が生起される方法や異文化間での
関係構築，意義ある教育的介入の方策と教育効果の検証
を要する。Tatum（1992）は，アメリカの大学で人種問題
を議論し学ぶ授業を構築した経験に基づき，学生自身が
変革の主体となる教育現場の構築が民族的多様性を理解
するキャンパス作りに不可欠であると論じる。教育的介
入が一定の統制のもとで異文化接触を生起させるアプ
ローチとして，教室をコミュニティとし他者とのやりとり
を通じ社会的関係を築く日本語学習の研究（渋谷，2008）
や，留学生向けの日本事情等の授業への日本人学生の参
加による接触の効果測定の研究の発展も見られる（大西，
2016）。
留学生と地域との協同の研究では，高校生・日本人学
生・留学生の協力により地域国際化を目指す高大連携の
活動の研究（生駒・三隅，2013）があり，人間関係作り
や交流活動の互恵的意味の重要性，多様な在住外国人の
存在の可視化の意義が提示されている。地域住民のエン
パワーメントを目指した留学生・地域住民・行政・地域
ボランティア団体の多文化共生のプロジェクト型体験学
習授業の研究（横溝，2017）では，留学生が課題を通じ
て役割を獲得し，対等な関係を築き，自信や自己効力感
を得ていく様子が提示されている。

2.2　留学生と地域社会の協働
総務省が 2006 年に発表した地域における多文化共生
推進の政策では，生活者・地域住民としての外国人の認
識の必要性が提唱され，外国人住民の参画や地域住民等
に対する多文化共生の啓発が推進されている（総務省，
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として地域との協働を試みた「多文化共生の地域づくり実
践グループプロジェクト」（“Development of Multicultural 

Local Society Practical Group Project,”以下，DMLSP）で
体験した協働学習及び体験学習に焦点をあてる。本研究
の独創性は，日本文化理解を主要な留学目的とする多国
籍の交換留学生が，大学教員の仲介を経ず，意図的な場
面設定のない大学外の現場で主体として学生主導で地域
との連携に挑戦した体験学習をもとに，日本の地域社会と
の現実的接触における課題を探った点にある。
留学体験における困難や否定的側面についての研究が

多いとの指摘（Lillyman & Bennett, 2014: 63-64; Marginson, 

2014: 8）もあるが，留学生が日本社会との関わりで困難
や障壁を感じ，快適ゾーン外に出にくいと述べることも多
い。（2）異なる文化に所属する人は文化の知覚スクリーン
を通して経験する異なる知覚の世界に生き（Hall, 1969: 
2），異文化間コミュニケーションとは，異なる文化的背
景の人間間における意味の付与を含む相互作用的で象徴
的な過程（Gudykunst & Kim, 1984）である。本研究では，
多国籍留学生が，日本における異なるコミュニケーショ
ン方法や伝達方法，表現態度，礼儀，言語メッセージと
非言語メッセージ，異なる価値観や行動様式に直面した
時，何を日本理解における文化的障壁や異文化接触の課
題と捉えたのかを考察する。地域と対等に関わる試みに
より顧客的立場とは異質の体験をもたらした DMLSPは，
留学生が日本社会との関わり方を捉え直す体験となっ
た。留学生の受け入れ拡大が大学国際戦略に盛り込まれ
（文部科学省，2013: 2-3），スーパーグローバル大学創成
支援（文部科学省，2019）等の留学生の増加政策がとら
れる中，留学生の日本での主体的接触から見えた課題は，
地域と連携した国際教育や留学生への教育的支援の新し
い方向性も示唆するものである。

２．先行研究の概観

2.1　国際的体験学習と教育的介入
Vandeveer & Menefee（2006）は，国際的体験学習の価
値として，外国語で企画を進める実体験によるエンパ
ワーメント，快適ゾーン外での予想外の状況との遭遇や
インタラクションからの学び，地域と国際の関係性の課
題，文化と社会の機能の学びを指摘する。海外の学生の
日本での体験学習に関しても，現地の実体験の価値が指
摘されている。アメリカ人学生が，イーミックモデル
（“emic” model）の内部的視点から日本の学校の団体旅行
で日本特有の組織と個人の概念を学ぶ体験学習の研究
（Long, Akande, Purdy & Nakano, 2010）や，カナダの高校
生の日本滞在による，教室では再現不可能な無秩序かつ
予測不可能な異文化圏での人との接触経験に基づき，体
験のリフレクションと理論との関連づけや社会的意味づ

けの重要性を論じた研究（Berwick & Whalley, 2000）が
ある。Voronchenko, Klimenko & Kostina（2015）によるロ
シアの大学での多国籍学生のプロジェクト型授業での異
文化間能力育成の研究や，多国籍学生のプロジェクト型
学習体験でのスキルと自信向上の研究（Brennan, Hugo, 

& Gu, 2013）では，多国籍学生の協働による教育成果が
示されている。これらの先行研究の限界は，作為的でな
い場面で留学生が主体としてホスト国の地域社会や組織
と関わる体験にまで至らず，無作為の場の異文化接触の
実態が見えない点にある。教員が仲介する地域協働型
「グローバル化支援インターンシップ」授業（恒松，2016）
は，教員が地域行政と交渉し，日本の価値観や行動様式
への対応が求められる地域と協働する学びの場を創り，
留学生が主体として提案・企画実行する学習である。本
研究の DMLSPは，統制のない現実の世界で，留学生自
身が，開始時点から仲介者無しに主体的に直接ホスト国
の地域との関わり方を探る独創的な体験学習と言える。
日本の大学の国際化推進策において留学生数と多様性
の拡大による教育的価値が未検証（大西，2016: 56; Howe, 

2009）との指摘もある中，異文化接触は自然に起こるの
か，また，異文化接触が生起される方法や異文化間での
関係構築，意義ある教育的介入の方策と教育効果の検証
を要する。Tatum（1992）は，アメリカの大学で人種問題
を議論し学ぶ授業を構築した経験に基づき，学生自身が
変革の主体となる教育現場の構築が民族的多様性を理解
するキャンパス作りに不可欠であると論じる。教育的介
入が一定の統制のもとで異文化接触を生起させるアプ
ローチとして，教室をコミュニティとし他者とのやりとり
を通じ社会的関係を築く日本語学習の研究（渋谷，2008）
や，留学生向けの日本事情等の授業への日本人学生の参
加による接触の効果測定の研究の発展も見られる（大西，
2016）。
留学生と地域との協同の研究では，高校生・日本人学
生・留学生の協力により地域国際化を目指す高大連携の
活動の研究（生駒・三隅，2013）があり，人間関係作り
や交流活動の互恵的意味の重要性，多様な在住外国人の
存在の可視化の意義が提示されている。地域住民のエン
パワーメントを目指した留学生・地域住民・行政・地域
ボランティア団体の多文化共生のプロジェクト型体験学
習授業の研究（横溝，2017）では，留学生が課題を通じ
て役割を獲得し，対等な関係を築き，自信や自己効力感
を得ていく様子が提示されている。

2.2　留学生と地域社会の協働
総務省が 2006 年に発表した地域における多文化共生
推進の政策では，生活者・地域住民としての外国人の認
識の必要性が提唱され，外国人住民の参画や地域住民等
に対する多文化共生の啓発が推進されている（総務省，
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2006）。総務省の「地域における多文化共生推進プラン
（平成 18 年 3 月）」（前掲）では，「外国人住民の受け入
れ主体としての地域」や「地域活性化」，「住民の異文化
理解力の向上」などが掲げられ，外国人住民に対しての
日本語及び日本社会に関する学習支援や生活支援，多文
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「主体」に転換することが提唱される中，山脇（2017: 4）
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現在，留学生の日常での異文化接触は不可視の傾向に
あり，その可視化は重要課題である。HUSAプログラム
留学生は，顧客的に招聘され歓迎される形での地域学校
との関りが多く，筆者が 2003 年度より開講しているイ
ンターンシップ授業以外で，留学生が主体的に地域学校
や地域行政と関わる授業はない。平田・阿部・嶋（2018: 
28）は，留学生と地域自治体・住民との交流がイベント
や年中行事のハレの場への参加という普段の生活から切
り離された非日常的なものである現実，「お客様」とし
ての参加学生の役割の固定化という課題を挙げ，留学生
の地域活動への参加における媒介者の必要性を横溝
（2017）は指摘する。

2.3　日本の学校文化
留学生が顧客的に地域学校や行政機関に招聘される場
合，日本社会の顧客的役割に納まるため日本の文化パラ
ダイムを揺るがすことはない。しかし，留学生が「主体」
として地域と関わる場合，その異質性が日本社会の暗黙
の規定やルールを揺るがしかねない。例えば，堀家（2010）
は，日本の公教育が文化多様性の実態を目の当たりにし
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視してきた点を指摘し，公教育での多文化の問題の周辺
化がさらに進む傾向にあり，多文化状態の学校現場とコ
ンフリクトを起こすと懸念する。同様に，児島（2002: 
112-113）は，「生徒を指導する教師」という枠組みは，
個々の「生徒」を一律化し，既存の学校文化の中で機能
してきた役割を従来通り確保できること，多様な背景や
異質性は「指導する，指導される」ことを前提に成立す
る「教師―生徒」の関係を根底から揺るがすため，異文
化性は学校文化のソトで捉えられ，差異は外国人特有の
行為とされると論じる。
複文化圏児童生徒を日本語のできない「問題児」とす
る見解について，異質の存在こそが貴重な人的資源であ
り，その資源を生かすことが社会全体の高度な学びに発
展する捉え方の欠如を宇都宮（2009: 39）は指摘し，言語・
文化・価値観が異なる者が連携し関係を構築し，新しい
価値を創造する「環境づくり」を新たな教育的枠組みと

していく仲介的役割を担う教員の重要性を論じる。山田
（2011: 17-18）は，日本の教師教育のグローバリゼーショ
ンの遅れの本質的な問題解決として，多文化・異文化の
知識に加え，多文化主義の教員養成課程や教授法の重要
性，「権力との関係性」・「多様性」・「ハイブリッド性」
等に象徴される多文化主義の実践力の必要性を挙げる。
また，「知識・学」を体系化し社会に還元する大学の役
割や初等・中等教育を担う学校現場と教師の重要性を説
く。

３． 多国籍留学生による協働学習と日本の
地域社会と関わる国際的体験学習

3.1　 広島大学短期交換留学プログラム（HUSA プ
ログラム）の特徴

HUSAプログラムは全学協定に基づく交換留学プログ
ラムとして 1996 年に設立され，海外の協定大学から毎
年約 40～ 60名の交換留学生を受け入れている。専攻は，
表 1に示すように多岐に渡り，受講授業も日本語・日本
事情や専攻分野など多様である。主な留学目的は日本語
と日本文化の学びであり，帰国後，日本の大学院進学や
日本での就職をする学生が継続的に存在する（3）。学内で
は，世界の協定大学からの交換留学生が参加する「HUSA

プログラム」コミュニティを形成し，来日後のオリエン
テーションなども一緒に行う。

3.2　 「多文化共生の地域づくり実践グループプロ
ジェクト」（DMLSP）実習内容

HUSAプログラム 2015-2016 年度に参加した交換留学
生が，2015 年 10 月末から 2016 年 7 月末のプログラム修
了時までの約 1年間，地域に働きかけ，多文化共生社会
に貢献するプロジェクトを実行する DMLSP実習に取り
組んだ。主な目的は，留学生が日本の地域社会と接触す
る実体験を持つこと，多国籍の留学生が協働し主体的に
プロジェクトをマネージメントする体験をもつこと，異
文化と日本とを結ぶ方策を多国籍グループで考察し実践
する体験を持つことなどである。快適ゾーンの外に出て
予測不能な場面に直面する体験学習を通じ，日本での現
実的な関わりや接触について実践を通じて学ぶプロジェ
クトとした。

DMLSPでは，担当教員が仲介をせず，留学生自身が
日本の学校文化や行政に直接接触する実践を行い，無作
為の異文化接触において何が留学生の困難・障壁となる
かを探り課題を捉えることを試みた。現場での接触や対
応は学生が自主的に進めることとし，教員は，プロジェ
クト進行の報告会でフィードバックを行い，学生の希望
により相談が可能とした。来日 1か月後の 2015 年 10 月
末，1 グループ 5～ 6 人の多国籍の学生で構成する 7つ
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のグループ編成と DMLSPの概要を説明した。地域公開
国際セミナーという形式で，2015 年 11 月初旬に企画発
表，12 月末と 2016 年 4 月に 2 回の中間発表会，2016 年
7 月に最終発表会を開催し，プロジェクトの進捗状況を
各グループが発表する場を設けた。発表会では，多文化
共生社会の構築への貢献，知識とスキルの活用，地域社
会との協力，新しい視野，プレゼンテーションの工夫，
メンバーの協力について，学内教員と学外関係者（企業
及び市行政関係者）からフィードバックを得た。留学生
には，仕事分担，進捗状況，地域との連絡状況，多国籍
の留学生間の協力や日本社会に関する学びを報告する
「ワークシート」の提出を各セミナーごとに義務づけた。
実践例を示すため，地域行政と協働する「グローバル化
支援インターンシップ」授業の受講生による実習報告も
行った。

４．調査概要

4.1　調査対象者とプロジェクト結果
本研究の分析対象を 2015-2016 年度の HUSAプログラ

ム参加者 36 名とした（表 1参照）。出身国は北米・ヨー
ロッパ・オセアニア・アジアの 19 カ国で日本語能力も
初級～上級まで多様である。表 2 に各グループのプロ
ジェクトのテーマ，メンバーの国籍，地域との接触の試
み，地域との協力の有無，支援，実施場所，行事への参
加者を示した。7グループのうち 3グループが地域学校・
行政と関わることができた。うち 2グループが日本人学
生の仲介で地域学校訪問が実現し，地域行政に連絡した
1グループのみ仲介者無しで協力が得られた。7グルー
プのうち 3グループが自発的に 2つ目のプロジェクトを
実践した。

4.2　調査方法
2015 年 10 月のプロジェクト開始より約 5 ヶ月後の
2016 年 3 月からプロジェクトが終了する 7月下旬までに
DMLSPプロジェクトに関する自己評価のインタビュー
を実施し，体験に関する学生の認識を総括的に理解しつ
つ学生が捉えた日本社会との接触の課題を探った。11 カ
国出身の留学生 13 人（西欧圏 6 カ国 7 人，アジア圏 5
カ国6人）に，1対1の1～3時間の半構造化インタビュー
を調査者の研究室で行った。7グループを網羅し多国籍
の学生となるよう学生を選択した。HUSAプログラム参
加の語学要件を「英語又は日本語で授業の受講が可能」
としていることから英語または日本語で意志の伝達が可
能であると判断し，（4）学生の希望する言語で実施した。
中国・台湾・韓国の学生は日本語を選択し，その他のア
ジア圏の学生及び北米・オセアニア・ヨーロッパ出身の
学生は英語を選択する傾向にあった。学生が述べた言葉
をそのままコンピューターに文字入力した。学校等との
接触場面で実際に交わされた言葉や直接的体験を重要視
し，学生の自発的発言を尊重しつつ自由なナラティブを
引き出した。開始前に，話したいことのみ話すこと，秘
密を厳守し本人が特定できる形で論文に記載しないなど
プライバシーへの配慮を明確に伝えた。

4.3　調査内容
自己評価のインタビューでは，「1.日本語・日本文化
及び社会についての知識の応用」，「2.日本の地域との連
携への挑戦」，「3.多国籍グループでの連携」，「4.企画・
マネージメント・リーダーシップ」，「5.キャリア・仕事
に関する学びや気づき」の 5つのカテゴリーについて質
問した。インタビュー内容について，詳細な概念（項目）
を各カテゴリーごとに抽出し，抽出に関わる学生の言葉
も表で整理し要約した。各カテゴリーについて，留学生
が日本社会と関わるうえでの課題と捉えた内容に焦点を
あてて分析した。

表 1　HUSA プログラム（2015-2016 年度）参加留学生の特徴

出身国
アメリカ，カナダ，イギリス，フランス，ドイツ，フィンランド，オランダ，ルー
マニア，ポーランド，リトアニア，ロシア，オーストラリア，ニュージーランド，
韓国，台湾，中国，フィリピン，インドネシア，タイ（19カ国）［34大学］

性別 女子学生（22人）・男子学生（14人）［合計：36人］
学部 / 大学院 学部生（29人）・大学院生（7人）［合計：36人］

専攻

日本語，日本研究，日本文学，中国文学，アジア研究，法学，初等教育，グローバ
ルスタディーズ，地域研究，歴史学，国際関係，国際経済，経営管理学，言語学，
会計学，認知科学，情報工学，情報システム，デジタルメディア，マルチメディ
ア，生物学

日本語能力 上級レベル 11％（4人），中級レベル 61％（22人），初級レベル 28％（10人）
英語能力 母国語者 28％（10人），上級レベル 44％（16人），中級レベル 28％（10人）

出典：筆者作成
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プライバシーへの配慮を明確に伝えた。

4.3　調査内容
自己評価のインタビューでは，「1.日本語・日本文化
及び社会についての知識の応用」，「2.日本の地域との連
携への挑戦」，「3.多国籍グループでの連携」，「4.企画・
マネージメント・リーダーシップ」，「5.キャリア・仕事
に関する学びや気づき」の 5つのカテゴリーについて質
問した。インタビュー内容について，詳細な概念（項目）
を各カテゴリーごとに抽出し，抽出に関わる学生の言葉
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表 1　HUSA プログラム（2015-2016 年度）参加留学生の特徴

出身国
アメリカ，カナダ，イギリス，フランス，ドイツ，フィンランド，オランダ，ルー
マニア，ポーランド，リトアニア，ロシア，オーストラリア，ニュージーランド，
韓国，台湾，中国，フィリピン，インドネシア，タイ（19カ国）［34大学］

性別 女子学生（22人）・男子学生（14人）［合計：36人］
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ルスタディーズ，地域研究，歴史学，国際関係，国際経済，経営管理学，言語学，
会計学，認知科学，情報工学，情報システム，デジタルメディア，マルチメディ
ア，生物学

日本語能力 上級レベル 11％（4人），中級レベル 61％（22人），初級レベル 28％（10人）
英語能力 母国語者 28％（10人），上級レベル 44％（16人），中級レベル 28％（10人）

出典：筆者作成
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多国籍留学生が体験学習から捉えた日本社会との接触における課題

５．分析と結果

5.1　分析方法
MaxQDAソフトを使用しインタビュー内容から重要概
念を抽出し整理した（表 3）。本調査は，留学生の体験学
習の自己評価について，重層的で多面的に絡み合う文脈
から概念を抽出し社会的文脈において解釈した定性的調
査である。学生が述べた内容は様々な角度から多面的に
絡み合うため複数のカテゴリーに属する要点は重層的に
提示した。
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ランド・オランダ・リトアニア・オーストラリア）と2）ア
ジア圏（中国・韓国・インドネシア・タイ・ロシア）に分け，
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となっていることに起因する。英語・日本語の両方堪能
な学生の場合は，言語の障壁があまりないため，より多
様な国の学生と交流する傾向にある。
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＊「広島大学学生」は，留学生を含む広島大学に所属する学生すべてを意味する。

出典：筆者作成



̶  16  ̶

類似し，Hofstede et al.（2010）の文化的差異モデルにも
ある，集団主義と個人主義及び権力格差に対する認識と
態度を一つの尺度として留学生を西欧圏とアジア圏に分
類し整理した。各文化間で類似性と相違が複数の要因で
絡み，個人の文化的背景や多面的な文化差が日本社会の
認識に与える影響や個人的経験の複雑性は本研究では掌
握できないと認識している。
分類した 1）西欧圏：アメリカ・カナダ・フィンランド・

オランダ・リトアニア・オーストラリアと，2）アジア圏：
中国・韓国・インドネシア・タイ・ロシアの A.権力格差，
B.個人主義の Hofstede（2018）のスコアを比較すると，
A.権力格差については，1）グループは 36 ～ 42，グルー
プ 2）は 60 ～ 93（ロシアを除くと 60 ～ 80）で，B.個人
主義については，1）グループは 60～ 91，グループ 2）は
14 ～ 39（ロシアを除くと14 ～ 20）であった。ロシアは，
A.権力格差が 93，B.個人主義が 39 であることから，2）
グループにより近いと判断し 2）とした。日本は A.権力
格差が 54，B.個人主義が 46 である。個人の多面性や個
人差にも注意を要するが，権力格差と個人主義のスコア

は，インタビューでの教員に対する上下関係の意識に基
づく距離感と敬意や意見の表明の相違にも表れている。
記述では，本人が特定されないよう配慮した。各「評価
カテゴリー」ごとに，重要な概念の明確化のため抽出さ
れた概念にも言及しつつ，学生が述べた日本社会との接
触における課題に関する考察結果を示した。
5.2.1　日本語・日本文化及び社会についての知識の応用

「公式の場での日本語使用」，「日本社会における礼儀・
行動・見えないルール」，「内と外」（5），「関係性・上下関係」
の概念が抽出された。学生は，公式の場での日本語の敬
語の使用方法の未習得から自身が失礼になることへの強
い懸念を抱いている。インターンシップ授業を未受講の
西欧圏の学生が無礼への懸念を強調し，公の場での日本
語使用の躊躇を吐露した。学校に連絡した際，責任者名
と説明書類を学校から要求され，日本社会で公式に関わ
る厳しさを感じ，日本社会の行動様式の無知から「大学
外では失敗者」と感じ，「日本の文化と言語を学ぶ必要性」
について西欧圏の学生が述べた。「アジア的価値観を西
洋の人は理解できない。いきなりやってもわからない」

表 3　DMLSPの留学生自己評価インタビュー内容と要点（西欧圏・一部抜粋）

圏欧西圏欧西徴特の生学留

出身国
アメリカ・カナダ・フィンランド・オランダ・リトアニア・

オーストラリア（６カ国・７人）
同左

左同級中・級初力能語本日
左同ーカーピスブィテイネ・級上力能語英
点要容内ーュビタンイ価評己自）念概（目項価評ーリゴテカ価評

1.日本語・日本文化
及び社会についての
知識の応用

1.1「公式の場での日本語使用」

「敬語の使用法が分からない。大学外の社会人と話すのは交友
関係で使用するカジュアルな日本語とは違う部類に入る。公的
なものを学ぶ必要がある」,「会議等の場に参加することがあっ
たら、まず敬語ができないことを謝罪する」,「失礼になること
がとても心配。電子メールを書くなど恐い」

敬語の使用方法の不理解 /

敬語未習得による無礼への
不安 / 敬語習得の必要性

1.2「日本社会における礼儀・
行動・見えないルール」

「日本的なものにするためには日本の文化と言語を学ぶ必要が
ある」,「責任者の名前を聞かれ，説明書類の提示を要求されたが
書類を持っていなかったので，プロジェクトを変更した」,「大
学外では失敗者だと感じる」,「日本語が話せても対応しない複
雑なシステム」,  「日本の現実をあまり見なかった」

日本文化の理解不足 / 日本
社会の見えないルールの不
理解 / 日本語能力に付随し
た日本の行動様式の理解の
不可欠性 / 仲介者の重要性

1.3「内と外」
ウチとソトの概念を日本の「ウチとソトの理解は困難」
実社会で理解する困難

1.4「関係性・上下関係」
「日本での適切なコミュニケーション方法を学ぶ必要がある」

ミュニケーション方法の学
びの必要性

2.日本の地域との連
携への挑戦

2.1「学校との連絡」

「監督者は誰か，目的は何か，と言われ知識もなく理解不十分でど
う説明していいかわからず退いた。結果，大学外の人々と関われ
なかった」,「当初，学校にとても礼儀正しい日本語で電子メール
を送信したが返信はなく無視された。それで電話をかけたが企
画について聞く気もない」。「学校関係者と留学生とで面識がない
場合困難。連絡できるだけの日本語能力はあり連絡したが実現で
きなかった。誰に連絡すべきかなどよく考えるべきだった」,

「どこに連絡するかを選ぶことが重要。連絡すべき人々。そうし
なければ落胆する。熱意のある人々を選んで行くべき」,「ただ
学生というだけで学校訪問を断られた」,「1, 2 校くらいは興味
を示すと思った。でも，いいえ，結構です，といって訪問を反対
された」

大学外の人に正式に説明す
る力の不足 / 面識のない人
への連絡方法の知識不足/

日本語能力に付随した日本
の行動様式の理解の不可欠
性 / 連絡した学校の冷遇と
無関心/ 関わる団体を選ぶ
重要性 / 留学生企画の学校
訪問の拒否

出典：筆者作成

日本社会における適切なコ

出典：筆者作成
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多国籍留学生が体験学習から捉えた日本社会との接触における課題
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日本社会と関わる体験学習による様々な知識の実践知と
しての活用の可能性に言及した。主体性を持ち自力で実
践可能との実感も持つ中，留学生のみで実施できる企画
の限界も感じ，就労経験を持つ留学生は実行力不足と厳
しい指摘をした。各留学生が持つ言語能力や特性を生か
しチームの力を引き出す方策の学びも課題である。
厳しいプロジェクト型インターンシップ実習（恒松，
2016）を体験した留学生が，「学校訪問で正式書類の提
示を求められ，授業で学習した書類提示の意義が理解で
きた」と公的な組織との関わり方に関する事前学習の価
値を強調した。DMLSPでの行政との関わりについて，「学
生が主導でない」，「考えていない」とインターンシップ
との違いを強調した。さらに，「外部との関係はレベル
が高すぎる。先生がいないと入れない」と公的な関わり
のハードルの高さを述べた。西欧圏の学生が「インター
ンシップは恐い。会社，企業，本当の仕事のイメージ」
と恐れを述べつつも，「インターンシップの有益性をもっ
と強調すべき」と述べて日本の組織や礼儀を学ぶ英語の
講義を希望するなど，自らの実践を通じて日本での上下
関係や礼儀を理解する重要性を述べた。アジア圏の学生
もインターン受講生の仕事を「驚くべき」と賞賛し，公
的な対応を学ぶ価値を評価していることが分かる。
5.2.5　キャリア・仕事に関する学びや気づき

「仕事・キャリアについての見解」，「プロジェクト実
行への見解」が抽出された。「達成感を感じた。人と関
われるようになった」と関係性の構築力の習得を評価し，
学校での活動により教員を職業選択とする可能性を検討
したり，日本での就職に向け上下関係の厳しさに慣れる
必要性を述べるなど，厳しい体験を将来につなげる前向
きな捉え方も伺える。同時に，「成功しなかった学生に
は失望する体験」から外部との連携が不成功となった体
験により学生が日本社会との関わりを否定的に捉える
ケースもあった。
学生への自己評価のインタビューにおいて上記の
1）～ 5）以外で学生が強調した事項があった。1点目は
「教員の介入の意義」である。学生の自力による実行は
可能としつつも，「消化に時間が必要」であり，教員の
助言とガイダンスの重要性を述べた。教員が不在の場合，
学校の留学生への対応が異なることを大多数が述べ，留
学生間のコミュニケーションが進まず緊迫した雰囲気に
なったグループもあった。専門的な仲介が異文化間接触
の場を変える効果を強調した。2点目は地域学校が実施
する「国際交流行事の意味」である。DMLSPで学内で
開催した国際交流については，自国紹介のおもしろさや
学内でのつながり構築の可能性を述べると同時に，教員
なしに異文化間インタラクションを起こす難しさを強調
した。地域学校が企画し留学生を招聘する国際交流につ
いては，「ただ与えられているだけ」，「日本人のために

実施」，「外国人を必要」，「日本人にはアトラクション」
と厳しい指摘をした。同時に，留学生は他に日本と関わ
る方法がない現実と機会を自分で広げる重要性を述べ
た。DMLSPで学校から「プレゼンする時，なるべく英
語を使って欲しいと言われた」ように，留学生を「英語
使用」の機会と捉えがちな地域学校が企画する行事につ
いて，その意義を再考している。また，英語使用を目的
としない場合は，学校教員の英語能力が障壁となり留学
生と学校教職員との会話がなく異文化接触が生起されな
いなど，留学生との関わり方が問われている。3点目は
「新しい知識・スキルの習得」である。「初め私達にはで
きないと思った」が実現し，人と関わる機会を持て，知
識を結集し新しく開拓する価値に言及し「恐れなくてい
い」と述べた。学びを前向きに捉える態度が新しい挑戦
へとつながる可能性である。国を問わず「個人として外
国人との関係ができるようになった」ことは異文化間能
力の一つの習得といえよう。

６．総合考察

DMLSPは，教員による直接的仲介のない無作為の状
況下で，多国籍留学生が協働し留学のホスト国である日
本の地域学校と地域行政と直接対峙する体験となった。
留学生が主体として大学外の組織と関わる体験は，顧客
として国際交流行事に招聘される立場とは別次元での体
験である現実を留学生は実体験することとなった。同時
に，大学外の地域学校等における異文化接触の現状や課
題も露呈し，日本の地域国際化や多文化共生において外
国人が感じる困難の一部も可視化した。日本社会での公
的な関わりにおける敬語使用や内と外・上下関係を理解
した礼儀の不可欠性，地域との関係構築の重要性，臨機
応変な対応能力の必要性など，学術知の実践知への応用
力が問われる体験となった。
留学生が体験した課題は主に 3点に要約できる。1点
目は，多くの地域社会では公的政策の関わる地域国際化
や多文化共生は定着しておらず，人との対応と関係性構
築において日本的な行動様式が求められる現実とそれを
留学生のみで理解する限界である。大学外との接触で，
面識のない相手に連絡する体験を通じ，公的な場で人と
関係を構築するために必要な日本語能力と礼儀作法の必
要性に直面した。信頼できる人の仲介がない場合，地域
学校への訪問の同意を得ても企画実現には至らない現実
や，学校訪問をしても異文化インタラクションは簡単に
は起こらない現実も体験した。双方とも自身の文化パラ
ダイムを超えず快適ゾーンに留まる傾向にあった。日本
での異文化適応におけるソーシャルスキルの有効性
（Tanaka, 2016）の指摘があるが，留学生の日本社会での
ソーシャルスキルの欠如は留学生が地域社会と関わる際
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学校への訪問の同意を得ても企画実現には至らない現実
や，学校訪問をしても異文化インタラクションは簡単に
は起こらない現実も体験した。双方とも自身の文化パラ
ダイムを超えず快適ゾーンに留まる傾向にあった。日本
での異文化適応におけるソーシャルスキルの有効性
（Tanaka, 2016）の指摘があるが，留学生の日本社会での
ソーシャルスキルの欠如は留学生が地域社会と関わる際
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の障壁となった。異文化適応におけるソーシャルスキル
の学びの重要性は Furnham and Bochner（1986）も指摘し，
Chapdelaine and Alexitch（2004, 167-170）は，留学生の
ホスト国での社会体験の不足が不可視の社会的ルールの
不理解を招き，自身の文化に基づく解釈から不適応を起
こすと指摘している。学校に連絡し予想外の返答や状況
と遭遇した場合，内と外の関係性や上下関係，日本の組
織文化や関係性を理解して話を進めるには至らず，快適
ゾーン内に留まる結果となった。学校の無関心や閉鎖的
な態度に直面した結果，日本社会との関わりを否定的に
捉えていることからも，接触体験をリフレクションし，
理論化して意味を説明する教育的示唆が必要であると言
える。
2点目の課題は，地域学校・行政による留学生との関
わりの意義づけがもたらす留学生という立場の脆弱性で
ある。留学生との接触を価値づけする要素の一つに英語
使用の有益性があり，留学生との関わりの価値づけに優
劣をもたらす可能性がある。学校との企画を提案した際，
「英語使用」を条件とし英語能力習得の有益性の目的で
留学生と関わる姿勢に直面し，ハレの日の行事には外国
人が国際の名目上必要であり，日常での異文化理解は別
の次元にあると批判した留学生がいる。また，顧客的立
場での国際交流行事への参加について，厳しいインター
ンシップ実習を体験した学生が，「理由なく歓迎され，
甘やかされ学生は何もしない」と，留学生に学びのない
ハレの日の交流体験について否定的見解を述べた。
日本の多文化共生が外国人を対象としマジョリティの
日本人の位置づけが欠如している点（金，2011, 2016: 
75），在日外国人問題での人権尊重など日本国民自身の
生き方の問題（ハタノ，2011: 134）等，日本社会のあり
方の相対化と異文化性との向き合い方が問われている。
DMLSPを通じ日本社会と教育制度の画一性の中で異文
化性を周辺化する学校文化に直面した留学生は，学校文
化に即した関わりを回避し，自文化内の快適ゾーンで完
結する学内開催の異文化紹介へと方向性の転換を図っ
た。学校が企画する国際交流行事では，学校側は日本の
文化パラダイム内で留学生を招聘する快適ゾーンに留ま
り，留学生側も日本社会の顧客の役割に収まる。しかし，
その快適ゾーン外では双方とも機能せず，教育的介入が
ない場で異文化性と学校文化が接触した際，双方が自身
の快適ゾーンを選択している。支援の対象から高度外国
人材として地域のまち創りに参画する主体として外国人
を捉え直し（中本，2015），地域社会の構成員として外
国人の多様性を地域活性化やグローバル化に活かし，国
籍等に関わらず皆が活躍できる社会を目指すこと（山脇，
2017: 6）が模索されている。DMLSPは，多文化共生や
地域国際化が推奨されつつも外国人との関わりが限定的
である現実と異文化性への対応の遅れも露呈した。

3点目の課題は，多国籍留学生が協働し日本社会に対
峙する際，各学生の持つ文化的背景・日本語能力・個人
的背景の相違により問題や受け止め方が異なる点であ
る。DMLSPでは，日本との文化的距離が多角的に異な
る多国籍の留学生が共に日本社会に対峙し，留学生間で
も異文化間インタラクションが進まないグループもあっ
た。内と外の関係性や学年に基づき敬意を表する先輩・
後輩の上下関係について西欧圏の学生が批判を述べる傾
向にあると同時に，興味深く捉える態度も見られた。中
国・韓国の学生は，日本語上級者が多く，上下関係や内
と外の複雑性と適切な行動の習得が日本社会と関わるた
めに必要と認識し，その習得に関し懸念を述べた。また，
個々の留学生の文化的背景に加え個人差も軽視できな
い。各留学生の日本語能力，日本との文化的距離，実際
の体験，留学目的等により，日本社会の理解度や向き合
い方に相違がある。日本語中級で英語も堪能な傾向にあ
るフィリピン・マレーシア・インドネシアの学生は，比
較的おおらかに日本との文化差を受け止める傾向にあ
る。文化的差異と異文化適応の関係については，差異が
大きいほど異文化適応や再適応が困難（Chen & Starosta, 

2005）という見解と差異が小さくとも困難（Ikonen, 

2007）との調査結果があり，より詳細な調査を要する。
本研究の限界は，無作為の異文化間接触を研究する目
的から意図的に異文化接触の現場に教員が未介入である
ことから，留学生と地域学校や行政関係者との接触場面
を教員が未観察であることにある。接触場面での教員の
存在は，現場の人々の関係性とインタラクションに大き
な影響を与える。仲介をしない無作為の現場体験の調査
は，本研究の独創性であると同時に，留学生が交わした
言葉や態度，地域とのインタラクションを直接観察して
いない限界性も生んでいる。今後の研究課題として留学
生が持つ多様な個々の文化的背景による日本社会との関
わりの認識への影響があげられる。大学時代は，成人へ
と変容する過程で価値観を形成し，自身のアイデンティ
ティを確立し人生の目的をみつける時期にあり（恒松，
2012），日本留学における多国籍留学生との協働と日本
社会との関わりは，留学生の将来の日本と世界との関係
性に影響する重要な要素となろう。

注
（1）以降，「広島大学短期交換留学プログラム」（Hiroshima 

University Study Abroad Program）を「HUSAプログラム」と

称し，「HUSAプログラム」に参加した留学生を「HUSA留学

生」と称する。31 ヶ国の 92 大学と USAC （University Studies 

Abroad Consortium）・UMAP（University Mobility in Asia and 

the Pacific）の 2コンソーシアムと協定を締結し（2018 年 11

月時点），1996 年～ 2018 年までに 842 名を受け入れた。

（2）現在，「日本留学での適応と帰国後の再適応が多国籍留学生
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に与える影響のホリスティックな研究」（科学研究費（C），
2017 ～ 2019）と題し，留学生の留学前・留学中・留学後の意
識や体験を総括的に捉える研究を行っている。過去 15 年間に
渡る北米・ヨーロッパ・オセアニア・アジアからの広島大学
への交換留学生の調査において日本社会への適応の困難が見
える。

（3）交換留学生の日本留学による意識変容の研究（恒松，2012）
や HUSA実践グループプロジェクト（2015 ～ 2018）のイン
タビューからも日本の大学院進学や就労の要望が伺える。

（4）英語能力が TOEFL（iBT）61 点以上，または日本語能力試
験 2級以上を HUSAプログラム参加の語学要件としている。
広島大学では初級・中級・上級の 5レベルの日本語授業を開
講している。

（5）来日直後のオリエンテーションで，地域行政と協力し実際
に実施した HUSA留学生向け歴史見学ツアーの実施要領を提
示し，日本社会の内と外の関係性を考察するグループワーク
を実施している。
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要　　旨

　本研究では，中国人学習者が日本語文を読む過程における漢字単語の処理過程を，移動窓法を用いた
読み上げ課題により検討した。日本語文の制約性の高・低条件を設定し，中日 2言語間の形態・音韻類
似性を要因として操作した。その結果，（1）高制約文条件においては，形態類似性の抑制効果，音韻類似
性の促進効果が生じ，（2）低制約文条件においては，形態類似性の高い場合も低い場合も音韻類似性の促
進効果が現れ，音韻類似性の低い場合にのみ形態類似性の促進効果がみられた。実験の結果から，中国
人学習者は日本語文をトップダウン的に読む際，文脈情報が豊富であるか否かによって形態・音韻類似
性の効果が異なり，漢字単語のボトムアップ的な処理が牽制されることが示唆された。
［キーワード：中国人学習者，日本語漢字単語，文の制約性，形態・音韻類似性，読み上げ課題］

Abstract

In this study, we examined the processing of kanji words while reading sentences in Japanese by Chinese 

learners of Japanese through a naming task using a moving window method. We manipulated contextual 

constraints (high vs. low) and orthographical and phonological similarities of kanji words between Chinese 

and Japanese. As a result, (1) in high-constraint sentence conditions, an inhibitory effect of orthographical 

similarity and a facilitatory effect of phonological similarity occurred, (2) in low-constraint sentence conditions, 

a facilitatory effect of phonological similarity was found and, in the case of low phonological similarity, a 

facilitatory effect of orthographical similarity was observed. These results indicate that during the top-down 

processing of Japanese sentences for Chinese learners, the richness of semantic information affects the effect of 

orthographical and phonological similarities, thus affecting the bottom-up processing of kanji words as well. 

［Key words: Chinese learners of Japanese, Japanese kanji words, constraint of sentences, orthographical and 

phonological similarities, naming task］

１．はじめに

中国語と日本語（以下，中日）は語源，語順などの相違
点があるものの，漢字を使用しているという共通点をもっ
ている。中国語を母語（native language：first languageと
同義とし，以下，L1）とする日本語学習者（以下，中国
人学習者）は，心の中にすでに広範な漢字知識を蓄えて
いる。このような中国人学習者が，第二言語（second 

language：以下，L2）である日本語の漢字単語を見る際，
どのように処理しているのだろうか。近年，日本語教育
分野では認知・言語心理学の観点から，中国人学習者を

対象とした漢字単語の処理過程に関する研究が行われ，
中国人学習者特有の心内辞書（mental lexicon）が存在し，
中日 2言語間の類似性が漢字単語の処理過程に影響を及
ぼすことが明らかとなりつつある（e.g., 蔡・松見，2009；
費・松見，2011；松見・費・蔡，2012）。これらの先行
研究の多くは，単語単独の処理過程を検討したものであ
る。では，中国人学習者が日本語文を読むとき，文中の
漢字単語をどのように処理するのだろうか。通常，言語
の理解は文脈（context）に依存し，個々の単語に対する
認知的処理も例にもれなく，文脈次第で変わる（阿部・
桃内・金子・李，1994）。また，学習者の習熟度が上が
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点があるものの，漢字を使用しているという共通点をもっ
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同義とし，以下，L1）とする日本語学習者（以下，中国
人学習者）は，心の中にすでに広範な漢字知識を蓄えて
いる。このような中国人学習者が，第二言語（second 

language：以下，L2）である日本語の漢字単語を見る際，
どのように処理しているのだろうか。近年，日本語教育
分野では認知・言語心理学の観点から，中国人学習者を

対象とした漢字単語の処理過程に関する研究が行われ，
中国人学習者特有の心内辞書（mental lexicon）が存在し，
中日 2言語間の類似性が漢字単語の処理過程に影響を及
ぼすことが明らかとなりつつある（e.g., 蔡・松見，2009；
費・松見，2011；松見・費・蔡，2012）。これらの先行
研究の多くは，単語単独の処理過程を検討したものであ
る。では，中国人学習者が日本語文を読むとき，文中の
漢字単語をどのように処理するのだろうか。通常，言語
の理解は文脈（context）に依存し，個々の単語に対する
認知的処理も例にもれなく，文脈次第で変わる（阿部・
桃内・金子・李，1994）。また，学習者の習熟度が上が
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るにつれて，主に L2 単語を文脈との関係でとらえて意
味を学習していく（松見，2002）。日常生活の言語運用
面や実際の教育現場を考慮するならば，文脈を伴った場
合の単語の処理過程を明らかにすることが重要である。
しかし，文中の単語の処理過程に関する研究はまだ僅か
であり，未解明な点が多い。
そこで本研究は，中国人学習者の日本語文の読みにお
ける漢字単語の処理過程を明らかにすることを目的と
し，文の制約性と中日漢字の単語属性を操作して実験的
検討を行う。本研究の結果により，これまで蓄積された
単独呈示事態における漢字単語の処理過程の研究結果
が，文呈示事態の場合においても合致するか否かが明ら
かになり，学習者がどのように文情報を読み取りながら
漢字単語を処理するかに関する基礎的なデータが提供で
きるだろう。

２．先行研究の概観

2.1　中国人学習者の心内辞書モデル
認知・言語心理学の分野では，人間の心あるいは頭の

中に心内辞書が存在し，そこに単語情報に関する記憶表
象が関連付けて貯蔵されることを想定する。代表的な心
内辞書モデルとして，Kroll & Stewart（1994）が提案した
改訂階層モデル（revised hierarchical model）があげられる。
L2 学習者の心内辞書は，形態や音韻の情報が独立して貯
蔵された L1 と L2 語彙表象（lexical representation），及
び意味に関する情報が共通して貯蔵された概念表象
（conceptual representation）から成る。この改訂階層モデ
ルを中国人学習者の心内表象にあてはめた場合，以下の
ようにまとめることができる。（1）L2 である日本語の語
彙表象が L1 である中国語の語彙表象よりも小さいこと，
（2）語彙表象の連結は，日本語から中国語のほうがその
逆よりも強いこと，（3）語彙表象と概念表象の連結は双
方向であり，中国語の語彙表象と概念表象の連結のほう
が，日本語の語彙表象と概念表象の連結よりも強いこと，
（4）習熟度が上がることにつれて，日本語の語彙表象と
概念表象の連結が強くなる，という 4点である。改訂階
層モデルの説明をもとに，語彙表象と概念表象の連合関
係は，中日 2言語間の類似性などによって互いに影響す
ると示唆されている（e.g., 松見他，2012）。ここでは，
中日漢字の形態・音韻類似性に関して例示する。2言語
間には，翻訳同義語で形態類似性が高い漢字が使用され
る語（「眼鏡（日）―眼 （中）」）もあれば，形態類似性
が低い漢字が使用される語（「本棚（日）― 架（中）」）
もある。また，形態類似性に加え，2言語間には音韻類
似性が高い単語（「椅子（日：isu）―椅子（中：yǐ zi）」）
と低い単語（「音楽（日：ongaku）―音 （中：yīnyuè）」）
も存在している。

松見他（2012）は，中国人学習者の心内辞書モデル
（図 1）を提案し，中国人学習者の心内辞書の構築に知見
を与えている。このモデルは，中日 2 言語の形態表象
（orthographical representation）と音韻表象（phonological 

representation），そして概念表象の関係を構築したもの
である。改訂階層モデルを精緻化し，2言語の形態表象
と音韻表象の共有・分離関係を見出した。具体的には，
以下の 2 点が明記された。1 点目は，2 言語間で形態類
似性が高い単語の形態表象は部分的に共有し，形態類似
性が低い単語の形態表象は分離していることである。2
点目は，2言語間で音韻類似性の高低にかかわらず，音
韻表象が分離していることである。

2.2　文脈を伴わない漢字単語の処理過程
漢字単語が単独呈示される場合，中国人学習者がどの
ように処理するかに関する研究が進んできた。これらの
研究は，中日 2言語間の形態類似性と音韻類似性を要因
として操作し，L1 である中国語が L2 である日本語の処
理過程に与える影響を検討している（e.g., 蔡・費・松見，
2011；長野・松見，2013）。
蔡他（2011）は，中国国内の上級中国人学習者を対象
とし，中日 2言語間の形態・音韻類似性が日本語漢字単
語の処理過程に影響を与えるか否かを検討した。実験は，
視覚呈示による語彙判断課題（lexical decision task）と読
み上げ課題（naming task）が用いられた。語彙判断課題
では，形態類似性の促進効果が生じた。他方，読み上げ
課題では，音韻類似性の促進効果がみられた。これらの
結果から，視覚的に入力された情報を処理する際に，音
声出力が要求される読み上げ課題では音韻情報の活性化
がより重要となり，それが形態情報の活性化に影響を及
ぼす可能性があることが示された。また，各課題で求め

図 1　中国人学習者の心内辞書モデル（松見他，2012 より引用）
※図中の矢印は，実線が連結強度の大きいことを，また破線が
連結強度の小さいことを表す。
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られる処理が異なり，中国語の形態情報と音韻情報の利
用の程度が変わることが示唆された。
長野・松見（2013）は，日本語音の処理経験量の観点
から，日本留学中の上級中国人学習者を対象とした実験
を行った。語彙判断課題の結果として，形態類似性の高
低による反応時間の差はみられなかった。形態類似性の
低い単語の形態表象の形成度が，形態類似性の高い単語
の形態表象と同程度に高くなっていることが推測され
た。読み上げ課題の結果において，音韻類似性の高い単
語では，形態類似性の高低による反応時間の差がみられ
なかったが，音韻類似性の低い単語では，形態類似性に
よる促進効果が生じた。これらの結果から，音韻類似性
が低い単語の場合，形態類似性の高い単語の形態表象と
日本語の音韻表象との連結が，形態類似性の低い単語の
形態表象と日本語の音韻表象との連結よりも強まってい
ると考察された。また，中国国内の上級学習者を対象と
した蔡他（2011）とは異なる結果が得られ，学習環境に
よる心内辞書の変容が確認された。

2.3　文脈を伴う漢字単語の処理過程
単独呈示事態を用いた単語の処理過程の研究は，学習
者の心内辞書の構造や言語の活性化による 2言語間の相
互影響を厳密に検討することができる（費・李，2017）。
ただし，学習場面，運用場面において，学習者が単語を
単体で読むことは少なく，前後に文脈を伴う形で理解す
る場合がほとんどであるため（大村・秋田・久野，
2001），単語が文とともに呈示される文呈示事態の研究
の重要性が認識された。また，学習者は文章を読むとき，
文と文の間の脈絡によって異なった方略を使用してい
る。文章の前半部分では，脈絡が明らかではないので，
ボトムアップ過程優位の読み方略が用いられる。文章の
後半部分になると，推論や予期で駆動されるトップダウ
ン過程優位の読み方略に移行するとされている（山田・
中條，2008）。文の読みが，視覚入力された文字を単語
として認知し，推論によって個々の単語の関連付けを行
いながら文全体の意味を把握する過程であるとすると，
先行の文脈情報が豊富か否かは後続単語の処理過程に影
響を及ぼす可能性がある。文脈の観点から，制約性が高
い文（high-constraint sentence，以下，高制約文）と制約
性が低い文（low-constraint sentence，以下，低制約文）
を操作して単語の処理過程を検討する研究では，蔡
（2009）があげられる。
蔡（2009）は，中国国内の中国人学習者を対象とし，
日本語文の制約性を要因として日本語単語の処理過程を
検討した。学習者は，空白付きの日本語文が先行呈示さ
れた後，後続呈示されるターゲット単語を速く正確に読
み上げることが求められた。実験の結果，日本語の単語
処理における文の制約性の影響が生じ，高制約文のほう

が低制約文よりも単語の読み上げ時間が短かった。また，
形態類似性の効果は文の制約性の高低にかかわらず現れ
た。中日 2言語間の語彙表象の共有によって，形態情報
が活性化し，意味情報も活性化して単語が処理されたと
考えられる。形態類似性による促進効果が生じたのに対
し，音韻類似性の効果はみられなかった。この結果につ
いて，蔡（2009）では形態が類似しない単語の音韻類似
性が操作されなかったため，音韻類似性の結果に，形態
類似性の影響が隠れている可能性は否定できない。した
がって，形態・音韻類似性を同時に考慮して再検討する
必要があると考えられる。また，蔡（2009）では先行呈
示された文脈情報を利用して単語の処理過程が検討され
たが，ターゲット単語が単独に呈示されるため，学習者
はどのように文中の単語を処理するかについて言及して
いない。これまで，日本語の文を読む過程で，文脈が後
続の漢字単語の意味処理にどのように影響を及ぼすかを
検討した研究はほとんどなく，未解明の点が多いため，
検討する必然性がある。

３．本研究の目的と仮説

本研究では，学習者が日本語文を読むとき，文の制約
性の高低により文中の漢字単語をどのように処理してい
るのか（研究課題 1），中日 2言語間の形態・音韻類似性
が，文を読む過程における漢字単語の処理にどのように
影響を与えるのか（研究課題 2），という 2点の研究課題
を探索的に検討することを目的とする。
実験では，一定の時間間隔をおいて文節ごとに次々に文

を呈示する（先に出てきた文節が残ったまま次の文節が呈
示されるという累積型の）移動窓法（moving window）を
採用する。累積型の移動窓法を採用する理由として，以下
の 2点があげられる。（1）文章を速読するときの技法とし
て，画面に単語が 1語ずつ出現し，その1語 1語を見るこ
とに集中させて文を読むという高速逐次視覚呈示（rapid 

serial visual presentation，以下，RSVP）がある。RSVPを
活用し，日本語文を文節ごとに呈示し，ターゲット単語に
対する反応を求めることにより，学習者が読む過程におけ
る漢字単語の処理過程をみることができる。（2）RSVPは
記憶に大きな負担をかけ，文情報が取れなくなって理解
力が落ちてしまう恐れがあるため，文節を積み重ねて呈
示することにより，学習者が文脈情報を読み取ることを
保証できる。蔡（2009）では，文先行呈示法により文脈
情報が提供されているが，文の中に単語が欠落されたも
のが呈示されるため，完全で自然な 1文とはいいにくい。
また，これまでの研究では，漢字単語が名詞であったり
動詞であったり，ターゲットとなる空欄の位置が中間部
分にあったり最終部分にあったりしたため，品詞の種類，
文位置の不一致が結果に反映している可能性も考えられ
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られる処理が異なり，中国語の形態情報と音韻情報の利
用の程度が変わることが示唆された。
長野・松見（2013）は，日本語音の処理経験量の観点
から，日本留学中の上級中国人学習者を対象とした実験
を行った。語彙判断課題の結果として，形態類似性の高
低による反応時間の差はみられなかった。形態類似性の
低い単語の形態表象の形成度が，形態類似性の高い単語
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る。本実験では，文の統語構造の差異を排除するべく，
すべてのターゲット単語を名詞に統制し，文末に設定す
るように材料を作成する。
単独呈示事態の長野・松見（2013）と文先行呈示事態
の蔡（2009）と比較できるように，読み上げ課題を採用
して実験を行う。読み上げ課題の反応時間には，単語の
形態処理から音韻処理，さらに音声出力までの過程が反
映される。ただし，本実験では，前文脈を受けて後続の
単語を読み上げることが求められるため，読み上げ時間
には，前述した過程のほか，ターゲット単語が呈示する
前に，文脈と照り合わせた結果の概念表象の活性化の過
程も含まれると考えられる。
ここでは，高制約文と低制約文をそれぞれ読む場合，
漢字単語がどの時点で，どのように処理されるかについ
て説明しておく。本実験では，文節ごとに次々と呈示さ
れる日本語を黙読し，ターゲット単語が出現したら読み
上げるように要求される。学習者はトップダウン的状況
下でターゲット単語のボトムアップ的処理を行う。すな
わち，次の文節の内容を予測しながら文を理解していき，
文脈情報の影響を受けた状態で単語の処理をスタートす
る。心内辞書の活性化は，文脈呈示段階（ターゲット単
語が呈示される前）及び単語呈示・文脈照合段階（ター
ゲット単語が呈示された後）の 2段階からなると予測さ
れる。高制約文条件では，文脈呈示段階では確かな文脈
的証拠に基づいて候補単語が絞り込まれる。候補単語の
概念表象が活性化することにより，中日 2言語の形態・
音韻表象もある程度活性化する。この前活性化状態で単
語呈示・文脈照合段階に入り，ターゲット単語の処理に
影響を与えうると予想される。低制約文条件では，大ま
かな文脈条件を部分的に満たす多くの言葉が選ばれ，
ターゲット単語の概念表象，及び語彙表象は十分に活性
化しない。文脈呈示段階の前活性化は単語呈示・文脈照
合段階の活性化に影響を与えるが，高制約文条件とは程
度や仕方が異なると考えられる。この説明理論に基づき，
本実験の仮説は以下のように立てる。
（1）高制約文によって漢字単語の処理過程が影響を受
け，その処理速度が変化するが，形態・音韻類似性の効
果が依然として生じると予測される。文脈を先行呈示し
た蔡（2009）では，形態類似性の促進効果がみられ，形
態類似性の高い単語が形態情報も意味情報も同時に活性
化することが示された。よって，本研究においても形態
類似性の促進効果がみられるだろう（仮説1-1）。蔡（2009）
では音韻類似性の効果がみられなかったが，形態・音韻
類似性が同時に操作されなかったことが一因となる可能
性があるため，本実験では音韻類似性の促進効果がみら
れるだろう（仮説 1-2）。
（2）低制約文条件において，文脈による影響は高制約
文条件とは異なり，ターゲット単語の概念表象と語彙表

象に対する活性化の程度が小さく，単独呈示の場合の漢
字単語の処理過程と類した傾向であることが考えられ
る。漢字単語を読み上げる際，中国語と日本語の音韻表
象がどちらも活性化するため（長野・松見，2013），形
態類似性にかかわらず，音韻類似性の高い単語が音韻類
似性の低い単語より反応時間が短いだろう（仮説 2-1）。
また，留学中の上級学習者において，音韻類似性の低い
単語は，形態類似性の高い単語の形態表象と日本語の音
韻表象との連結が，形態類似性の低い単語の形態表象と
日本語の音韻表象との連結よりも強い（長野・松見，
2013）ことから，音韻類似性の高低により，形態類似性
による効果の出方が異なるだろう（仮説 2-2）。

４．方法

4.1　実験参加者
日本留学中の上級中国人学習者 30 名（高制約文条件
15 名，低制約文条件 15 名）であった。全員が日本語能
力試験 N1 または旧日本語能力試験 1級を取得していた。
平均日本滞在歴は 2年 6 か月であり，平均日本語学習歴
は 5年 3か月であった。

4.2　実験計画
高制約文と低制約文のそれぞれの条件において，2（形
態類似性：高，低）× 2（音韻類似性：高，低）の 2要因
計画を用いた。2要因ともに参加者内変数であった。

4.3　材料
4.3.1　漢字単語材料

実験で用いられた漢字単語は，すべて旧日本語能力試
験 2，3，4 級レベルのものであった（国際交流基金，
2002）。内訳は，4 級単語が 20 語，3 級単語が 24 語，2
級単語が 4語であった。当銘・費・松見（2012）を参考に，
形態類似性高・音韻類似性高，形態類似性高・音韻類似
性低，形態類似性低・音韻類似性高，形態類似性低・音
韻類似性低の 4種類の漢字単語を 12 語ずつ，計 48 語選
出した。天野・近藤（2000）の資料に基づき，単語の出
現頻度を調べた。4条件の単語グループの出現頻度につ
いて，1要因分散分析を行った結果（本研究では，すべ
ての有意水準を 5％に設定した），主効果は有意ではなく
（F（3, 44）=1.66, p=.194, η2=.11），すべての単語グループ
の間には有意な差がみられなかった。したがって，4種
類の単語の出現頻度は，ほぼ等質であるといえる。
4.3.2　文材料

文の制約性の高・低を操作するための予備調査を行っ
たうえで，各単語に対し，高制約文と低制約文を 1文ず
つ作成した。高制約文と低制約文をそれぞれ 48 文，計
96 文であった。文選定の予備調査は以下の手順で行われ
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た。①実験に参加しない，N1 を取得している 18 名の上
級中国人学習者の参加者に，「きっと成功すると思った
が結局〇〇だ」のような空欄がある未完成文を与え，文
の穴埋めが求められた。最初に頭に浮かんでくる 2字漢
字単語を書くように教示された。②文を完結させるのに
適当な単語の値（推移確率（1）：transitional probability）
を算出し，60％以上の文を高制約文とし，30％以下の文
を低制約文とした。実験で用いられた 4グループの日本
語文の制約性を統制するため，各グループの文の推移確
率を算出し，1要因分散分析を行った。その結果，高制
約文（F（3, 44）=1.99, p=.133, η2=.13）においても，低制
約文（F（3, 44）=0.18, p=.909, η2=.01）においても，主効
果は有意ではなく，すべての単語グループの間に有意な
差がみられなかった。このことから，4種類の日本語文
の制約性は，ほぼ等質であるといえる。日本語の文の難
易度を考慮し，4パターンの文の長さを 22 拍～ 32 拍に
統制した。また，文の実験の意図をぼかし，実験参加者
の注意をそらすために，読み上げの漢字単語が文頭や文
中にくるフィラー文が 16 文作成された。ターゲットの
漢字単語例及び文材料例を表 1に示す。

4.4　装置
日本語漢字単語の視覚呈示と，読み上げ課題における
反応時間の測定のため，パーソナルコンピュータ（SOTEC 

R501A5）とその周辺機器，ボイスキー，マイクが用いら
れた。実験プログラムは，Super Lab 4.0（Cedrus社製）
で作成された。

4.5　手続き
実験は個別に行われた。1 試行の流れを図 2 に示す。
文が出てくる合図として，コンピュータ画面に注視点の
「＊＊＊」が 2000ms呈示される。注視点が呈示された後，
日本語文が 1500msの時間間隔で文節（2）ごとに呈示され
る。実験参加者は，文を理解しながら黙読するように指
示が与えられた。赤色の単語が呈示されると，できるだ
け速く正確に読み上げるように教示された。実験参加者
の反応の後，2000msの注視点を経て次の試行に移る。無
反応の場合は，5000msの後に自動的に次の試行に入る。
教示の後，練習試行が 6 試行行われ，本試行が 48 試
行とフィラーが 16 試行，計 70 試行行われた。日本語文
の呈示順序はランダムであった。赤色のターゲット単語

表 1　ターゲットの単語例及び高・低制約文，フィラー文の例

単語の種類と単語例 制約性 例文

形態高・音韻高

失敗

高 努力してきっと成功すると思ったが結局失敗だ。

低 主人との12 年間の結婚生活は本当に失敗だ。

形態高・音韻低

女性

高 今回の参加者の中で半分は男性で半分は女性だ。

低 このプロジェクトの新しいリーダーは女性だ。

形態低・音韻高

切符

高 電車に乗る前に買わないといけないものは切符だ。

低 私が昨日レストランでなくしたものは切符だ。

形態低・音韻低

果物

高 リンゴとイチゴは私が一番好きでよく食べる果物だ。

低 お母さんが袋に入れて持ち歩くものは果物だ。

フィラー文
文頭 玄関の前に置かれているものは彼の荷物だ。

文中 来月から神戸の工場で実習を始める予定だ。

図 2　実験における 1試行の流れ
※太字の単語は，コンピュータ画面上において赤色で表示する。
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た。①実験に参加しない，N1 を取得している 18 名の上
級中国人学習者の参加者に，「きっと成功すると思った
が結局〇〇だ」のような空欄がある未完成文を与え，文
の穴埋めが求められた。最初に頭に浮かんでくる 2字漢
字単語を書くように教示された。②文を完結させるのに
適当な単語の値（推移確率（1）：transitional probability）
を算出し，60％以上の文を高制約文とし，30％以下の文
を低制約文とした。実験で用いられた 4グループの日本
語文の制約性を統制するため，各グループの文の推移確
率を算出し，1要因分散分析を行った。その結果，高制
約文（F（3, 44）=1.99, p=.133, η2=.13）においても，低制
約文（F（3, 44）=0.18, p=.909, η2=.01）においても，主効
果は有意ではなく，すべての単語グループの間に有意な
差がみられなかった。このことから，4種類の日本語文
の制約性は，ほぼ等質であるといえる。日本語の文の難
易度を考慮し，4パターンの文の長さを 22 拍～ 32 拍に
統制した。また，文の実験の意図をぼかし，実験参加者
の注意をそらすために，読み上げの漢字単語が文頭や文
中にくるフィラー文が 16 文作成された。ターゲットの
漢字単語例及び文材料例を表 1に示す。

4.4　装置
日本語漢字単語の視覚呈示と，読み上げ課題における
反応時間の測定のため，パーソナルコンピュータ（SOTEC 

R501A5）とその周辺機器，ボイスキー，マイクが用いら
れた。実験プログラムは，Super Lab 4.0（Cedrus社製）
で作成された。

4.5　手続き
実験は個別に行われた。1 試行の流れを図 2 に示す。
文が出てくる合図として，コンピュータ画面に注視点の
「＊＊＊」が 2000ms呈示される。注視点が呈示された後，
日本語文が 1500msの時間間隔で文節（2）ごとに呈示され
る。実験参加者は，文を理解しながら黙読するように指
示が与えられた。赤色の単語が呈示されると，できるだ
け速く正確に読み上げるように教示された。実験参加者
の反応の後，2000msの注視点を経て次の試行に移る。無
反応の場合は，5000msの後に自動的に次の試行に入る。
教示の後，練習試行が 6試行行われ，本試行が 48 試
行とフィラーが 16 試行，計 70 試行行われた。日本語文
の呈示順序はランダムであった。赤色のターゲット単語

表 1　ターゲットの単語例及び高・低制約文，フィラー文の例

単語の種類と単語例 制約性 例文

形態高・音韻高

失敗

高 努力してきっと成功すると思ったが結局失敗だ。

低 主人との12 年間の結婚生活は本当に失敗だ。

形態高・音韻低

女性

高 今回の参加者の中で半分は男性で半分は女性だ。

低 このプロジェクトの新しいリーダーは女性だ。

形態低・音韻高

切符

高 電車に乗る前に買わないといけないものは切符だ。

低 私が昨日レストランでなくしたものは切符だ。

形態低・音韻低

果物

高 リンゴとイチゴは私が一番好きでよく食べる果物だ。

低 お母さんが袋に入れて持ち歩くものは果物だ。

フィラー文
文頭 玄関の前に置かれているものは彼の荷物だ。

文中 来月から神戸の工場で実習を始める予定だ。

図 2　実験における 1試行の流れ
※太字の単語は，コンピュータ画面上において赤色で表示する。
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の視覚呈示の開始から実験参加者が読み始めるまでの時
間が，読み上げの反応時間としてコンピュータにより計
測された。未知単語のチェック，日本の滞在歴と日本語
の学習歴，実験に関する感想などを尋ねるアンケート調
査が行われた。実験の所要時間は約 15 分であった。

５．結果

実験時に記録した実験参加者の口頭反応のデータにつ
いて，読み上げが正しく行われた場合の反応時間を分析
対象とした。無反応や誤反応の場合は，分析対象としな
かった。参加者ごとに平均正反応時間と標準偏差（SD）
を求め，平均値± 2.5SDから外れたデータは，分析対象
から除外した。高制約文条件の除外率は 10.28％，低制
約文条件の除外率は 9.03％であった。

5.1　高制約文条件の結果について
高制約文条件の場合，各種類の漢字単語における平均
正反応時間及び標準偏差を図 3に示す。単語の種類別に
算出した平均正反応時間について，2× 2の 2要因分散分
析を行ったところ，形態類似性の主効果（F（1, 14）=9.80, 
p=.007, η2=.02）が有意であり，形態類似性の高い単語の
ほうが，形態類似性の低い単語よりも反応時間が長かった。
音韻類似性の主効果（F（1, 14）=11.80, p=.004, η2=.03）が
有意であり，音韻類似性の高い単語のほうが，音韻類似
性の低い単語よりも反応時間が短かった。形態類似性と音
韻類似性の交互作用（F（1, 14）=0.75, p=.400, η2 ＜ .001）
が有意ではなかった。

各単語種類における誤答率を算出し（表 2 を参照），
前述した平均正反応時間と比較した結果，どの条件間に
おいても，正反応時間が短い条件で誤答率が高く，反対
に正反応時間が長い条件で誤答率が低いという，トレー
ドオフ（trade-off）現象はみられなかった。高制約文条
件における正反応時間には，読み上げ課題の遂行結果が
純粋に反映されていると考えられる。

5.2　低制約文条件の結果について
低制約文条件の場合，各種類の漢字単語における平均

正反応時間及び標準偏差を図 4に示す。単語の種類別に
算出した平均正反応時間について，2× 2の 2要因分散分
析を行ったところ，形態類似性の主効果（F（1, 14）=16.78, 
p=.001, η2=.03）が有意であり，形態類似性の高い単語
のほうが，形態類似性の低い単語よりも反応時間が短
かった。音韻類似性の主効果（F（1, 14）=34.25, p＜ .001, 
η2=.13）が有意であり，音韻類似性の高い単語のほうが，
音韻類似性の低い単語よりも反応時間が短かった。形態
類似性と音韻類似性の交互作用（F（1, 14）=11.39, p=.005, 
η2=.03）が有意であった。単純主効果の検定を行ったと
ころ，音韻類似性が高い単語において，形態類似性が高
い単語と低い単語の間に差がみられなかった（F（1, 28）
=0.09, p=.772, η2=.06）が，音韻類似性が低い単語にお
いて，形態類似性が高い単語のほうが低い単語よりも反
応時間が短かった（F（1, 28）=26.47, p＜ .001, η2=.71）。
また，形態類似性が高い単語において，音韻類似性が高
い単語のほうが低い単語よりも反応時間が短く（F（1, 28）
=4.80, p=.037, η2=.40），形態類似性が低い単語において，

図 3　高制約文条件における平均正反応時間及び標準偏差

表 2　高制約文条件における誤答率（％）及び標準偏差（括弧内）

形態高・音韻高 形態高・音韻低 形態低・音韻高 形態低・音韻低

誤答率 2.23（4.78） 0.56（2.08） 3.89（5.15）0.56（2.08）
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音韻類似性が高い単語のほうが低い単語よりも反応時間
が短かった（F（1, 28）=43.94, p＜ .001, η2=.71）。誤答率
の結果（表 3を参照）を前述した平均正反応時間と比べ
た結果，どの条件間においても，トレードオフ現象はみ
られなかった。したがって，低制約文条件における正反
応時間には，読み上げ課題の遂行結果が純粋に反映され
ていると考えられる。

６．考察

本研究では，中国人学習者の日本語文を読む過程にお
ける漢字単語の処理過程を，移動窓法を用いて検討した。
具体的に，日本語文の制約性の高・低条件をそれぞれ設
定し，中日 2言語間の形態・音韻類似性が漢字単語の処
理過程に与える影響を検討した。以上の結果から，仮説
1と仮説 2をふまえて考察する。
まず，文の制約性の高・低条件について考察する。記
述統計の範囲内であるが，高制約文条件の平均反応時間
（888.76ms）は低制約文条件の平均反応時間（997.49ms）
よりも短かった。また，それぞれの条件では，形態・音
韻類似性の効果が異なることが示された。これらの結果
から，本実験の文の制約性の設定が有効に機能している
といえる。

6.1　高制約文条件の考察
高制約文条件における形態・音韻類似性の効果につい
て考察する。形態類似性による抑制効果が生じたことか
ら，仮説 1-1 が支持されなかったといえる。蔡（2009）

では形態類似性の促進効果がみられたのに対し，本実験
では形態類似性の抑制効果が現れた。これは予想外で興
味深いところであり，先行研究の結果とは不一致であっ
た理由として，以下のことが考えられる。蔡（2009）では，
空白付きの先行文を読み終わった後キーを押し，後続に
呈示されたターゲット単語を読み上げる手続きが用いら
れたため，その空白に入るべき候補単語の概念表象と語
彙表象の活性化は，ターゲット単語の処理過程に直接に
反映されるとは断言できない。本実験では，学習者は日
本語文の意味を理解・推測しつつ，ターゲット単語を読
み上げるように求められた。常に文脈情報を処理してい
る状態で漢字単語の処理が行われるため，トップダウン
的な文脈処理の結果による影響が，そのままボトムアッ
プ的な漢字単語の処理過程に及ぼすと窺える。
形態類似性により文中の漢字単語がどのように処理さ
れるか，なぜ抑制効果が生じたかについて，以下のよう
に推察する。本実験の参加者は日本留学中の上級学習者
であり，日本語の語彙表象の形成度が高く，課題遂行時
に日本語の形態・音韻表象の活性化の程度が大きく，中
日 2言語間の類似性により中国語の形態・音韻表象もあ
る程度活性化すると予測される。「財布（翻訳同義語：
包）」，「台所（翻訳同義語：厨 ）」といった形態類似

性が低い単語の場合では，日本語の単語として形態の差
異性が高く，日本語の形態表象と音韻表象の間に，強固
な連結関係が形成されているが，中国語にはその漢字単
語が存在しないため，日本語の形態表象と中国語の音韻
表象の間の連結が比較的に弱い。第一段階の文脈呈示段
階では，学習者が予測している候補単語の概念表象の活

図 4　低制約文条件における平均正反応時間及び標準偏差

表 3　低制約文条件における誤答率（％）及び標準偏差（括弧内）

1.67（3.33） 0.56（2.08） 3.33（5.93）0.56（2.08）

形態高・音韻高 形態高・音韻低 形態低・音韻高 形態低・音韻低

誤答率
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音韻類似性が高い単語のほうが低い単語よりも反応時間
が短かった（F（1, 28）=43.94, p＜ .001, η2=.71）。誤答率
の結果（表 3を参照）を前述した平均正反応時間と比べ
た結果，どの条件間においても，トレードオフ現象はみ
られなかった。したがって，低制約文条件における正反
応時間には，読み上げ課題の遂行結果が純粋に反映され
ていると考えられる。

６．考察

本研究では，中国人学習者の日本語文を読む過程にお
ける漢字単語の処理過程を，移動窓法を用いて検討した。
具体的に，日本語文の制約性の高・低条件をそれぞれ設
定し，中日 2言語間の形態・音韻類似性が漢字単語の処
理過程に与える影響を検討した。以上の結果から，仮説
1と仮説 2をふまえて考察する。
まず，文の制約性の高・低条件について考察する。記
述統計の範囲内であるが，高制約文条件の平均反応時間
（888.76ms）は低制約文条件の平均反応時間（997.49ms）
よりも短かった。また，それぞれの条件では，形態・音
韻類似性の効果が異なることが示された。これらの結果
から，本実験の文の制約性の設定が有効に機能している
といえる。

6.1　高制約文条件の考察
高制約文条件における形態・音韻類似性の効果につい
て考察する。形態類似性による抑制効果が生じたことか
ら，仮説 1-1 が支持されなかったといえる。蔡（2009）

では形態類似性の促進効果がみられたのに対し，本実験
では形態類似性の抑制効果が現れた。これは予想外で興
味深いところであり，先行研究の結果とは不一致であっ
た理由として，以下のことが考えられる。蔡（2009）では，
空白付きの先行文を読み終わった後キーを押し，後続に
呈示されたターゲット単語を読み上げる手続きが用いら
れたため，その空白に入るべき候補単語の概念表象と語
彙表象の活性化は，ターゲット単語の処理過程に直接に
反映されるとは断言できない。本実験では，学習者は日
本語文の意味を理解・推測しつつ，ターゲット単語を読
み上げるように求められた。常に文脈情報を処理してい
る状態で漢字単語の処理が行われるため，トップダウン
的な文脈処理の結果による影響が，そのままボトムアッ
プ的な漢字単語の処理過程に及ぼすと窺える。
形態類似性により文中の漢字単語がどのように処理さ
れるか，なぜ抑制効果が生じたかについて，以下のよう
に推察する。本実験の参加者は日本留学中の上級学習者
であり，日本語の語彙表象の形成度が高く，課題遂行時
に日本語の形態・音韻表象の活性化の程度が大きく，中
日 2言語間の類似性により中国語の形態・音韻表象もあ
る程度活性化すると予測される。「財布（翻訳同義語：
包）」，「台所（翻訳同義語：厨 ）」といった形態類似

性が低い単語の場合では，日本語の単語として形態の差
異性が高く，日本語の形態表象と音韻表象の間に，強固
な連結関係が形成されているが，中国語にはその漢字単
語が存在しないため，日本語の形態表象と中国語の音韻
表象の間の連結が比較的に弱い。第一段階の文脈呈示段
階では，学習者が予測している候補単語の概念表象の活

図 4　低制約文条件における平均正反応時間及び標準偏差

表 3　低制約文条件における誤答率（％）及び標準偏差（括弧内）

1.67（3.33） 0.56（2.08） 3.33（5.93）0.56（2.08）

形態高・音韻高 形態高・音韻低 形態低・音韻高 形態低・音韻低

誤答率
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性化により，日本語の形態表象の前活性化のレベルが上
昇しているが，中国語の形態表象の前活性化の程度が小
さい。第二段階の単語呈示・文脈照合段階では，形態類
似性が低い単語が視覚呈示されると，日本語の形態表象
が完全に活性化するのに対し，中国語の形態表象がほと
んど活性化していない状態にある。中国語の形態表象の
活性化による影響力が小さいため，形態類似性が低い単
語は，日本語の形態表象が活性化した直後，迅速に概念
表象と照合して日本語の音韻表象を経て音韻的処理が行
われたと考えられる。
一方，「女性（翻訳同義語：女性）」，「失敗（翻訳同義語：
失败）」といった形態類似性が高い単語は，中日 2言語
の形態表象の共有部分に貯蔵され，日本語の音韻表象に
も中国語の音韻表象にも強くつながっている。文脈呈示
段階においては，共有する形態表象の前活性化の影響を
受け，中国語の形態・音韻表象の前活性化の程度が大き
い。次の単語呈示・文脈照合段階に入り形態類似性が高
い単語を見た瞬間に，共有する形態表象が活性化し，そ
の後中国語の音韻表象も活性化する。前活性化した候補
単語の中国語の形態・音韻表象を対照的に利用すること
が，ターゲット単語の形態表象から音韻出力への処理過
程に影響を与えたと推察できる。このことから，文脈情
報と照合しながら即時的な処理を求める本実験における
中日の形態表象の利用の仕方は，蔡（2009）では文脈情
報の呈示後の継時的な処理が行われる場合と異なること
が示唆された。
また，音韻類似性による促進効果がみられ，仮説 1-2
が支持されたといえる。蔡（2009）では音韻類似性の効
果がみられなかったが，本実験の結果から，音韻類似性
の結果には形態類似性の影響が隠れていることが示され
た。音韻類似性の促進効果について以下のように考察す
る。日本語の音韻表象の形成度が高い上級学習者におい
て，音声出力が要求される課題では日本語の音韻情報が
効率的に利用される。よって，文脈呈示段階においても
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ず，日本語の音韻表象との連結強度が同程度である（長
野・松見，2013）。この 2 点をふまえ，音韻類似性が高
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本実験の参加者は日本留学中の上級学習者であり，日本
語の形態表象と音韻表象は形成度が高い。音韻が類似し
ている単語の場合に中日 2言語間の音韻表象の連結強度
が強く，中国語の音韻表象の活性化が日本語の音韻表象
へのアクセスにプラスの影響を与えていると推測され
る。形態が類似している場合も類似していない場合も，
漢字単語を見て形態表象が活性化した瞬間，中日 2言語
の音韻表象が同時に活性化する。音韻類似性が高い単語
は，中国語の音韻表象の活性化により，日本語の音韻表
象の活性化の程度が大きくなり，音韻表象を経由して迅
速に音声出力すると考えられる。
以上の結果から，漢字単語の低制約文呈示であれ単独
呈示であれ，ターゲット単語呈示後の中国語の音韻表象
の活性化が，日本語の読み上げを促進することが確認さ
れた。また，豊かな文脈情報が形成されていない場合，
ターゲット単語の予測が難しく，ターゲット単語の概念
表象と語彙表象が活性化する可能性が小さい。そのため，
文理解のトップダウンのプロセスが漢字単語のボトム
アップ的処理に影響を及ぼしにくいと考えられる。

７．おわりに

本研究では，単語の単独呈示事態と文先行呈示事態の
先行研究をふまえ，中国人学習者が日本語文を読む過程
における漢字単語の処理を検討した。具体的には，文の
制約性の観点を取り入れ，中日漢字の形態・音韻類似性
を操作し，移動窓法を用いた実験を行った。
本実験で得られた結果に基づき，2つの研究課題への
解答を導く。低制約文条件において，形態類似性の高低
にかかわらず，音韻類似性の促進効果がみられたのに対
し，形態類似性の促進効果は音韻類似性が低い場合にの
みみられ，漢字単語の単独呈示事態と相似した結果が得
られた。中国人学習者が文脈情報が少ない日本語文を読
むとき，文理解のトップダウン的処理が漢字単語のボト
ムアップ的処理に影響を与えるが，漢字単語の形態・音
韻類似性の効果が依然として強く働いていることが明ら
かとなった。高制約文条件においては，低制約文では現
れた形態類似性の促進効果はみられなく，抑制効果がみ
られた。また，形態・音韻類似性の交互作用がみられず，
形態表象と音韻表象は互いに影響されにくい。単語単独
呈示と文先行呈示の研究では，形態類似性による促進効
果はなぜ生じるのかについて，日本語の漢字単語を処理
する段階では，中国語の漢字知識も意識的コントロール
を受けずに，自動的に処理されるからと考えられる。し
かし，本研究では形態類似性による抑制効果が現れた。
これは，高制約文のトップダウン的な読みの影響で，文
脈との照合段階で漢字単語の意識的な処理が行われる可
能性が示唆される。

本研究は，先行研究ではまだ触れられてない，学習者
がどのように文情報の理解に取り組みながら文脈と照合
して漢字単語を処理するかに関する情報を示した点に意
義があるといえる。実験の結果から，中国人学習者は日
本語文をトップダウン的に読む際，文脈情報が豊富であ
るか否かによって形態・音韻類似性の効果が異なり，漢
字単語のボトムアップ的な処理が牽制されることが示唆
された。
本研究は，読み上げ課題の反応時間に基づいて漢字単
語の処理に関する考察を試みたが，学習者がその僅少で
ありながら無視できない時間に心の中で何を考えている
か，一瞬一瞬にどのような処理を行っているかについて
まだ明らかにされていない。今後の課題として，学習者
の視線停留・移動を測定することにより，即時的な文の
読み過程を検討し，本研究の結果との両観点から考察す
ることで文処理における漢字単語の処理過程が解明でき
よう。

注
（1）推移確率というのは，文を完結させるのに適切な単語の数
をすべての適切な単語の数で割る値である。

（2）文材料を「文節」に区切る際，1文節の中には 1つの自立
語のみというルールに従う（例えば，人と/会う/ときに/あい
さつを/する/ことが/とても/大切だ）。

（3）松見他（2012）では，中日の形態表象はそれぞれ独立する
関係ではなく，形態類似性が高い単語が貯蔵される共有部分
と，形態類似性が低い単語が貯蔵される非共有部分があると
述べられている。本論文における「中国語の形態表象」及び
「日本語の形態表象」は，非共有部分の中国語の形態表象と，
非共有部分の日本語の形態表象を指すものである。
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要　　旨

　本稿の目的は，日本人学生の留学経験とその後の就労内容の関係性を明らかにすることである。学生
の留学経験は国際的な仕事につながるのかというテーマに関して，海外では一定の先行研究の蓄積があ
るが，日本人学生を対象とする研究は十分に行われていない。そこで本稿は，教育システムと労働シス
テムの関係性について問う「職業的レリバンス」の概念枠組みから，日本人学生の留学経験が仕事での
英語使用頻度の高さや海外勤務経験につながるかどうかについて，大規模な全国統計調査の個票データ
を用いて二次分析を行った。その結果，在学中の留学経験は，仕事での英語使用頻度と海外勤務経験率
の双方を有意に高めていた。このことから，学生の在学中の留学経験は，将来の就労において国際的な
仕事につながるという留学の「職業的レリバンス」の存在が明らかになった。
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Abstract

The purpose of this paper was to reveal the relationship between Japanese students’ experience of studying 

abroad and the contents of their careers. While there have been a few foreign studies that have examined “how 

the experience of students’ study abroad is linked with international jobs,” little attention has been paid to the 

Japanese case. This paper, therefore, used large-scale national statistical survey data to analyze the correlation 

between Japanese students’ experience of studying abroad, their use of English at work, and the potential for 

working abroad in the future from the conceptual outline of “vocational relevance.” Results showed that the 

effect of the experience of the students’ studying abroad affected both a high frequency of English use at work 

and the probability of working abroad. These analyses confirmed the “vocational relevance” of students’ study 

abroad for the Japanese labor system. 

［Key words: study abroad, vocational relevance, use of English at work, working abroad, career］

１．研究の目的

本稿の目的は，日本人学生の留学経験が帰国後の就労
とどのように関連するのかについて，「職業的レリバン
ス」の概念枠組みにもとづき，とりわけ仕事における英
語使用頻度と海外勤務経験の有無に着目しながら実証的
に明らかにすることである。
教育の「レリバンス」とは，「仕事における要求と大
学教育を媒介として形成される能力とが，どのような形
で，またどのような意味で関連しているかを端的に表し
た概念」（小方，1997：42），「2つの要素（たとえば教育
と職業）の関係性について事前に特定の期待や想定をお
かず，その関係のあり方，あるいは関係の有無自体を検
討の俎上に挙げようとする姿勢を含意した概念」（本田，
2004：13）として定義される。このうち，教育が「労働

力としての質，すなわち職業に関連した知識やスキル，
態度」（本田，2004：125）とどのようにつながっている
のかを問う教育社会学的な視角が「職業的レリバンス」
である。本稿は，この「職業的レリバンス」の概念を留
学のインパクトに関する研究領域に援用し，日本人学生
の留学という教育活動が就労後の労働内容とどのように
関連しているのかを明らかにしようとするものである。
では，「職業的レリバンス」概念を留学のインパクト
研究において用いる意義はどこにあるのか。以下に 3点
述べたい。
第一に，自明視されがちな海外留学という教育システ
ムと職業システムの関連性について，研究の俎上に乗せ
ることが可能になる点である。日本の留学促進政策は，
グローバル化した労働市場で活躍可能な「グローバル人
材」を育成するための手段として，日本人学生の海外留
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学の意義を位置づけている（グローバル人材育成委員会，
2010）。ここでは，留学という海外での教育活動が，将
来の就労において国際的な仕事につながるだろうとい
う，留学の「職業的レリバンス」が自明視されている。
しかし，「グローバル人材」の重要なスキルの一部とみ
なされている英語運用能力（1）に関して言えば，グロー
バリゼーションが拡大したとされる 2000 年代以降も仕
事における英語の必要性は限定的であり，「実態よりも
過大に英語の必要性が見積もられてしまっている」（寺
沢，2015：177）。また，日本経済団体連合会が 2018 年
に実施して企業 597 社から回答を得た調査によれば，「選
考にあたって特に重視した点」を 5つ選択する項目にお
いて，「留学経験」はわずか 0.5％（19 位）にとどまり，「そ
の他」を除けば最下位であった。留学経験と関連する「語
学力」も 6.2％（17 位）と低く，「一般常識」よりも下位
にランクされている（日本経済団体連合会，2018）。こ
れらの知見をふまえると，日本人学生の留学の「職業的
レリバンス」は必ずしも自明の前提ではなく，量的な分
析を通じて実証されるべき研究課題であると言える。
第二に，留学のインパクトを実証するにあたって，ニュー

トラルな視点からのアプローチが可能になる点である。
2000 年代以降の日本の教育政策において，世界がグロー
バル化しているという認識は疑う余地のない事実として
語られており，ゆえにグローバル化に対応するための教
育改革の必要性が声高に提唱されてきた（小林，2019）。
しかしここで，「グローバル化は客観的，主観的およびイ
デオロギー的な側面をもつ」（ローダー他，2012：47）と
いう重要な指摘に注目したい。グローバリゼーションのイ
デオロギーは，日本の教育言説において〈グローバル化
した労働市場に対応可能な若者を学校教育において育成
しなければならない〉という危機感として表面化してい
る。日本人学生の留学促進政策はそのような危機感の 1
つの帰結であることから，留学研究もグローバリゼー
ションのイデオロギーから自由ではいられない。「レリ
バンス」の定義として先に引用した「事前に特定の期待
や想定をおかず」という姿勢は，ともすればグローバリ
ゼーションの事実認定や海外留学の価値を高く見積もっ
てしまうような価値志向に対して自制を促すものである。
第三に，留学促進政策のエビデンスとしての側面であ
る。教育政策において，「レリバンス」は「意味」や「意
義」とほぼ同義であり（本田，2004：123），日本人学生
の留学の「職業的レリバンス」を明らかにすることは，
留学促進政策の意義を示すことに他ならない。しかし後
に詳しく検討するように，日本人の留学経験者が後の就
労において国際的な業務に従事しているかどうかに関し
ては，先行研究ではほとんど明らかにされていない。ま
た，学生の留学経験が将来の就労においてどの程度活用
される見込みがあるのかという問いは，留学促進政策の

みならず，教育現場で留学支援を行う教職員にとっても
不可欠の実践的・政策的課題となろう。
以上の観点をふまえた本稿は，国内の職業システムに
おける留学経験の「職業的レリバンス」の有無について，
大規模な全国調査データを用いた実証的な検討を行う。

２．先行研究の検討と分析の枠組み

留学経験と帰国後の就労内容の関係性というテーマに
関して，早くは Teichler & Jahr（2001）がヨーロッパ 11
か国と日本で約 3万 6 千人の大学卒業生に対して行われ
た調査結果を分析しており，留学経験者は国際的な業務
や海外勤務を多く経験していることを報告している。ま
た，ノルウェーの国内大学での学位取得者と留学経験者
を比較したWiers-Jenssen（2008）では，仕事における外
国語使用や海外出張の頻度，海外オフィスの有無から構
成される「国際的な仕事」（International Job）を従属変
数とした多変量解析が行われており，留学経験は性別や
専攻分野，学力要因等を統制したうえでも有意な正の影
響をおよぼしていた。この研究は，仕事における外国語
の使用頻度や海外勤務の有無といった指標と，多変量解
析による量的分析の手法を提示している点において，日
本社会における留学の「職業的レリバンス」を検証する
うえで示唆に富むものである。
では，日本人の留学経験と就労内容の関係については，
先行研究でどこまで明らかにされているのだろうか。
Benesse教育研究開発センターが留学経験者に行った調
査によれば，現在の仕事で活用できている能力として，
「異文化体験によって身につけた様々な背景や価値観を
持つ人たちと協力する力」「海外の習慣や文化，考え方
などを理解し身につけた国際感覚」「海外生活経験によっ
て身につけた自ら行動する力」「語学力」の各項目につ
いて 40％以上が肯定的な回答を寄せていた（Benesse教
育研究開発センター，2012：61）。また，近年の代表的
な研究としては，大規模なインターネット調査のデータ
により，学部・大学院段階での留学経験者と国内の学部・
大学院出身者の 4群について，職業キャリアに対する自
己評価を比較した新見他（2018）が挙げられる。一元配
置分散分析と多重比較の結果，回答者の受けた高等教育
が「キャリア設計の上で助けになった」「現在の仕事に
就く上で助けになった」「自分の留学経験（国内大学・
大学院の卒業・修了そのもの）が評価された」「語学力
が評価された」「知識やスキルが評価された」「外国人と
のコミュニケーション経験が評価された」の項目におい
て，留学経験者は非経験者よりも有意に高く自己評価し
ていたという。
このように，日本人の留学経験は，職業労働において
肯定的な評価を受けている可能性がうかがえる。一方で，
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「職業的レリバンス」の観点に立つと，次の課題が浮か
び上がる。すなわち，前述の調査が留学によって培われ
た能力の〈自己評価〉について尋ねていることから，そ
こから得られた知見は「主観的レリバンス」──被験者
が留学経験を「有効だと思っているかどうか」（本田，
2004：128）──の側面にとどまる。留学経験が国際的な
仕事につながるかどうかは客観的な次元──「客観的レ
リバンス」──の問題である。
留学経験が日本社会での就労において「客観的レリバ
ンス」をもつかどうかに関連する数少ない先行研究とし
て，本稿と同じく「大学教育についての職業人調査」の
結果を分析した米澤（2010）が挙げられる。この研究で
は，学生時代の留学経験や大学院進学が仕事で英語を多
用する可能性を高めることが言及されている。しかしこ
の知見は，単純クロス集計による割合の差を根拠として
述べられており，統計分析による検定を経たものではな
い。さらに，コントロールされている変数が性別と「技
術系／事務・営業系」という職種の違いのみであり，就
労での英語使用に影響するその他の要因による疑似相関
の可能性が残る（2）。学生時代の留学経験が「客観的レリ
バンス」としての独立した効果をもつかどうかを実証す
るためには，先に挙げたWiers-Jenssen（2008）のように，
仕事での英語使用に影響する変数を可能な限り統制した
多変量解析を行う必要がある。
また，Wiers-Jenssen（2008）が検討したように，〈留

学経験が海外勤務につながるかどうか〉というテーマも，
留学の「職業的レリバンス」を検討するうえで重要にな
るだろう。なぜならば，2010 年代以降のグローバル人材
育成政策は，海外勤務を忌避する新入社員の増加を課題
意識として，日本人若年層の海外留学の促進によってそ
れを解消することを目指してきたからである（グローバ
ル人材育成委員会，2010：26；グローバル人材育成推進
会議，2011：5）。しかしながら，留学経験によって海外
勤務を経験する可能性が高まるかどうかについては，既
存の研究において検証されていない。本稿が使用する
「大学教育についての職業人調査」では，就労での英語
使用の頻度に加えて海外勤務の経験も尋ねられているこ
とから，留学経験と海外勤務経験の関連についても分析
が可能である。
以上をふまえた本稿では，〈就労における英語の使用
頻度〉と〈海外勤務経験〉の 2つを従属変数として設定し，
それらに影響を与えるさまざまな独立変数を可能な限り
コントロールしたうえでも留学経験が独立した効果をも
つかどうかを検証することで，留学の「職業的レリバン
ス」の実証を試みる。

３．分析

3.1　使用データ
以後の分析に用いるデータは，東京大学の大学経営・
政策研究センターが 2009 年に実施した「大学教育につい
ての職業人調査」（3）である。公的機関を除く全国約 572 万
の民間事業所からランダムに 5万事業所を抽出し，1事業
所につき 5名の調査票が人事担当者宛に送付され，事業
所内でランダムに選ばれた大卒社員に回答を依頼してい
る。有効回答者数は 25,203 名であった（回収率 10.1％）。

3.2　 留学国と仕事での英語使用，海外勤務国との
関連性

変数の設定に先立って，「職業的レリバンス」の根幹
に関わる重要な問題を整理しておかなければならない。
すなわち，本稿では，主に使用データの制約により，独
立変数として用いる留学経験の渡航先がどの言語圏であ
るかを区別できず，従属変数として用いる外国語の使用
頻度に関しては〈英語〉に限定される。さらに，もう 1
つの従属変数である海外勤務経験に関しても，勤務先の
国の違いは考慮することができない。つまり，留学経験
によって蓄積される外国語スキルと，就労において使用
する外国語との，さらには海外勤務先の言語圏との対応
関係が必ずしも一致しないのではないかという批判が生
じうるだろう。それでもなお，本稿での分析が妥当性を
もつと考えるのは，次の三点の理由による。
第一に，世界各国の高等教育における英語の汎用性で
ある。国家間の留学パターンが多様化しつつあるなかで，
留学生を多く送り出してきたアジアにおいても，かつて
の欧米一辺倒からアジア域内へと多様化する傾向にあ
る。言語の多様性が存在するアジアにおいて留学生の流
動性が高まった背景には，教授言語としての英語の汎用
性がある（杉村，2011；嶋内，2014）。もちろん，英語
以外の言語で教授される伝統的な留学プログラムは現在
もなお存在するが，非英語圏の国であっても英語を媒介
言語とした留学プログラムが展開されており，英語を用
いる言語的環境があることは考慮に入れておく必要があ
る。
第二に，日本人学生の留学先として，圧倒的に英語圏
が選好されている点である。2017 年度に国内大学等が把
握していた日本人学生の留学者数は，上位 3か国を米国，
オーストラリア，カナダが占めており，10 位以内の英語
圏 5か国だけで全体の約半数を占めている（日本学生支
援機構，2019）。また，民間事業者を対象とする海外留
学協議会の調査結果によれば，2017 年度の日本人留学生
のうち上位 6か国をすべて英語圏が占めており（欧米・
オセアニア・フィリピン），全体の 85.3％にも及んでい
る（海外留学協議会，2018）。さらに，10 位以内にラン
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「職業的レリバンス」の観点に立つと，次の課題が浮か
び上がる。すなわち，前述の調査が留学によって培われ
た能力の〈自己評価〉について尋ねていることから，そ
こから得られた知見は「主観的レリバンス」──被験者
が留学経験を「有効だと思っているかどうか」（本田，
2004：128）──の側面にとどまる。留学経験が国際的な
仕事につながるかどうかは客観的な次元──「客観的レ
リバンス」──の問題である。
留学経験が日本社会での就労において「客観的レリバ
ンス」をもつかどうかに関連する数少ない先行研究とし
て，本稿と同じく「大学教育についての職業人調査」の
結果を分析した米澤（2010）が挙げられる。この研究で
は，学生時代の留学経験や大学院進学が仕事で英語を多
用する可能性を高めることが言及されている。しかしこ
の知見は，単純クロス集計による割合の差を根拠として
述べられており，統計分析による検定を経たものではな
い。さらに，コントロールされている変数が性別と「技
術系／事務・営業系」という職種の違いのみであり，就
労での英語使用に影響するその他の要因による疑似相関
の可能性が残る（2）。学生時代の留学経験が「客観的レリ
バンス」としての独立した効果をもつかどうかを実証す
るためには，先に挙げたWiers-Jenssen（2008）のように，
仕事での英語使用に影響する変数を可能な限り統制した
多変量解析を行う必要がある。
また，Wiers-Jenssen（2008）が検討したように，〈留
学経験が海外勤務につながるかどうか〉というテーマも，
留学の「職業的レリバンス」を検討するうえで重要にな
るだろう。なぜならば，2010 年代以降のグローバル人材
育成政策は，海外勤務を忌避する新入社員の増加を課題
意識として，日本人若年層の海外留学の促進によってそ
れを解消することを目指してきたからである（グローバ
ル人材育成委員会，2010：26；グローバル人材育成推進
会議，2011：5）。しかしながら，留学経験によって海外
勤務を経験する可能性が高まるかどうかについては，既
存の研究において検証されていない。本稿が使用する
「大学教育についての職業人調査」では，就労での英語
使用の頻度に加えて海外勤務の経験も尋ねられているこ
とから，留学経験と海外勤務経験の関連についても分析
が可能である。
以上をふまえた本稿では，〈就労における英語の使用
頻度〉と〈海外勤務経験〉の 2つを従属変数として設定し，
それらに影響を与えるさまざまな独立変数を可能な限り
コントロールしたうえでも留学経験が独立した効果をも
つかどうかを検証することで，留学の「職業的レリバン
ス」の実証を試みる。

３．分析

3.1　使用データ
以後の分析に用いるデータは，東京大学の大学経営・
政策研究センターが 2009 年に実施した「大学教育につい
ての職業人調査」（3）である。公的機関を除く全国約 572 万
の民間事業所からランダムに 5万事業所を抽出し，1事業
所につき 5名の調査票が人事担当者宛に送付され，事業
所内でランダムに選ばれた大卒社員に回答を依頼してい
る。有効回答者数は 25,203 名であった（回収率 10.1％）。

3.2　 留学国と仕事での英語使用，海外勤務国との
関連性

変数の設定に先立って，「職業的レリバンス」の根幹
に関わる重要な問題を整理しておかなければならない。
すなわち，本稿では，主に使用データの制約により，独
立変数として用いる留学経験の渡航先がどの言語圏であ
るかを区別できず，従属変数として用いる外国語の使用
頻度に関しては〈英語〉に限定される。さらに，もう 1
つの従属変数である海外勤務経験に関しても，勤務先の
国の違いは考慮することができない。つまり，留学経験
によって蓄積される外国語スキルと，就労において使用
する外国語との，さらには海外勤務先の言語圏との対応
関係が必ずしも一致しないのではないかという批判が生
じうるだろう。それでもなお，本稿での分析が妥当性を
もつと考えるのは，次の三点の理由による。
第一に，世界各国の高等教育における英語の汎用性で
ある。国家間の留学パターンが多様化しつつあるなかで，
留学生を多く送り出してきたアジアにおいても，かつて
の欧米一辺倒からアジア域内へと多様化する傾向にあ
る。言語の多様性が存在するアジアにおいて留学生の流
動性が高まった背景には，教授言語としての英語の汎用
性がある（杉村，2011；嶋内，2014）。もちろん，英語
以外の言語で教授される伝統的な留学プログラムは現在
もなお存在するが，非英語圏の国であっても英語を媒介
言語とした留学プログラムが展開されており，英語を用
いる言語的環境があることは考慮に入れておく必要があ
る。
第二に，日本人学生の留学先として，圧倒的に英語圏
が選好されている点である。2017 年度に国内大学等が把
握していた日本人学生の留学者数は，上位 3か国を米国，
オーストラリア，カナダが占めており，10 位以内の英語
圏 5か国だけで全体の約半数を占めている（日本学生支
援機構，2019）。また，民間事業者を対象とする海外留
学協議会の調査結果によれば，2017 年度の日本人留学生
のうち上位 6か国をすべて英語圏が占めており（欧米・
オセアニア・フィリピン），全体の 85.3％にも及んでい
る（海外留学協議会，2018）。さらに，10 位以内にラン

̶  36  ̶

クインしている中国や韓国，台湾等のアジア諸国での留
学が前述のように英語プログラムを含むことを考えれ
ば，今日の日本人の留学経験の多くは英語を教授言語と
したものであると言えるだろう。
第三に，このような英語の優位性は，グローバル化し
た市場を前提とする日本人の海外勤務において，主に英
語が使用される状況をもまた意味している（ローダー他，
2012）。
以上の点から，全体的な平均像として日本人の留学経
験をとらえた場合，そこに仕事での英語使用頻度や海外
勤務経験とのつながりを想定することは，一定の妥当性
があると考えられる。一方で，それを完全な「職業的レ
リバンス」として断定することには留保が必要であり，
この点は本稿の限界の 1つである。

3.3　変数の設定
分析で用いる変数のコーディングと記述統計量をそれ
ぞれ表 1と表 2に示す。
第一の従属変数として，現在の仕事での英語使用頻度
に関して「顧客，組織内での対応」「情報の収集」「専門
的な文書，論文などの吸収」の 3つの目的別に尋ねた項
目を使用する。これらの目的別の分析により，英語使用
頻度に関してより詳細な情報が得られると考えられる。
例えば，「顧客，組織内での対応」という対人的なコミュ

ニケーション場面で必要とされる英語は，長期の海外生
活を伴う留学経験によって獲得されるオーラル・コミュ
ニケーションの能力と関連することが，教育政策では想
定されている（グローバル人材育成推進会議，2011）。
一方で，「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」
のような知識のインプット場面で必要とされるのは，ど
ちらかというと読解能力であろう（4）。これらの違いを区
別しながら分析することで，留学経験がどのような英語
能力を要する仕事で活用されているのかという観点か
ら，「職業的レリバンス」について多角的に明らかにす
ることができる。
第二の従属変数として，過去の海外勤務経験の有無に
ついての質問を使用する。
留学効果を表す独立変数は，在学中の留学経験と留学
期間（のべ）に関する質問項目を用いる。しかし，留学
の目的までは尋ねられていないため，海外大学での学位
取得が目的の留学と，国内大学進学者による単位取得や
語学研修等が目的の留学を区別することができない。次
善策として，「留学経験なし」「2 か月以下の留学経験」
「3か月以上 2 年以下の留学経験」「2年 1 か月以上の留
学経験」の 4つのダミー変数を作成した。2か月以下は
語学学校などの短期の海外研修，3か月以上 2年以下は
1 セメスター以上の語学留学や単位取得目的の留学，2
年 1 か月以上は学位取得目的の留学を想定している。加

表 1　変数のコーディング

仕事での英語使用頻度 「お仕事で英語を使うことは，下のような点でどれくらいありますか」（3件法）の「顧客，組織内での対
応」「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」のそれぞれの回答について，「常にある」=2，「と
きどきある」=1，「ほとんどない」=0

海外勤務経験ダミー 「海外に勤務したことはありますか」の回答について，「した」=1，「していない」=0
在学中の留学経験なしダミー 在学中の留学経験なし=1，それ以外=0
在学中の留学経験 2か月以下ダミー 在学中の留学経験1か月～2か月=1，それ以外=0
在学中の留学経験 3か月～2年ダミー 在学中の留学経験3か月～24か月=1，それ以外=0
在学中の留学経験 2年1か月以上ダミー 在学中の留学経験25か月以上=1，それ以外=0
就職後の留学経験ありダミー 就職後の留学経験あり=1，なし=0
女性ダミー 女性=1，その他=0
大学院卒ダミー 修士・博士課程修了=1, 学部卒=0
大学ランクⅠダミー 「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した大学」の回

答について，「あてはまらない」=1，それ以外=0
大学ランクⅡダミー 「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した大学」の回

答について，「ある程度あてはまる」=1，それ以外=0
大学ランクⅢダミー 「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した大学」の回

答について，「よくあてはまる」=1，それ以外=0
出身学部ダミー 「人文」,「心理社会」,「法学政治」,「経済」,「経営」,「理」,「工」,「農」,「医歯」,「薬」,「保健福祉」,

「家政」,「教育」,「芸術」,「その他」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0
年齢ダミー 「20歳代」,「30歳代」,「40歳代」,「50歳代」,「60歳代」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0
現職の勤続年数 2009（調査年）から現在の勤務先の就職年を減じて算出
雇用形態非正規ダミー 「従業上の地位」の「非正規従業員」+「契約・派遣社員」=1，それ以外=0
雇用形態正規ダミー 「従業上の地位」の「正規従業員」=1，それ以外=0
雇用形態経営者・役員ダミー 「従業上の地位」の「経営者・役員」=1，それ以外=0
転職経験ありダミー 「現在の勤務先の前に他の勤務先を経験しましたか」の「した」=1，していない=0
事業所所在地都市部ダミー 「事業所の所在地」について，「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「静岡県」「愛知県」「三重

県」「京都府」「大阪府」「兵庫県」=1，それ以外=0
役職ダミー 「役職なし」+「監督主任」,「係長」,「課長」,「部長」,「役員」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0
職種ダミー 「一般事務」,「営業・販売職」,「サービス職」,「技術職」,「専門職」,「その他」のそれぞれについて，該

当=1，非該当=0
企業規模ダミー 「総従業員数（本社・支社等を含む）」の「29人以下」「30-99人」「100-499人」「500-999人」「1000-2999

人」「3000-4999人」「5000-9999人」「1万人以上」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0
業種ダミー 「最も主な業種」の「農林漁業」,「鉱業」,「建設業」,「製造業」,「電気・ガス・熱供給」,「情報通信業」,

「運輸業」,「卸売・小売業」,「金融・保険業」,「不動産業」,「飲食店・宿泊業」,「教育・学習支援」,「医
療・福祉」,「複合サービス業」,「サービス業」,「その他」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0
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えて，本調査においては就職後の留学経験についても尋
ねられている。大学在学中の留学効果と区別するために，
「就職後留学経験あり」のダミー変数を加える。
前述の Wiers-Jenssen（2008）では，「国際的な仕事」
への従事を規定する要因として学力と大学での専攻分野
が独立した影響を及ぼしていたことから，本稿において
もこれらの変数を用いる。前者については，「あなたが
現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えで
すか」の「卒業した大学」の回答（3 段階）を使用し，
スケールに応じて 3つの「大学ランク」ダミー変数を作
成した。これらは入試偏差値のような指標と比べて主観
的である点は否めないが，次善策として分析に用いたい。
後者に関しては，出身学部をダミー変数として投入する。
さらに，修士課程と博士課程の修了者を「大学院卒」ダ
ミー変数としてまとめ，学部卒を基準とした正の影響を
想定する。
仕事での英語使用頻度や海外勤務の可能性の高さは，
様々な職業的要因の影響を受けることが考えられる。労
働者の英語使用の必要性を規定する要因について多変量

解析により分析した寺沢（2015）では，職種や就労形態，
外資系かどうか，企業規模，産業などの要因が有意に影
響していた。本研究で用いる調査の質問項目は，寺沢が
分析している「ワーキングパーソン調査（WPS-2000）」
と同一ではないため単純な比較はできないが，探索的に
「雇用形態」「役職」「職種」「企業規模」「業種」の変数
を投入する。また，外資系に該当する変数は存在しない
ため，関連しそうな項目として「転職経験」を使用する（5）。
加えて，地方よりも都市部の事業所の方が国際的な業務
が多い可能性を想定して，「都市部」変数を用いる。都
市部について明確な定義は存在しないため，便宜的に厚
生労働省が公表する地域別最低賃金時間額が 2009 年時
点で 700 円以上であった 10 都府県を「都市部ダミー」
としてコーディングした。
その他，基本的な統制変数として「性別」「現職の勤
続年数」「年齢」を投入する。年齢は 20 歳代から 60 歳
代までのカテゴリーを選択する形式のため，20 歳代を基
準とした各年齢層のダミー変数を作成する。

表 2　記述統計量

有効度数  最小  最大    平均     標準偏差 有効度数  最小  最大    平均     標準偏差
英語使用（顧客,組織内対応） 24,748 0 2 0.154 0.418 雇用形態 経営者・役員 24,158 0 1 0.058 0.233
英語使用（情報収集） 24,671 0 2 0.203 0.474 転職経験 あり 25,117 0 1 0.447 0.497
英語使用（専門文書・論文） 24,669 0 2 0.182 0.452 事業所所在地 都市部 25,203 0 1 0.471 0.499
海外勤務経験 24,808 0 1 0.027 0.162 役職 なし 24,132 0 1 0.518 0.500
在学中留学経験 なし 25,203 0 1 0.939 0.239 役職 監督主任 24,132 0 1 0.132 0.338
在学中留学経験 2か月以下 25,203 0 1 0.025 0.157 役職 係長 24,132 0 1 0.088 0.283
在学中留学経験 3か月～2年 25,203 0 1 0.023 0.149 役職 課長 24,132 0 1 0.141 0.348
在学中の留学経験 2年以上 25,203 0 1 0.004 0.064 役職 部長 24,132 0 1 0.067 0.251
就職後の留学経験 なし 25,203 0 1 0.989 0.105 役職 役員 24,132 0 1 0.053 0.224
就職後の留学経験 あり 25,203 0 1 0.011 0.105 職種 一般事務 24,531 0 1 0.352 0.478
女性 25,120 0 1 0.256 0.436 職種 営業・販売職 24,531 0 1 0.181 0.385
大学院卒 25,203 0 1 0.070 0.255 職種 サービス職 24,531 0 1 0.073 0.260
大学ランクⅠ 24,504 0 1 0.560 0.496 職種 技術職 24,531 0 1 0.179 0.383
大学ランクⅡ 24,504 0 1 0.386 0.487 職種 専門職 24,531 0 1 0.152 0.359
大学ランクⅢ 24,504 0 1 0.054 0.226 職種 その他 24,531 0 1 0.064 0.245
出身学部 人文 25,203 0 1 0.130 0.337 企業規模 29人以下 24,179 0 1 0.047 0.212
出身学部 心理社会 25,203 0 1 0.054 0.225 企業規模 30～99人未満 24,179 0 1 0.320 0.466
出身学部 法・政治 25,203 0 1 0.100 0.300 企業規模 100人～499人 24,179 0 1 0.324 0.468
出身学部 経済 25,203 0 1 0.145 0.352 企業規模 500人～999人 24,179 0 1 0.088 0.283
出身学部 経営 25,203 0 1 0.146 0.354 企業規模 1,000 人～2,999 人 24,179 0 1 0.090 0.286
出身学部 理 25,203 0 1 0.023 0.150 企業規模 3,000 人～4,999 人 24,179 0 1 0.034 0.182
出身学部 工 25,203 0 1 0.181 0.385 企業規模 5,000 人～9,999 人 24,179 0 1 0.035 0.183
出身学部 農 25,203 0 1 0.043 0.203 企業規模 10,000 人以上 24,179 0 1 0.062 0.242
出身学部 医歯 25,203 0 1 0.005 0.068 業種 農林漁業 24,634 0 1 0.017 0.128
出身学部 薬 25,203 0 1 0.010 0.097 業種 鉱業 24,634 0 1 0.002 0.039
出身学部 保健福祉 25,203 0 1 0.011 0.105 業種 建設業 24,634 0 1 0.079 0.269
出身学部 家政 25,203 0 1 0.016 0.125 業種 製造業 24,634 0 1 0.218 0.413
出身学部 教育 25,203 0 1 0.039 0.193 業種 電気・ガス・熱供給 24,634 0 1 0.013 0.114
出身学部 芸術 25,203 0 1 0.005 0.073 業種 情報通信業 24,634 0 1 0.032 0.175
出身学部 その他 25,203 0 1 0.092 0.288 業種 運輸業 24,634 0 1 0.051 0.220
年齢 20歳代 25,123 0 1 0.314 0.464 業種 卸売・小売業 24,634 0 1 0.113 0.317
年齢 30歳代 25,123 0 1 0.335 0.472 業種 金融保険業 24,634 0 1 0.045 0.206
年齢 40歳代 25,123 0 1 0.185 0.389 業種 不動産業 24,634 0 1 0.009 0.094
年齢 50歳代 25,123 0 1 0.143 0.350 業種 飲食店・宿泊業 24,634 0 1 0.016 0.125
年齢 60歳代 25,123 0 1 0.022 0.146 業種 教育・学習支援 24,634 0 1 0.055 0.228
現職の勤続年数 24,726 0 58 9.989 9.444 業種 医療・福祉 24,634 0 1 0.159 0.366
雇用形態 非正規 24,158 0 1 0.018 0.132 業種 複合サービス業 24,634 0 1 0.021 0.143
雇用形態 契約・派遣 24,158 0 1 0.017 0.130 業種 サービス業 24,634 0 1 0.112 0.316
雇用形態 正規 24,158 0 1 0.907 0.290 業種 その他 24,634 0 1 0.060 0.237
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えて，本調査においては就職後の留学経験についても尋
ねられている。大学在学中の留学効果と区別するために，
「就職後留学経験あり」のダミー変数を加える。
前述の Wiers-Jenssen（2008）では，「国際的な仕事」
への従事を規定する要因として学力と大学での専攻分野
が独立した影響を及ぼしていたことから，本稿において
もこれらの変数を用いる。前者については，「あなたが
現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えで
すか」の「卒業した大学」の回答（3 段階）を使用し，
スケールに応じて 3つの「大学ランク」ダミー変数を作
成した。これらは入試偏差値のような指標と比べて主観
的である点は否めないが，次善策として分析に用いたい。
後者に関しては，出身学部をダミー変数として投入する。
さらに，修士課程と博士課程の修了者を「大学院卒」ダ
ミー変数としてまとめ，学部卒を基準とした正の影響を
想定する。
仕事での英語使用頻度や海外勤務の可能性の高さは，
様々な職業的要因の影響を受けることが考えられる。労
働者の英語使用の必要性を規定する要因について多変量

解析により分析した寺沢（2015）では，職種や就労形態，
外資系かどうか，企業規模，産業などの要因が有意に影
響していた。本研究で用いる調査の質問項目は，寺沢が
分析している「ワーキングパーソン調査（WPS-2000）」
と同一ではないため単純な比較はできないが，探索的に
「雇用形態」「役職」「職種」「企業規模」「業種」の変数
を投入する。また，外資系に該当する変数は存在しない
ため，関連しそうな項目として「転職経験」を使用する（5）。
加えて，地方よりも都市部の事業所の方が国際的な業務
が多い可能性を想定して，「都市部」変数を用いる。都
市部について明確な定義は存在しないため，便宜的に厚
生労働省が公表する地域別最低賃金時間額が 2009 年時
点で 700 円以上であった 10 都府県を「都市部ダミー」
としてコーディングした。
その他，基本的な統制変数として「性別」「現職の勤
続年数」「年齢」を投入する。年齢は 20 歳代から 60 歳
代までのカテゴリーを選択する形式のため，20 歳代を基
準とした各年齢層のダミー変数を作成する。

表 2　記述統計量

有効度数  最小  最大    平均     標準偏差 有効度数  最小  最大    平均     標準偏差
英語使用（顧客,組織内対応） 24,748 0 2 0.154 0.418 雇用形態 経営者・役員 24,158 0 1 0.058 0.233
英語使用（情報収集） 24,671 0 2 0.203 0.474 転職経験 あり 25,117 0 1 0.447 0.497
英語使用（専門文書・論文） 24,669 0 2 0.182 0.452 事業所所在地 都市部 25,203 0 1 0.471 0.499
海外勤務経験 24,808 0 1 0.027 0.162 役職 なし 24,132 0 1 0.518 0.500
在学中留学経験 なし 25,203 0 1 0.939 0.239 役職 監督主任 24,132 0 1 0.132 0.338
在学中留学経験 2か月以下 25,203 0 1 0.025 0.157 役職 係長 24,132 0 1 0.088 0.283
在学中留学経験 3か月～2年 25,203 0 1 0.023 0.149 役職 課長 24,132 0 1 0.141 0.348
在学中の留学経験 2年以上 25,203 0 1 0.004 0.064 役職 部長 24,132 0 1 0.067 0.251
就職後の留学経験 なし 25,203 0 1 0.989 0.105 役職 役員 24,132 0 1 0.053 0.224
就職後の留学経験 あり 25,203 0 1 0.011 0.105 職種 一般事務 24,531 0 1 0.352 0.478
女性 25,120 0 1 0.256 0.436 職種 営業・販売職 24,531 0 1 0.181 0.385
大学院卒 25,203 0 1 0.070 0.255 職種 サービス職 24,531 0 1 0.073 0.260
大学ランクⅠ 24,504 0 1 0.560 0.496 職種 技術職 24,531 0 1 0.179 0.383
大学ランクⅡ 24,504 0 1 0.386 0.487 職種 専門職 24,531 0 1 0.152 0.359
大学ランクⅢ 24,504 0 1 0.054 0.226 職種 その他 24,531 0 1 0.064 0.245
出身学部 人文 25,203 0 1 0.130 0.337 企業規模 29人以下 24,179 0 1 0.047 0.212
出身学部 心理社会 25,203 0 1 0.054 0.225 企業規模 30～99人未満 24,179 0 1 0.320 0.466
出身学部 法・政治 25,203 0 1 0.100 0.300 企業規模 100人～499人 24,179 0 1 0.324 0.468
出身学部 経済 25,203 0 1 0.145 0.352 企業規模 500人～999人 24,179 0 1 0.088 0.283
出身学部 経営 25,203 0 1 0.146 0.354 企業規模 1,000 人～2,999 人 24,179 0 1 0.090 0.286
出身学部 理 25,203 0 1 0.023 0.150 企業規模 3,000 人～4,999 人 24,179 0 1 0.034 0.182
出身学部 工 25,203 0 1 0.181 0.385 企業規模 5,000 人～9,999 人 24,179 0 1 0.035 0.183
出身学部 農 25,203 0 1 0.043 0.203 企業規模 10,000 人以上 24,179 0 1 0.062 0.242
出身学部 医歯 25,203 0 1 0.005 0.068 業種 農林漁業 24,634 0 1 0.017 0.128
出身学部 薬 25,203 0 1 0.010 0.097 業種 鉱業 24,634 0 1 0.002 0.039
出身学部 保健福祉 25,203 0 1 0.011 0.105 業種 建設業 24,634 0 1 0.079 0.269
出身学部 家政 25,203 0 1 0.016 0.125 業種 製造業 24,634 0 1 0.218 0.413
出身学部 教育 25,203 0 1 0.039 0.193 業種 電気・ガス・熱供給 24,634 0 1 0.013 0.114
出身学部 芸術 25,203 0 1 0.005 0.073 業種 情報通信業 24,634 0 1 0.032 0.175
出身学部 その他 25,203 0 1 0.092 0.288 業種 運輸業 24,634 0 1 0.051 0.220
年齢 20歳代 25,123 0 1 0.314 0.464 業種 卸売・小売業 24,634 0 1 0.113 0.317
年齢 30歳代 25,123 0 1 0.335 0.472 業種 金融保険業 24,634 0 1 0.045 0.206
年齢 40歳代 25,123 0 1 0.185 0.389 業種 不動産業 24,634 0 1 0.009 0.094
年齢 50歳代 25,123 0 1 0.143 0.350 業種 飲食店・宿泊業 24,634 0 1 0.016 0.125
年齢 60歳代 25,123 0 1 0.022 0.146 業種 教育・学習支援 24,634 0 1 0.055 0.228
現職の勤続年数 24,726 0 58 9.989 9.444 業種 医療・福祉 24,634 0 1 0.159 0.366
雇用形態 非正規 24,158 0 1 0.018 0.132 業種 複合サービス業 24,634 0 1 0.021 0.143
雇用形態 契約・派遣 24,158 0 1 0.017 0.130 業種 サービス業 24,634 0 1 0.112 0.316
雇用形態 正規 24,158 0 1 0.907 0.290 業種 その他 24,634 0 1 0.060 0.237
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3.4　分析方法
これらのデータと変数設定をふまえて，以下では 2つ
の分析を行う。第一に，仕事での英語使用頻度を従属変
数とした順序プロビット分析を「顧客，組織内での対応」
「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」の目的
別に行い，英語使用頻度に影響を及ぼす様々な要因を統
制したうえでも留学経験が有意な効果をもつかどうかに

ついて検証する。第二に，過去の海外勤務経験を従属変
数とした二項ロジスティック回帰分析を行い，同様に留
学経験の独立した効果の有無について確かめる。なお，
すべてのモデルにおいて多重代入法による欠損値補正を
行い，表 2のすべての変数を用いて予測・代入した。分
析結果は表 3のとおりである（6）。

表 3　仕事での英語使用頻度と海外勤務経験の規定要因

S.E. S.E. S.E S.E
在学中の留学経験（基準：なし）
2か月以下の留学経験 .311 .058 *** .236 .063 *** .080 .069 1.013 .236 2.753 ***
3か月～2年の留学経験 .589 .055 *** .633 .053 *** .553 .058 *** 1.761 .167 5.818 ***
2年1か月以上の留学経験 .116 *** .116 *** .883 .120 *** 2.790 .257 16.286 ***

就職後の留学経験（基準：なし） .411 .084 *** .370 .081 *** .381 .085 *** 2.190 .165 8.937 ***
女性（基準：男性） .065 .029 * － .101 .028 *** － .173 .029 *** － .244 .144 .784
大学院卒（基準：学部卒） .306 .037 *** .549 .033 *** .674 .033 *** .370 .135 1.448 **
大学ランク（基準：ランクⅠ）
　大学ランクⅡ .094 .022 *** .129 .021 *** .115 .022 *** .451 .092 1.570 ***
　大学ランクⅢ .164 .044 *** .229 .042 *** .159 .043 *** .789 .167 2.201 ***
出身学部（基準：経済・経営）
　人文 .155 .036 *** .113 .036 * .017 .039 － .010 .160 .990
　心理社会 .020 .057 － .075 .055 － .069 .055 － .542 .304 .582
　法・政治 .077 .038 * .079 .037 * .015 .041 .208 .147 1.232
理 .032 .068 .284 .059 *** .398 .061 *** .124 .266 1.132
工 .098 .036 ** .168 .033 *** .194 .034 *** .336 .134 1.400 *
農 .019 .054 .108 .049 * .268 .049 *** .140 .214 1.151

　医・歯 .745 .129 *** .122 *** .122 *** .610 .411 1.840
薬 .343 .108 ** .559 .089 *** .717 .087 *** － .269 .473 .764

　保健・福祉 .206 .110 .447 .091 *** .508 .086 *** － .832 1.020 .435
　家政 － .076 .096 .012 .089 .116 .088 .234 .435 1.264
　教育 .030 .058 .000 .057 .010 .060 .129 .253 1.138
　芸術 .082 .135 .059 .141 .220 .135 － .798 .743 .450
　その他 .147 .039 *** .115 .037 * .090 .041 * .213 .169 1.237
年齢（基準：20歳代）
30歳代 － .092 .031 ** － .046 .029 － .071 .031 * 1.034 .185 2.813 ***
40歳代 － .015 .043 － .001 .042 .000 .045 1.598 .204 4.944 ***
50歳代 － .111 .054 * .042 .054 .012 .054 1.756 .226 5.790 ***
60歳代 － .148 .088 .093 .085 .023 .087 1.860 .288 6.422 ***

現職の勤続年数 .003 .002 .001 .002 － .002 .002 － .001 .005 .999
雇用形態（基準：非正規）
　正規 － .056 .056 － .022 .058 .016 .058 .003 .278 1.003
　経営者，役員 .018 .121 － .065 .122 .046 .124 － .404 .532 .668
転職経験あり（基準：なし） .033 .025 .023 .024 － .025 .026 .874 .108 2.397 ***
事業所都市部（基準：非都市部） .111 .021 *** .086 .020 *** .084 .020 *** .424 .085 1.528 ***
役職（基準：役職なし）
　係長 － .007 .042 .037 .042 .036 .042 .214 .164 1.239
　課長 .032 .037 .026 .035 .031 .036 .340 .131 1.405 **
　部長 .067 .050 .115 .043 ** .107 .047 * .765 .153 2.150 ***
　役員 .167 .122 .155 .115 .031 .115 .880 .514 2.412
職種（基準：一般事務）
　営業・販売職 .280 .034 *** .247 .032 *** .274 .035 *** .248 .136 1.281
　サービス職 .515 .041 *** .151 .046 *** .209 .050 *** .321 .206 1.378
　技術職 .245 .037 *** .548 .033 *** .735 .034 *** .330 .142 1.391 *
　専門職 .159 .037 *** .377 .034 *** .594 .035 *** .327 .141 1.387 *
　その他 .010 .050 .138 .046 ** .254 .047 *** .256 .164 1.291

.170 .044 *** － .015 .042 .003 .048 .834 .159 2.303 ***
業種（基準：製造業）
　農林漁業 － .342 .095 *** － .162 .079 * － .167 .084 * － .174 .349 .841
　鉱業 .164 .153 .259 .291 .295 .214 .431 .397 1.539
　建設業 － .620 .052 *** － .627 .044 *** － .558 .046 *** － .604 .168 .547 ***
　電気ガス熱供給 － .385 .104 *** － .400 .091 *** － .435 .096 *** － .614 .405 .541
　情報通信業 － .350 .065 *** .221 .049 *** .106 .053 * － .591 .276 .554 *
　運輸業 － .021 .050 － .126 .049 ** － .164 .055 ** － .407 .200 .666 *
　卸売・小売業 － .173 .040 *** － .229 .038 *** － .289 .043 *** － .784 .183 .456 ***
　金融保険業 － .296 .059 *** － .331 .060 *** － .295 .064 *** － .901 .283 .406 ***

オッズ比

企業規模1万人以上（基準:未満）

1.096 1.124

1.050 1.223

情報収集 専門的文書，
論文などの吸収

B B B

仕事での英語使用頻度 (a) 海外勤務経験 (b)

B

顧客，組織内
での対応

　不動産業 － .087 .328 .002 .278 － .044 .237 － .806 .612 .446
　飲食店・宿泊業 .309 .071 *** － .159 .088 － .334 .103 *** － .569 .382 .566
　教育・学習支援 .163 .052 ** .028 .046 .219 .047 *** － .708 .201 .493 ***
　医療・福祉 － .561 .047 *** － .391 .040 *** － .133 .040 *** － .711 .173 .491 ***
　複合サービス業 － .023 .070 － .136 .071 － .021 .077 － .794 .332 .452 *
　サービス業 － .032 .038 － .151 .039 *** － .170 .042 *** － .569 .159 .566 ***
　その他 － .066 .046 － .003 .042 .021 .044 － .357 .177 .700 *
定数 －6.133 .359 .002
疑似決定係数（Nagelkerke）
N

*** ** * (a)順序プロビット分析。 (b)二項ロジティック回帰分析。

.199
25,20325,203 25,203 25,203

.105 .158 .209

p<.001， p<.01， p<.05。
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3.5　分析結果①：英語使用頻度の規定要因
はじめに「顧客，組織内での対応」での英語使用頻度
を規定する要因から概観しよう。本稿が着目する在学中
の留学経験変数に関しては，「2か月以下の留学経験」「3
か月以上 2年以下の留学経験」「2年 1か月以上の留学経
験」のいずれも0.1％水準で有意な正の影響を与えていた。
それぞれの係数を見てみると，留学期間が長くなるほど
影響する正の効果も強くなっており（B=0.311 ～ 1.096），
留学経験が仕事における対人対応場面での英語使用頻度
を直接的に高めていることがうかがえる。また，「就職
後の留学経験」についても同様に正の効果が観察された。
その他の変数の影響を見てみると，「女性」「大学院卒」「都
市部」「企業規模 1万人以上」が正の効果を及ぼしてい
たほか，出身大学の大学ランクの高さ，出身学部，年齢，
職種，業種の違いが影響している。
次に，「情報収集」に関する英語使用頻度の規定要因
である。着目すべき「2か月以下の留学経験」「3か月以
上 2年以下の留学経験」「2年 1か月以上の留学経験」に
関しては，ここでもすべて 0.1％水準で有意な正の効果
が観察された。留学期間が長くなるにつれて係数が上昇
する点（B=0.236 ～ 1.124）や，就職後の留学経験の正
の効果についても同様である。他の独立変数の影響で興
味深いのは，「女性」ダミーが一転して負の影響を与え
ている点である。対人的な英語使用頻度は女性が高い一
方で，情報収集という側面になると男性の方が英語を多
用していることがわかる。また，「大学院卒」や「大学
ランク」の高さ，「都市部」の正の効果は変わらないが，
「企業規模 1万人以上」の正の効果は消失していた。対
人業務での英語使用は海外支社を持つような大企業で増
える一方で，情報収集レベルでの英語使用頻度は企業規
模に関わらず一定であることが示されている。その他，
出身学部や役職，職種，業種の違いが情報収集業務にお
ける英語使用頻度に影響している。
続いて，「専門的文書，論文などの吸収」目的の英語
使用について検討する。在学中の留学経験については，
「3か月以上 2 年以下の留学経験」「2年 1 か月以上の留
学経験」のみが正の効果を及ぼしていた（0.1％水準）。「2
か月以下の留学経験」は有意ではなくなっており，短期
間の留学では専門性の高い文書を読解するレベルの「職
業的レリバンス」は形成されないことが示されている。
一方，3か月以上の留学であれば，留学期間が長いほど
係数が上昇することや（B=0.553 ～ 0.883），就職後の留
学経験が正の効果をもつ点は変わらない。「女性」ダミー
は「情報収集」モデルと同様に負の影響を与えている。
女性の英語使用頻度が高くなるのは対人業務のみであ
り，専門的な資料の読解というレベルでは男性の方が英
語を使用している。「大学院卒」や「大学ランク」の高さ，
「都市部」の正の効果はここでも変わらず，すべての英

語使用目的のモデルで一貫して観察された。「企業規模 1
万人以上」の正の効果は「情報収集」モデル同様に消失
している。出身学部に関しては，理系分野の学部に正の
効果がみられ，論文等の研究成果の報告が主に英語で行
われるという専門分野の特徴が表れている。その他，年
齢，役職，職種，業種の違いが影響していた。
このように，「仕事での英語使用頻度」という尺度に
関しても，英語使用目的に応じてその規定要因は多様に
存在することが示されている。一方で，本稿の目的にお
いて重要な知見は，これほどまでに多種多様な独立変数
をコントロールしてもなお，「専門的な文書，論文など
の吸収」モデルでの「2 か月以下の留学経験」を除き，
すべての留学経験が独立した正の効果を及ぼしていた点
である。つまり，留学経験をもつ者は，性別や学歴，学
校歴，出身学部，年齢，事業所の所在地，役職，職種，
企業規模，業種といった要因の効果をすべて取り除いて
も，対人コミュニケーションや情報収集，専門文書の読
解など多目的な場面での英語使用頻度が高いという「職
業的レリバンス」が示されたことになる。

3.6　分析結果②：海外勤務経験の規定要因
最後に，海外勤務経験の規定要因を確認する。在学中
の留学経験はいずれの変数も 0.1％水準で正の効果をも
ち，オッズ比を見てみると「2か月以下の留学経験」が
2.753 倍，「3か月以上 2年以下の留学経験」は 5.818 倍，
「2 年 1 か月以上の留学経験」に及んでは 16.286 倍も海
外勤務の経験率を高めている。就職後の留学経験者も
8.973 倍もの高確率で海外勤務を経験していた。
ここでは性別の有意差は確認できなかったが，「大学
院卒」や「大学ランク」の高さ，「都市部」の正の効果は，
英語使用頻度と同様に観察された。出身学部の影響は
「工学」でのみ正の影響が見られる。年齢に関しては，
加齢とともに正の効果が上昇している。英語使用頻度で
は有意ではなかった「転職経験」が正の効果を有してい
るが，これは海外勤務の機会の多い外資系企業が終身雇
用を前提としていないことや，海外勤務経験者が獲得し
た人的資本が転職市場において付加価値をもつことな
ど，複数の可能性が考えられる。役職について，「課長」
「部長」のみ正の影響を及ぼしており，海外勤務経験が
社内昇進におけるキャリアパスとなっている可能性を示
唆している。職種での「技術職」「専門職」，さらに「企
業規模 1万人以上」が正の影響をもつことは，出身学部
での「工学」の効果とも整合的である。すなわち，国内
企業において海外勤務を多く経験するのは，工学のよう
な理系の実学を学び，大企業で専門・技術職に従事する
人材がその中心であると考えられる。業種については，
有意差がすべて負の効果をもつことから，基準となる「製
造業」が相対的に正の影響を及ぼしていることが示され
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3.5　分析結果①：英語使用頻度の規定要因
はじめに「顧客，組織内での対応」での英語使用頻度
を規定する要因から概観しよう。本稿が着目する在学中
の留学経験変数に関しては，「2か月以下の留学経験」「3
か月以上 2年以下の留学経験」「2年 1か月以上の留学経
験」のいずれも0.1％水準で有意な正の影響を与えていた。
それぞれの係数を見てみると，留学期間が長くなるほど
影響する正の効果も強くなっており（B=0.311 ～ 1.096），
留学経験が仕事における対人対応場面での英語使用頻度
を直接的に高めていることがうかがえる。また，「就職
後の留学経験」についても同様に正の効果が観察された。
その他の変数の影響を見てみると，「女性」「大学院卒」「都
市部」「企業規模 1万人以上」が正の効果を及ぼしてい
たほか，出身大学の大学ランクの高さ，出身学部，年齢，
職種，業種の違いが影響している。
次に，「情報収集」に関する英語使用頻度の規定要因
である。着目すべき「2か月以下の留学経験」「3か月以
上 2年以下の留学経験」「2年 1か月以上の留学経験」に
関しては，ここでもすべて 0.1％水準で有意な正の効果
が観察された。留学期間が長くなるにつれて係数が上昇
する点（B=0.236 ～ 1.124）や，就職後の留学経験の正
の効果についても同様である。他の独立変数の影響で興
味深いのは，「女性」ダミーが一転して負の影響を与え
ている点である。対人的な英語使用頻度は女性が高い一
方で，情報収集という側面になると男性の方が英語を多
用していることがわかる。また，「大学院卒」や「大学
ランク」の高さ，「都市部」の正の効果は変わらないが，
「企業規模 1万人以上」の正の効果は消失していた。対
人業務での英語使用は海外支社を持つような大企業で増
える一方で，情報収集レベルでの英語使用頻度は企業規
模に関わらず一定であることが示されている。その他，
出身学部や役職，職種，業種の違いが情報収集業務にお
ける英語使用頻度に影響している。
続いて，「専門的文書，論文などの吸収」目的の英語
使用について検討する。在学中の留学経験については，
「3か月以上 2 年以下の留学経験」「2年 1 か月以上の留
学経験」のみが正の効果を及ぼしていた（0.1％水準）。「2
か月以下の留学経験」は有意ではなくなっており，短期
間の留学では専門性の高い文書を読解するレベルの「職
業的レリバンス」は形成されないことが示されている。
一方，3か月以上の留学であれば，留学期間が長いほど
係数が上昇することや（B=0.553 ～ 0.883），就職後の留
学経験が正の効果をもつ点は変わらない。「女性」ダミー
は「情報収集」モデルと同様に負の影響を与えている。
女性の英語使用頻度が高くなるのは対人業務のみであ
り，専門的な資料の読解というレベルでは男性の方が英
語を使用している。「大学院卒」や「大学ランク」の高さ，
「都市部」の正の効果はここでも変わらず，すべての英

語使用目的のモデルで一貫して観察された。「企業規模 1
万人以上」の正の効果は「情報収集」モデル同様に消失
している。出身学部に関しては，理系分野の学部に正の
効果がみられ，論文等の研究成果の報告が主に英語で行
われるという専門分野の特徴が表れている。その他，年
齢，役職，職種，業種の違いが影響していた。
このように，「仕事での英語使用頻度」という尺度に
関しても，英語使用目的に応じてその規定要因は多様に
存在することが示されている。一方で，本稿の目的にお
いて重要な知見は，これほどまでに多種多様な独立変数
をコントロールしてもなお，「専門的な文書，論文など
の吸収」モデルでの「2 か月以下の留学経験」を除き，
すべての留学経験が独立した正の効果を及ぼしていた点
である。つまり，留学経験をもつ者は，性別や学歴，学
校歴，出身学部，年齢，事業所の所在地，役職，職種，
企業規模，業種といった要因の効果をすべて取り除いて
も，対人コミュニケーションや情報収集，専門文書の読
解など多目的な場面での英語使用頻度が高いという「職
業的レリバンス」が示されたことになる。

3.6　分析結果②：海外勤務経験の規定要因
最後に，海外勤務経験の規定要因を確認する。在学中
の留学経験はいずれの変数も 0.1％水準で正の効果をも
ち，オッズ比を見てみると「2か月以下の留学経験」が
2.753 倍，「3か月以上 2年以下の留学経験」は 5.818 倍，
「2 年 1 か月以上の留学経験」に及んでは 16.286 倍も海
外勤務の経験率を高めている。就職後の留学経験者も
8.973 倍もの高確率で海外勤務を経験していた。
ここでは性別の有意差は確認できなかったが，「大学
院卒」や「大学ランク」の高さ，「都市部」の正の効果は，
英語使用頻度と同様に観察された。出身学部の影響は
「工学」でのみ正の影響が見られる。年齢に関しては，
加齢とともに正の効果が上昇している。英語使用頻度で
は有意ではなかった「転職経験」が正の効果を有してい
るが，これは海外勤務の機会の多い外資系企業が終身雇
用を前提としていないことや，海外勤務経験者が獲得し
た人的資本が転職市場において付加価値をもつことな
ど，複数の可能性が考えられる。役職について，「課長」
「部長」のみ正の影響を及ぼしており，海外勤務経験が
社内昇進におけるキャリアパスとなっている可能性を示
唆している。職種での「技術職」「専門職」，さらに「企
業規模 1万人以上」が正の影響をもつことは，出身学部
での「工学」の効果とも整合的である。すなわち，国内
企業において海外勤務を多く経験するのは，工学のよう
な理系の実学を学び，大企業で専門・技術職に従事する
人材がその中心であると考えられる。業種については，
有意差がすべて負の効果をもつことから，基準となる「製
造業」が相対的に正の影響を及ぼしていることが示され
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ている。
以上から，海外勤務経験の規定要因においても，英語
使用頻度と同様に，留学経験が独立した正の効果をもつ
こと，すなわち，留学を経験した者ほど，学歴や学校歴，
出身学部，年齢，転職経験の有無，事業所の所在地，役職，
職種，企業規模，業種などの要因の効果をすべて取り除
いても，就労において海外勤務を経験する確率が高いと
いう「職業的レリバンス」の存在が明らかになったと言
える。

４．結論

以上から，留学の「職業的レリバンス」を検証してき
た本稿の成果は，次のとおりまとめられる。第一に，仕
事での英語使用頻度に関して，在学中の留学経験は，「専
門的文書，論文などの吸収」モデルにおける「2か月以
下の留学」を除いて，仕事での英語使用頻度を有意に高
めていた。第二に，海外勤務経験の有無に関しても，す
べての在学中の留学経験は海外勤務を経験する確率を有
意に高めていた。このことから，学生の在学中の留学経
験は将来の就労において国際的な仕事につながるという
留学の「職業的レリバンス」の存在が，日本の職業シス
テムの中で初めて実証されたと言えるだろう。
本稿の意義は，次の二点にある。第一に，「職業的レ
リバンス」という教育社会学的な概念枠組みを留学研究
に援用することを通じて，留学を研究対象として価値中
立的にとらえ，社会科学的認識の客観性を担保した分析
事例を示したことである。第二に，教育システムと職業
システムの関係性が希薄であることが指摘される日本社
会において，在学中の海外留学経験が将来の仕事での英
語使用頻度や海外勤務経験の可能性を高めることを，初
めて計量的手法を用いて実証した点である。特に，近年
増加している「2か月以下の留学」に関しては，産業界
から「留学というからには 3カ月以上は行ってほしい」
（朝日新聞，2019 年 3 月 3 日全国版，p. 25）と批判的な
評価を受けており，総務省による政策評価においても「短
期留学，特に 1か月未満のような極めて短期の留学が，
グローバル人材 3要素の向上に対してどのような効果を
持つのか，十分検証される必要がある」（総務省，2017：
164）との勧告が行われている。しかし，2か月以下の短
期間の留学であっても，将来のキャリアに連なる「職業
的レリバンス」が存在することが，本稿での分析からは
示されている。このことは，教育政策と留学支援の実務
の両面において，日本人学生の留学経験の意義を根拠づ
ける重要なインプリケーションをもつものと考える。
最後に，本稿の限界と課題について述べたい。本稿の
横断的研究という性質上，得られた知見は 2009 年一時
点のものとして解釈されるべきである。留学の「職業的

レリバンス」は普遍的・固定的ではなく，グローバリゼー
ションの進展や「グローバル人材」の需要と供給のバラ
ンス等の〈時代の変化〉をともなうものであると考えら
れる。したがって，2009 年以降現在に至るまでの変化に
ついてもとらえる視角が重要となるだろう。そのために
はさらなるデータの収集と蓄積が必要であり，今後の課
題としたい。

注
（1）このことは，「グローバル人材」の要素を定義した政策文書
として頻繁に参照される「グローバル人材育成推進会議　中
間まとめ」のなかで，英語資格である TOEFLの国別ランキ
ングにおける日本の低さを根拠として，「要素Ⅰ：語学力・コ
ミュニケーション能力」の到達目標が「④二者間折衝・交渉
レベル」「⑤多数者間折衝・交渉レベル」に設定されているこ
とからも明白である（グローバル人材育成推進会議，2011）。

（2）なお，おそらく米澤（2010）の主旨が「分析結果を紹介す
ること（p. 40）」であることから，計量分析の方法に関する詳
細は示されていない。例えば「仕事で英語を多用するものの
割合」「技術系／事務・営業系」について，アンケートの回答
結果をどのようにコーディングして分析を行ったのかは不明
である。

（3）二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・
データアーカイブ研究センターから「大学教育についての職
業人調査，2009」（東京大学　大学経営・政策研究センター）
の個票データの提供を受けました。記して御礼申し上げます。

（4）このような分析視点は，国際化・グローバル化への対応を
目指してきた英語教育改革が，一貫して文法知識や読解問題
への偏重を問題視しながら，仕事に役立つ英語として実用的
なオーラル・コミュニケーションを重視することで，そのた
めの実地経験として日本人の海外留学を位置づけたこと（小
林，2019）とも関連している。

（5）国内で事業を展開する企業は，終身雇用や年功序列といっ
た日本的な人事制度を有する傾向がある一方で，外資系企業
では個別的な処遇が適用されることが多いため，必然的に人
材の流動性が高まる（中村，2013）。したがって，転職経験は
外資系企業での所属と関連しながら「国際的な仕事」要因へ
と影響する可能性がある。

（6）各独立変数の VIF（分散拡大要因）は 1.01 から 8.89 の範囲
に収まっており，いずれも 10 以下であることから，多重共線
性の問題は生じていないと考える（Altman & Krzywinski, 

2016）。
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シャドーイングとリピーティングが
中国語を母語とする中級日本語学習者の発話成績に及ぼす効果

―作動記憶容量を操作した実験的検討―

The Effect of Shadowing and Repeating on the Speaking Performance of Intermediate 

Chinese Learners of Japanese: An Experimental Study on Working Memory Capacity

王　校偉（ハルピン理工大学栄成学院外国語学部）

Xiaowei WANG（ Department of Foreign Language, Rongcheng College, Harbin University 

of Science and Technology）

要　　旨

　本研究では，中国語を母語とする中級の日本語学習者を対象に，シャドーイングとリピーティングが
日本語の発話成績（流暢性，正確性，複雑性）に及ぼす効果について検討した。実験では，作動記憶容
量を個人差要因として設定し，事前と事後の発話テストの成績の伸びを分析した。その結果，流暢性に
ついては，作動記憶容量が大きい場合，シャドーイングのほうがリピーティングよりも伸びが大きかった。
シャドーイングを遂行する際は，音韻情報の処理と意味情報の処理が時間的にほぼ並行して求められる
ため（倉田・松見，2010），それに応えることができる作動記憶容量の大きい学習者は，シャドーイング
によって発話の言語化処理における一連の作業が促進され，日本語の発話がより流暢にできるようになっ
たと解釈される。
［キーワード：シャドーイング，リピーティング，作動記憶容量，発話の流暢性・正確性・複雑性］

Abstract

The current study aimed to investigate the effect of shadowing and repeating on the speaking performance 

(fluency, accuracy, and complexity) of intermediate level Japanese learners with Chinese as their native language. 

Working memory capacity was manipulated as an individual factor, and the improvement in the performance of 

pre and post-testing was analyzed for the experiment. As a result, regarding learner fluency, shadowing showed 

better growth in performance than repeating for learners with a larger working memory capacity. This result 

indicates that while performing shadowing, learners with a larger working memory capacity could perform the 

required simultaneous phonetic and semantic processing, leading to a facilitation effect of shadowing in a series 

of tasks for the verbalization processing of speaking and allowed them to speak fluent Japanese. 

［Key words: Shadowing, Repeating, Working Memory Capacity, Speaking-Fluency, -Accuracy and -Complexity］

１．はじめに

第二言語（second language：以下，L2）の学習者は，
インプットされた知識とそれを運用できるアウトプット能
力との間にギャップがあり，そのギャップを埋めるために，
十分なアウトプット練習が必要であるという（Swain，
1995）。ただし，インプットからアウトプットへの移行は，
すなわち「聞く」から「話す」への移行はそれほど容易
ではない。特に，発話力が未熟な中級学習者にとっては，
言いたいことをどのように正確かつ流暢に話せるかが大
きな課題である。認知心理学の観点に立つならば，宣言

的知識を手続き的知識に上手く転化させるために，発話
場面である程度自動的な言語処理が可能となるように，
目標言語の語句や文を繰り返し口頭練習することが重要
となる。発話力を伸ばすためのそのような練習法として，
音声インプットから口頭再生への一連の流れを有する
シャドーイングやリピーティングが一定の効果をもつこ
とが示唆されている（松見，2006）。
シャドーイングでは即時的な口頭産出を行うため，少
なくとも音韻列などを復唱する音韻ルートを経由し，発
話の音声化に一定の効果があることが指摘されている
（門田，2018）。一方，リピーティングでは音声理解と口
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頭産出の間に短いながらも一定の時間が存在するため，
意味理解に至る復唱ルートを経由する可能性が高い。そ
のため，リピーティングは，発話における言語形式の構
成に役立つと考えられる。シャドーイングもしくはリ
ピーティングを練習法として採用する場合，両者のこの
ような違いが，練習前と練習後の発話成績の変化に異な
る様相を与えると予測できる。
ところで，シャドーイングとリピーティングは，とも
に作動記憶（working memory：以下，WM）の容量の大
小によって，その認知過程が異なることが示唆されてい
る（e.g., 倉田・松見，2010；毛，2018）。したがって，シャ
ドーイングとリピーティングが，課題遂行後の成果とし
て測定される発話テストの成績に与える効果は，WM容
量の大小によって異なることが予測できる。そこで本研
究では，WM容量の大小を個人差にかかわる認知的要因
として設定し，練習法として一定時間シャドーイングを
遂行させた場合，換言すれば，シャドーイングを一種の
先行学習（preceding learning）として取り入れた場合，
後の発話成績がどのように変化するのか，その効果を，
リピーティングと比較することによって明らかにする。

２．先行研究の概観

2.1　発話の認知過程について
シャドーイングとリピーティングが発話成績にどのよ
うな効果を及ぼすかを調べる上で，発話にかかわる認知
過程を提示する必要がある。発話の認知過程については，
Levelt（1989）が提唱したモデル（図 1）が大いに参考
となるので，これに沿って説明する。
学習者は，図 1の左上にある概念化装置において，「何

を話すか」をプランニングする。発話の目的，また発話に

必要な情報及び情報の順番づけや記録など一連の意図的
な心理活動が行われる。その後，言語形成前の概念表象
が生成される。次に，概念化装置の下にある形式化装置
において，概念表象を言語形式に転化させる。具体的には，
まず，心内辞書にあるレンマ（1）情報が概念表象により活
性化される。活性化されたレンマに含まれる統語情報に
より統語符号化され，表層構造（surface structure），つま
り統語形式を持つ文が形成される。次に，各レンマに対
応する語形・音韻情報により，音韻符号化され，音韻プ
ラン（phonetic plan）に変換される。音韻プランはまだ
明白な発話ではないが，必ず一定の意識を伴うため，内
在的発話（internal speech）と呼ばれる。そして，図 1
左下の調音装置において，呼吸の筋肉組織や喉頭と気管
システムにより，顕在的発話（overt speech）を実行する。
一方，図 1の左側の産出過程と同時に，右側の理解過
程も進む。話し手は対話者の発言を聞く時と同じように，
自分の内在的発話にも顕在的発話にもアクセスし，発話
解析システム（speech-comprehension system）によって，
音声知覚や意味処理を行い，解析された発話（parsed 

speech）を生成する。それが概念化装置に送られ，発話
計画をチェックするモニタリング（monitoring）の参考
となる。
発話の認知過程では，概念化処理における注意資源の
配分や言語化処理における情報の一時的保持に，WM容
量が強くかかわることが指摘された（Levelt，1989）。本
研究では，Levelt（1989）の発話の認知過程を理論的枠
組みとして，実験的検討を行う。

2.2　シャドーイングとリピーティングの認知過程
シャドーイングとリピーティングが，それぞれ発話の
認知過程にどのような影響を及ぼすかを検討するため

図 1　発話の認知過程（Levelt，1989：日本語訳は筆者による）
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に，まず両者の認知過程から分析する必要がある。シャ
ドーイングとリピーティングはいずれも復唱行為である
が，音韻または意味の復唱ルートを経由する違いによっ
て，発話の言語化処理に与える影響が異なる可能性があ
ると考えられる。復唱行為の処理ルートについては，小
嶋（2006）の復唱モデルがあげられる。小嶋（2006）は，
神経心理学的観点から復唱行為における言語情報の入力
処理と保持に焦点を当て，復唱の入力と出力モデルを示
した（図 2）。このモデルでは，復唱行為に 4つの処理ルー
トが想定されている。オウム返しのように入力された音
声の高低強弱などの音響特性を模倣してそのまま繰り返
すという音響処理ルート（a→ i→ h），入力された音声
を音素という最小の意味区分としてとらえ，意味を成さ
ない音韻列などを復唱する音韻処理ルート（a→ b→ j 

→ g→ h），単語は認識できたが，意味理解に達していな
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図 2　復唱の情報処理モデル（小嶋，2006 より引用，筆者により再構成）
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えられる。また，シャドーイングやリピーティングは，
WM容量の大小によって，意味処理のレベルや情報の保
持に差が生じるため（e.g.，韓，2016；毛，2018），WM

容量の大小に応じて，それぞれ発話の認知過程に与える
影響も異なることが考えられる。しかし，以上の観点を
取り入れた実証的研究はこれまでのところ存在しない。
そこで本研究では，発話成績を指標として，シャドーイ
ングが発話の認知過程に与える効果について，WM容量
の大小を設定した上で，リピーティングとの比較を通し
て検討する。

2.4　発話成績について
シャドーイングやリピーティングを，発話を促進する
先行学習として捉えた場合，事前・事後において，産出
された発話の特徴が変わると考えられる。「音韻符号化」
や「調音」に効果があると考えられるシャドーイングは
発話速度を向上させる可能性がある（門田，2018）。また，
シャドーイングもしくはリピーティングが，発話の「言
語化」を促進すると，語彙的・文法的正確さと複雑さも
向上するだろう。そこで，本研究では，Skehan & Foster

（1999）が示した発話の特徴を示す要素である流暢性，
正確性，複雑性を発話成績の指標として分析する。本研
究では，中級学習者の発話成績の変化量に焦点を当てる
ため，これら 3要素を以下のように定義する。流暢性は
意思伝達を目標とし，即時的に言語を産出する能力であ
る。正確性はエラーを避けて語彙・文法を正しく運用す
る能力である。複雑性は複雑な文表現を使える能力であ
る。
これら 3要素は，それぞれ発話成績の特徴を示すが，
学習者の注意資源の配分により，要素間でトレードオフ
（trade-off）が生じることがある（Foster & Skehan, 1996）。

３．本研究の目的と仮説

本研究では，中国語を母語とする中級日本語学習者を
対象に，シャドーイングが発話成績（流暢性・正確性・
複雑性）に与える効果がリピーティングと比べてどのよ
うに異なるかを明らかにすることを目的とする。その際，
WM容量の関わり方についても考察する。実験では，発
話成績に及ぼす効果が課題の遂行にかかわるものかどう
かを明確にするため，実験材料の再生成績も分析対象と
する。本研究の仮説を以下に示す。
まずは再生成績についてである。シャドーイング遂行
時，WM容量大群が小群より意味処理のレベルが高く（韓，
2016），リピーティング遂行時，WM容量小群の意味処
理が不完全である（毛，2018）ことから，文章内容の記
憶痕跡，つまり再生成績について，WM容量大群が小群
よりも高いであろう（仮説 1-1）。他方，WM容量小群に

おいても，リピーティングが意味処理ルートを経由して
自ら言語形式を再構成するため，言語形式の定着がシャ
ドーイングよりも促進されると考えられる。よって，
WM容量小群において，リピーティングのほうがシャドー
イングよりも再生成績が高くなるであろう（仮説 1-2）。
次に，流暢性の伸びについてである。シャドーイング
は，意味処理と同時に音韻段階の復唱ルートを経由する
ため，発話の言語化処理における統語形式の音韻符号化
を促し，リピーティングよりも迅速に音声産出できるこ
とが考えられる。また，音韻処理と意味処理を同時的に
行えるWM容量大群（倉田・松見，2010）が，文レベル
の音韻を復唱しながら文レベルの意味ルートも経由する
（韓，2016）ため，文レベルの音韻を復唱しても単語レ
ベルの意味処理にとどまる可能性が高いWM容量小群
（韓，2016）に比べ，発話する際，心内辞書からレンマ
情報をより検索しやすくなることが推察できる。よって，
流暢性の伸びについて，シャドーイングがリピーティン
グよりも大きく（仮説 2-1），シャドーイングにおいて
WM容量大群が小群よりもその伸びが大きいであろう
（仮説 2-2）。
正確性の伸びについて述べる。リピーティングは，

WM容量の大小にかかわらず，意味処理ルートを経由す
る必要があるため，発話の言語化処理におけるレンマの
検索および表層構造の形成を促進すると考えられる。た
だし，WM容量が小さい場合，意味処理が不完全なまま
復唱することが考えられる（毛，2018）。前述したように，
シャドーイングは，WM容量が大きい場合，発話の音韻符
号化と統語符号化を促進する可能性があるため，正確性
の伸びに関しては，WM容量大群において，シャドーイン
グとリピーティングの間に差がみられないが（仮説 3-1），
WM容量小群において，リピーティングのほうがシャドー
イングよりも，その伸びが大きいであろう（仮説 3-2）。な
お，複雑性については，言語化処理におけるレンマの検
索と表層構造の形成にかかわるため，基本的に正確性の
伸びと同じ傾向にあると予測する。ただし，学習者が発話
する際，流暢性と正確性に焦点を当てるがゆえに，複雑性
に配分できる処理資源が少なくなり（Foster & Skehan，
1996），シャドーイングとリピーティングの複雑性の伸び
について差がみられないことが考えられる（仮説 4）。

４．方法

4.1　実験参加者
中国国内にある大学の日本語学科に在籍する大学 3年
生 37 名（男性 8名，女性 29 名）であった。日本での滞
在経験をもつ参加者はいなかった。全員が日本語能力試
験 N1 の受験を目指しており，日本語の習熟度は N2（中
級）程度であると判断した。



̶  46  ̶

えられる。また，シャドーイングやリピーティングは，
WM容量の大小によって，意味処理のレベルや情報の保
持に差が生じるため（e.g.，韓，2016；毛，2018），WM

容量の大小に応じて，それぞれ発話の認知過程に与える
影響も異なることが考えられる。しかし，以上の観点を
取り入れた実証的研究はこれまでのところ存在しない。
そこで本研究では，発話成績を指標として，シャドーイ
ングが発話の認知過程に与える効果について，WM容量
の大小を設定した上で，リピーティングとの比較を通し
て検討する。

2.4　発話成績について
シャドーイングやリピーティングを，発話を促進する
先行学習として捉えた場合，事前・事後において，産出
された発話の特徴が変わると考えられる。「音韻符号化」
や「調音」に効果があると考えられるシャドーイングは
発話速度を向上させる可能性がある（門田，2018）。また，
シャドーイングもしくはリピーティングが，発話の「言
語化」を促進すると，語彙的・文法的正確さと複雑さも
向上するだろう。そこで，本研究では，Skehan & Foster

（1999）が示した発話の特徴を示す要素である流暢性，
正確性，複雑性を発話成績の指標として分析する。本研
究では，中級学習者の発話成績の変化量に焦点を当てる
ため，これら 3要素を以下のように定義する。流暢性は
意思伝達を目標とし，即時的に言語を産出する能力であ
る。正確性はエラーを避けて語彙・文法を正しく運用す
る能力である。複雑性は複雑な文表現を使える能力であ
る。
これら 3要素は，それぞれ発話成績の特徴を示すが，
学習者の注意資源の配分により，要素間でトレードオフ
（trade-off）が生じることがある（Foster & Skehan, 1996）。

３．本研究の目的と仮説

本研究では，中国語を母語とする中級日本語学習者を
対象に，シャドーイングが発話成績（流暢性・正確性・
複雑性）に与える効果がリピーティングと比べてどのよ
うに異なるかを明らかにすることを目的とする。その際，
WM容量の関わり方についても考察する。実験では，発
話成績に及ぼす効果が課題の遂行にかかわるものかどう
かを明確にするため，実験材料の再生成績も分析対象と
する。本研究の仮説を以下に示す。
まずは再生成績についてである。シャドーイング遂行
時，WM容量大群が小群より意味処理のレベルが高く（韓，
2016），リピーティング遂行時，WM容量小群の意味処
理が不完全である（毛，2018）ことから，文章内容の記
憶痕跡，つまり再生成績について，WM容量大群が小群
よりも高いであろう（仮説 1-1）。他方，WM容量小群に

おいても，リピーティングが意味処理ルートを経由して
自ら言語形式を再構成するため，言語形式の定着がシャ
ドーイングよりも促進されると考えられる。よって，
WM容量小群において，リピーティングのほうがシャドー
イングよりも再生成績が高くなるであろう（仮説 1-2）。
次に，流暢性の伸びについてである。シャドーイング
は，意味処理と同時に音韻段階の復唱ルートを経由する
ため，発話の言語化処理における統語形式の音韻符号化
を促し，リピーティングよりも迅速に音声産出できるこ
とが考えられる。また，音韻処理と意味処理を同時的に
行えるWM容量大群（倉田・松見，2010）が，文レベル
の音韻を復唱しながら文レベルの意味ルートも経由する
（韓，2016）ため，文レベルの音韻を復唱しても単語レ
ベルの意味処理にとどまる可能性が高いWM容量小群
（韓，2016）に比べ，発話する際，心内辞書からレンマ
情報をより検索しやすくなることが推察できる。よって，
流暢性の伸びについて，シャドーイングがリピーティン
グよりも大きく（仮説 2-1），シャドーイングにおいて
WM容量大群が小群よりもその伸びが大きいであろう
（仮説 2-2）。
正確性の伸びについて述べる。リピーティングは，

WM容量の大小にかかわらず，意味処理ルートを経由す
る必要があるため，発話の言語化処理におけるレンマの
検索および表層構造の形成を促進すると考えられる。た
だし，WM容量が小さい場合，意味処理が不完全なまま
復唱することが考えられる（毛，2018）。前述したように，
シャドーイングは，WM容量が大きい場合，発話の音韻符
号化と統語符号化を促進する可能性があるため，正確性
の伸びに関しては，WM容量大群において，シャドーイン
グとリピーティングの間に差がみられないが（仮説 3-1），
WM容量小群において，リピーティングのほうがシャドー
イングよりも，その伸びが大きいであろう（仮説 3-2）。な
お，複雑性については，言語化処理におけるレンマの検
索と表層構造の形成にかかわるため，基本的に正確性の
伸びと同じ傾向にあると予測する。ただし，学習者が発話
する際，流暢性と正確性に焦点を当てるがゆえに，複雑性
に配分できる処理資源が少なくなり（Foster & Skehan，
1996），シャドーイングとリピーティングの複雑性の伸び
について差がみられないことが考えられる（仮説 4）。

４．方法

4.1　実験参加者
中国国内にある大学の日本語学科に在籍する大学 3年
生 37 名（男性 8名，女性 29 名）であった。日本での滞
在経験をもつ参加者はいなかった。全員が日本語能力試
験 N1 の受験を目指しており，日本語の習熟度は N2（中
級）程度であると判断した。

̶  47  ̶

シャドーイングとリピーティングが中国語を母語とする中級日本語学習者の発話成績に及ぼす効果

4.2　実験計画
2（課題：シャドーイング，リピーティング）× 2（WM

容量：大，小）の 2要因計画であった。第 1の要因は参
加者内要因であり，第 2の要因は参加者間要因であった。

4.3　実験材料
本研究は初級学習者用の『新・毎日の聞き取り 50 日

（上）』（宮城・太田・柴田・牧野・三井，2016）と『み
んなの日本語　初級 II  初級で読めるトピック 25』（牧野・
澤田・重川・田中・水野，2016）から 6つの文章を選出し，
3つごとに分けて材料 1と材料 2のように作成した。作
成の際，語彙の難易度，文法の難易度，文の数，文ごと
の語彙数などが2つの材料で等質となるように配慮した。
単語の難易度を判別できるシステムのリーディングチュ
ウ太による査定を行った結果，単語の難易度はいずれの
文章も「とてもやさしい」であり，日本語能力試験 N1
に相当する語彙はなかった。また，実験に使用する文章
中の文法は，全て N3 以下であった。実験材料の文章は，
関東方言話者の日本人女性により録音された。実験材料
の一部を表 1に示す。

WM容量の測定は，松見・福田・古本・邱（2009）が
開発・標準化した日本語学習者用のリスニングスパンテ
スト（listening span test：以下，LST）を用いた。参加
者は，2文条件から 5文条件までの各セットにおいて，1
文ずつ聴覚呈示される日本語文の真偽判断を行い，全て

の文が呈示された後，各文の先頭の単語を筆記再生する
ことが求められた。

4.4　装置
実験では，パーソナルコンピュータ（Apple MacBook 

Pro）と周辺機器，ICレコーダーを用いた。

4.5　手続き
実験は LSTを集団形式で行う以外，全て個別形式で実

施した。まず，視聴覚教室で LSTを実施した。次に，シャ
ドーイング課題もしくはリピーティング課題を遂行させ
た。具体的には，事前発話テストを課してから，文章ご
とにシャドーイングもしくはリピーティングを 2分間遂
行させ，その後，内容をそのまま口頭再生するように求
め，事後発話テストを課した。発話テストについて，学
習効果を避けるために，課題文章と異なる内容のテーマ
を 4つ用意した。事前と事後で異なるテーマの課題をそ
れぞれ設定して，2ペアに分けた（表 2）。また，2ペア
で類似しているテーマを用いて，両課題の間でカウン
ターバランスを取りながら実施した。実施する際，発話
内容の計画時間を 1分間，発話時間を 2分間とし，時間
を統制した。なお，課題の実施順序と材料の内容による
影響を排除するため，両課題の実施間隔を 1日とし，実
施順序および使用材料の組み合わせについても，カウン
ターバランスを取った。両課題の実施手順を図 3に示す。

表 1　シャドーイングとリピーティングの課題材料（一部）

材料1

の

文章1

毎日の生活で誰にもできて健康にいい習慣があります。

毎日鏡を見て笑うと，気分が良くなり，病気にかかりにくいです。

寝る前に足の裏を押すと，よく寝られます。

材料2

の

文章1

自動販売機はボタンを押せば，簡単に飲み物などが買えるものです。

いつでも使うことができるので便利ですが，問題もあるそうです。

街の美しさを壊し，ゴミが増えるという人がいます。

表 2　発話テストのテーマ

事前テスト 事後テスト

ペア1 ゴミを減らすためにどんなことを

すればいいと思いますか。

あなたが観光地で迷惑だと思うの

はどんなことですか。

ペア2 空気の質を改善するためにどんな

ことをすればいいと思いますか。

あなたが駅や電車で迷惑だと思う

のはどんなことですか。

図 3　シャドーイングとリピーティング課題の実施手順
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５．結果

5.1　リスニングスパンテスト
LSTの成績は，正解である最大の文数によって算出され

た。その結果，LSTの平均得点（M）は 24.35 点（42点満
点）であり，標準偏差（SD）は 8.25 であった。LSTの得
点が 25.0 点以上の参加者 19名をWM容量大群（M=30.89，
SD=4.69），24.0 点以下の参加者 18 名をWM容量小群
（M=17.44，SD=4.74）としてグループ分けを行った。LST

の得点について t検定を行った結果（本研究では，有意水
準を全て 5％とした），WM容量大群とWM容量小群の間
に有意な差がみられた（t（35）= 8.67, p< .001, r= .83）。

5.2　正再生率について
口頭自由再生の正再生率を求めるため，以下の算出方
法を採用した。まず，日本語形態素解析システムWeb茶
まめを利用して，材料 1と材料 2の各文について，形態
素に区切った。次に，録音された再生内容を文字化し，同
じように形態素別に区切った。材料 1と材料 2のそれぞ
れ全形態素に占める正再生形態素数の割合を，正再生率
として算出した。そして，2（課題：シャドーイング，リピー
ティング）× 2（WM容量：大群，小群）の 2要因分散分
析を行った結果，WM容量の主効果（F（1,35）= 10.75, p= 

.002, η2= .15）が有意であった。これは課題にかかわらず，
WM容量の大群が小群より正再生率が高いことを示す。
課題の主効果（F（1,35）= 0.35, p= .560, η2< .01），および
課題× WM容量の交互作用（F（1,35）= 0.003, p= .958, 
η2< .01）は有意ではなかった。正再生率と発話成績の各
指標の平均得点と標準偏差を表 3に示す。

5.3　発話成績について
5.3.1　発話成績の評価方法

発話成績は流暢性，正確性，複雑性という 3つの要素
から評価した。先行研究を参考とし，本実験の目的に即
して，次のような評価方法を用いた。
事前・事後テストで録音された音声を実験者 1名が文
字化し，日本語母語話者 1名がそれを確認した。また，
言い返しや言い直しなどを排除したデータを AS-unitご
とに分けた。AS-unitは，一人の発話者が発した従属節

を含む独立節あるいは従属節単位であり，統語的な基準
として発話分析のために作られたユニットである
（Foster，Tonkyn, & Wigglesworth，2000）。本研究での「節」
の認定については，基本的に益岡（1997）による従属節
の分類に準拠したが，補足節が省略されると意思伝達が
不十分になる（日本語記述文法研究会，2008）場合は，
従属節としてカウントしなかった。AS-unitと節の分類
に関する一致率については，実験者 1名と日本語母語話
者 1名が，それぞれ全体の 3分の 1の同一データについ
て評価した結果から算出した。一致率は 85％であった。
したがって，残りの 3分の 2のデータは，実験者 1名が，
あらかじめ設定・合意された基準に基づいて評価した。
流暢性，正確性，複雑性という 3要素について，本研
究上の定義に沿って測定した。流暢性は速さを指標とし
て算出した。ただし，日本語の音韻的長さを示す最も基
本的な単位はモーラであるため（窪薗，1998），1秒あた
りのモーラ数で流暢性を求めた。正確性は，1AS-unitあ
たりの誤用数や誤用のない AS-unitの割合という測定法
がある（桜木，2011）が，中級学習者の発話データには，
誤用のない AS-unit数が 0になった場合も多数存在する
ため，本研究では，1AS-unitあたりの誤用数を用いて正
確性を示した。なお，繰り返された誤用の影響を排除す
るため，1つのデータの中に同じ誤用が繰り返し現れて
も，1回のみカウントした。全てのデータについて，実
験者 1名と日本語母語話者 1名がそれぞれ評価し，不一
致点については協議を経て一致率が 90％以上になった上
で，実験者 1名が改めて評価した。複雑性は，1AS-unit

あたりの節数を指標として算出した。
5.3.2　流暢性の伸びについて

事後テストの流暢性得点から事前テストの流暢性得点を
減算した流暢性の伸びについて，2（課題：シャドーイング，
リピーティング）×2（WM容量：大群，小群）の 2要因
分散分析を行った。その結果，WM容量の主効果（F（1,35）
= 1.58, p= .217, η2= .03）と課題の主効果（F（1,35）= 2.07, 
p= .159, η2= .02）は，いずれも有意ではなかった。ただし，
課題×WM容量の交互作用が有意であった（F（1, 35）= 

4.19, p= .048, η2= .04）。試みに単純主効果の検定を行った
結果，WM容量大群において，シャドーイングのほうがリ
ピーティングよりも流暢性の伸びが大きかった（F（1,35）

表 3　正再生率と発話成績の各指標の平均得点（括弧内は標準偏差）

正再生率

0.62（0.11）

0.51（0.15）

0.61（0.14）

0.49（0.14）

流暢性の伸び

0.35（0.46）

0.03（0.44）

0.04（0.42）

0.08（0.33）

正確性の伸び

0.03（0.71）

-0.15（1.00）

-0.11（0.64）

-0.38（1.10）

複雑性の伸び

-0.14（0.39）

-0.21（0.51）

-0.19（0.51）

-0.39（0.98）

シャドーイング
WM容量大群

WM容量小群

リピーティング
WM容量大群

WM容量小群
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５．結果

5.1　リスニングスパンテスト
LSTの成績は，正解である最大の文数によって算出され

た。その結果，LSTの平均得点（M）は 24.35 点（42点満
点）であり，標準偏差（SD）は 8.25 であった。LSTの得
点が 25.0 点以上の参加者 19名をWM容量大群（M=30.89，
SD=4.69），24.0 点以下の参加者 18 名をWM容量小群
（M=17.44，SD=4.74）としてグループ分けを行った。LST

の得点について t検定を行った結果（本研究では，有意水
準を全て 5％とした），WM容量大群とWM容量小群の間
に有意な差がみられた（t（35）= 8.67, p< .001, r= .83）。

5.2　正再生率について
口頭自由再生の正再生率を求めるため，以下の算出方
法を採用した。まず，日本語形態素解析システムWeb茶
まめを利用して，材料 1と材料 2の各文について，形態
素に区切った。次に，録音された再生内容を文字化し，同
じように形態素別に区切った。材料 1と材料 2のそれぞ
れ全形態素に占める正再生形態素数の割合を，正再生率
として算出した。そして，2（課題：シャドーイング，リピー
ティング）× 2（WM容量：大群，小群）の 2要因分散分
析を行った結果，WM容量の主効果（F（1,35）= 10.75, p= 

.002, η2= .15）が有意であった。これは課題にかかわらず，
WM容量の大群が小群より正再生率が高いことを示す。
課題の主効果（F（1,35）= 0.35, p= .560, η2< .01），および
課題× WM容量の交互作用（F（1,35）= 0.003, p= .958, 
η2< .01）は有意ではなかった。正再生率と発話成績の各
指標の平均得点と標準偏差を表 3に示す。

5.3　発話成績について
5.3.1　発話成績の評価方法

発話成績は流暢性，正確性，複雑性という 3つの要素
から評価した。先行研究を参考とし，本実験の目的に即
して，次のような評価方法を用いた。
事前・事後テストで録音された音声を実験者 1名が文
字化し，日本語母語話者 1名がそれを確認した。また，
言い返しや言い直しなどを排除したデータを AS-unitご
とに分けた。AS-unitは，一人の発話者が発した従属節

を含む独立節あるいは従属節単位であり，統語的な基準
として発話分析のために作られたユニットである
（Foster，Tonkyn, & Wigglesworth，2000）。本研究での「節」
の認定については，基本的に益岡（1997）による従属節
の分類に準拠したが，補足節が省略されると意思伝達が
不十分になる（日本語記述文法研究会，2008）場合は，
従属節としてカウントしなかった。AS-unitと節の分類
に関する一致率については，実験者 1名と日本語母語話
者 1名が，それぞれ全体の 3分の 1の同一データについ
て評価した結果から算出した。一致率は 85％であった。
したがって，残りの 3分の 2のデータは，実験者 1名が，
あらかじめ設定・合意された基準に基づいて評価した。
流暢性，正確性，複雑性という 3要素について，本研
究上の定義に沿って測定した。流暢性は速さを指標とし
て算出した。ただし，日本語の音韻的長さを示す最も基
本的な単位はモーラであるため（窪薗，1998），1秒あた
りのモーラ数で流暢性を求めた。正確性は，1AS-unitあ
たりの誤用数や誤用のない AS-unitの割合という測定法
がある（桜木，2011）が，中級学習者の発話データには，
誤用のない AS-unit数が 0になった場合も多数存在する
ため，本研究では，1AS-unitあたりの誤用数を用いて正
確性を示した。なお，繰り返された誤用の影響を排除す
るため，1つのデータの中に同じ誤用が繰り返し現れて
も，1回のみカウントした。全てのデータについて，実
験者 1名と日本語母語話者 1名がそれぞれ評価し，不一
致点については協議を経て一致率が 90％以上になった上
で，実験者 1名が改めて評価した。複雑性は，1AS-unit

あたりの節数を指標として算出した。
5.3.2　流暢性の伸びについて

事後テストの流暢性得点から事前テストの流暢性得点を
減算した流暢性の伸びについて，2（課題：シャドーイング，
リピーティング）×2（WM容量：大群，小群）の 2要因
分散分析を行った。その結果，WM容量の主効果（F（1,35）
= 1.58, p= .217, η2= .03）と課題の主効果（F（1,35）= 2.07, 
p= .159, η2= .02）は，いずれも有意ではなかった。ただし，
課題×WM容量の交互作用が有意であった（F（1, 35）= 

4.19, p= .048, η2= .04）。試みに単純主効果の検定を行った
結果，WM容量大群において，シャドーイングのほうがリ
ピーティングよりも流暢性の伸びが大きかった（F（1,35）

表 3　正再生率と発話成績の各指標の平均得点（括弧内は標準偏差）

正再生率

0.62（0.11）

0.51（0.15）

0.61（0.14）

0.49（0.14）

流暢性の伸び

0.35（0.46）

0.03（0.44）

0.04（0.42）

0.08（0.33）

正確性の伸び

0.03（0.71）

-0.15（1.00）

-0.11（0.64）

-0.38（1.10）

複雑性の伸び

-0.14（0.39）

-0.21（0.51）

-0.19（0.51）

-0.39（0.98）

シャドーイング
WM容量大群

WM容量小群

リピーティング
WM容量大群

WM容量小群
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シャドーイングとリピーティングが中国語を母語とする中級日本語学習者の発話成績に及ぼす効果

= 6.08, p= .019, η2= .06）。また，シャドーイングの場合，
WM容量大群が WM容量小群より流暢性の伸びが大き
かった（F（1,35）= 5.09, p= .027, η2= .07）。
5.3.3　正確性の伸びについて

事後テストの正確性得点から事前テストの正確性得点を
減算した正確性の伸びについて，2（課題：シャドーイング，
リピーティング）×2（WM容量：大群，小群）の 2要因
分散分析を行った。その結果，WM容量の主効果（F（1,35）
= 1.26, p= .270, η2= .02）と課題の主効果（F（1,35）= 0.80, 
p= .377, η2= .01），および課題× WM容量の交互作用
（F（1, 35）= 0.05, p= .827, η2< .01）は，いずれも有意で
はなかった。
5.3.4　複雑性の伸びについて
事後テストの複雑性得点から事前テストの複雑性得点を

減算した複雑性の伸びについて，2（課題：シャドーイング，
リピーティング）×2（WM容量：大群，小群）の 2要因
分散分析を行った。その結果，WM容量の主効果（F（1,35）
= 0.71, p= .406, η2= .01）と課題の主効果（F（1,35）= 0.78, 
p= .383, η2= .01），および課題× WM容量の交互作用
（F（1, 35）= 0.28, p= .598, η2< .01）は，いずれも有意で
はなかった。

６．考察

正再生率において，WM容量大群が小群よりも正再生
率が高かったことから，仮説 1-1 が支持された。WM容
量の大きい学習者は，シャドーイングをする際，統語的
処理や意味表象の構築という深い水準の意味処理を行う
ことができるが，WM容量の小さい学習者は単語の意味
処理にとどまる可能性が高い（韓，2016）。そのため，
WM容量の大きい学習者は，シャドーイングをする際，
WM容量の小さい学習者よりも，記憶痕跡が深くなった
と考えられる。また，リピーティングする際， WM容量
の大きい学習者はWM容量の小さい学習者よりも，効率
よく意味処理と保持ができる（毛，2018）。そのため，
情報保持に配分できる処理資源が多く，記憶成績が高く
なったと考えられる。一方，シャドーイングとリピーティ
ングの間に正再生率による差がみられなかったため，仮
説 1-2 は支持されなかった。WM容量の小さい学習者は，
材料文に対して不完全な意味処理を行ったままリピー
ティングを遂行する（毛，2018）。したがって，意味情
報の記憶痕跡が弱く，原文の再生がシャドーイングと同
じ程度に難しくなると考えられる。
発話の流暢性について，WM容量大群において，シャ
ドーイングのほうがリピーティングよりも伸びが大き
かったことから，仮説 2-1 が部分的に支持された。また，
シャドーイングにおいて，WM容量大群がWM容量小群
より流暢性の伸びが大きかったことから，仮説 2-2 が支

持された。シャドーイングを遂行する際は，音韻段階の
復唱ルートを経由するため，単語の発音の変化を区別す
る音韻情報が活性化され，発話の言語化処理における表
層構造の音韻符号化がより迅速になると考えられる。そ
れに対し，リピーティングを遂行する際は，入力された
情報を出力するまでの保持時間が長く，長期記憶に転送
するための意味処理が必要である。リピーティングは，
発話の言語化処理におけるレンマの検索および表層形式
の形成を促進する可能性があるが，迅速に音韻符号化す
る必要性が低いため，シャドーイングより発話の流暢性
を伸ばす効果が小さいと考えられる。また，シャドーイ
ングの場合，WM容量の大きい学習者は，より深い水準
の意味処理ができる（韓，2016）。そのため，心内辞書
にあるレンマ情報が活性化され，発話の言語化処理にお
いてレンマの検索および表層構造の形成が促進されたと
推察される。よって，シャドーイングを先行課題として
遂行することで，WM容量の大きい学習者は，発話の言
語化処理におけるレンマおよび音韻情報が比較的容易に
活性化できるようになるため，より迅速的にレンマを検
索し，表層構造を作り，さらに音韻符号化する傾向が強
くなると言える。
発話の正確性の伸びについては，課題の主効果および
課題×WM容量の交互作用の主効果がみられなかったた
め，仮説 3-1 は部分的に支持されたが，仮説 3-2 は支持
されなかった。この結果から，正確性の伸びはWM容量
の大小とあまりかかわりがないことがわかった。また，
短時間にもかかわらず，シャドーイングとリピーティン
グは発話の統語符号化に及ぼす効果がほぼ同程度である
と考えられる。
発話の複雑性の伸びについては，課題の主効果はみら
れなかったことから，仮説 4が支持された。この結果は，
複雑性は正確性との間にトレードオフが生じるという指
摘（Foster & Skehan, 1996）と一致する。リピーティン
グは発話の言語形式化に対して機能し，より複雑な表現
を生み出すことに有効であるとも考えられるが，複雑性
には発話中の注意資源の配分がかかわることが多い
（Skehan & Foster，1999）。そのため，正確性に過度な注
意を払うと，複雑性に注意を向ける余裕が少なくなると
推測される。本実験のシャドーイングとリピーティング
では，いずれにおいても，複雑性に対する効果は明確で
はなかった。よって，中級学習者の意思伝達を目的とす
る発話においては，うまくコントロールできない複雑な
言語表現を避け，流暢性と正確性を優先することが有益
であると考えられる。
正再生率と正確性と複雑性の結果を総合すると，シャ
ドーイングとリピーティングは，課題材料について同程
度に意味処理を行い，情報を保持できたため，発話の統
語符号化に与える効果に差が生じなかったと言える。た



̶  50  ̶

だし，正再生率と流暢性の結果を踏まえると，シャドー
イングとリピーティングはそれぞれ異なる復唱ルートを
経由するため，発話の言語化処理に与える影響が異なる
ことがわかった。つまり，WM容量の大きい学習者がシャ
ドーイングを遂行する際は，音韻を復唱しながらより深
い水準の意味処理も遂行できるため，発話の言語化処理
におけるレンマの検索，表層構造の形成および音韻符号
化という一連の作業が迅速になり，流暢に発話すること
ができたと解釈される。

７．おわりに

本研究では，中国語を母語とする中級日本語学習者を
対象に，シャドーイングの練習が発話成績（流暢性・正
確性・複雑性）に与える効果について，リピーティング
との比較を通して実験的に検討した。そして，その効果
が学習者のWM容量の大小によってどのように異なるか
についても検討した。
本研究の結果から，WM容量の大きい日本語学習者に
とって，練習法としてのシャドーイングは，発話の音韻
符号化を促し，流暢性を伸ばすのに有効な先行学習であ
ることが示唆された。中級日本語学習者の発話の流暢性
を改善するためには，教師による学習者のWM容量の大
小の把握と，それに応じたシャドーイングまたはリピー
ティングの導入を，短い期間であっても計画することが
重要であろう。ただし，どのように発話の統語符号化を
促進し，正確性や複雑性を向上させるかについては，さ
らに厳密かつ詳細な実験的検討を行う必要がある。その
ような実験を行う際，シャドーイングやリピーティング
の具体的な実施方法に関して，本研究が採用しなかった
別の条件を，設定する必要があろう。

注
（1）レンマは，語義の情報や文法的な情報を内含する抽象的な
概念であり，発音の情報は含まれない。
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在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク
―対人関係の構造を探索する事例的研究―

Social Support Network of Japanese Students in France:

A Case Study of the Structure of Interpersonal Relationships
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要　　旨

　本研究では，6名の在フランス日本人留学生に質問紙調査および半構造化面接を行い，フランス滞在中
の対人関係について尋ね，ソーシャル・サポート・ネットワークの構造を探索した。彼らの対人関係形
成の様相を把握することで，適応支援への示唆を得ることができる。ネットワーク構成員の中心は同国
人とフランス人であった。サポート機能には緩やかな分化がみられ，同国人からは勉強，励まし，楽し
み，フランス人からは言語や文化，他の留学生からは物や情報のサポートが期待できるとみられていた。
留学 1か月後から半年後にかけて，ネットワークは次第に充実していき、総じて関係の満足度は高いが，
フランス人とはやや満足度の低い関係も含まれた。現地フランス人と知り合いになることは難しくない
が，より親交の深い関係を育てるにはフランス文化で有用な対人的スキルが望まれよう。
［キーワード：在仏日本人留学生，ソーシャル・サポート，ネットワーク構成員，異文化間対人関係形成］

Abstract

Six Japanese students in France participated in a semi-structured interview and questionnaire survey 

including questions about their interpersonal relationships in France. In this study, the structure of their social 

support network was investigated to understand their formation of relationships while studying abroad and to 

consider available support for their cross-cultural adaptation. This study found that the social support networks 

were mainly composed of Japanese and French people. Social support resources were slightly differentiated; 

French network members tended to provide language and culture support, Japanese network members tended to 

provide study, emotional and recreational support, and other nationality students tended to provide material and 

information support. Their networks gradually developed over six months after coming to France. They tended 

to be satisfied with their relations, however some relations with French people were not very satisfactory ones. 

Informants did not have much difficulty in making French acquaintances, but it was a harder task to make the 

relationship deeper using their cross-cultural social skills.  

［Key words: Japanese students in France, social support, network member, cross-cultural interpersonal 

relationship］

１．はじめに

近年，日本では日本人留学生の送り出しに力を入れて
いる。文部科学省は，2020 年までに日本人留学生の倍増
をめざし，留学促進キャンペーン「トビタテ！留学
JAPAN」が開始された。この支援を受けて留学する日本
人学生は増加している（文部科学省，2019）。2016 年に

フランスに留学した日本人は 1,659 人で，海外日本人留
学者数全体の 7 番目に位置する（文部科学省，2019）。
また，フランスに在留する邦人数は，留学生を含め約 3.8
万人にのぼる（外務省政策課，2015）。
フランスの留学事情の方をみると，1998 年に留学生受
け入れ促進機関エデュフランスを設置して以降，留学生
が急増して，2005 年には高等教育の留学生率が 14％を
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超えており，アフリカのフランス語圏からの留学生が約
半数を占めるものの，近年は中南米やアジアとの関係も
強化されてきている（文部科学省，2019）。2015 年の時
点では，モロッコ，中国，アルジェリアが上位 3位と報
告されている（THE LOCAL, 2018）。2013 年には留学生
が 295,084 名で世界第 3位の受け入れ国という実績を持
つが，さらに増加を目指しているという（UP UPDATE, 

2019）。グローバル化の波の中で，日本からの留学生は，
日本からもフランスからも増加方向へ期待されている。
フランス留学を経験した日本人学生は，在仏経験自体
を高く評価する傾向があるとされる（夛田，2011，2012）。
留学によってフランス語学習の動機付けを高める者も少
なくない（茂木，2016）。しかし，在仏日本人の適応につ
いての面接調査では，留学生を含む仏語・仏文化習得者
は語学力や援助の欠損，帰国後の不安定な進路から，精
神医学的問題を抱えることが指摘されている（渡辺・小林・
森山・植本・稲村，1984）。矢野（2017）では，在仏日本
人の生活を聞き取る中で，言語の不便さや文化差による
苦労，個人主義への違和感などが挙げられており，ここ
にも異文化滞在の困難があることは想像に難くない。
異文化滞在にカルチャー・ショックが伴うことはよく
知られている。それは「異文化との接触において生ずる
心理的反応の状態」であり，軽度の困惑から病的な症状
（パニック感や精神的障害）を生じさせるものまで様々
である（近藤，1981，pp.64）。こういった不適応状態を
避ける解決策として，現地でのソーシャル・サポートの
獲得があげられる。一般にソーシャル・サポートにはス
トレス緩衝という心理的効果があることが知られるが，
ほかにも慣れない環境で健康的に生活して勉学に励む必
要のある留学生にとって，周囲の人々からの援助は直接
的な問題の解決につながる利点がある。特にホストとの
関係をもつことは，日々の課題の達成や社会的困難の減
少を促し，社会文化的適応の困難を減少させるという
（Ward & Kennedy, 1994）。
ただし実際の対人関係形成をみると，ホストとの親密
化は困難といわれる。例えば留学生受け入れの歴史の長
い英国でも，在英外国人留学生のうち英国人の友人を持
つ者は 5人に 1人弱で，そのつきあい方は言語や学業の
助けが主であった（Furnham & Bochner, 1982）。留学大
国といわれるアメリカでも留学生とホストとの個人的接
触は限定的であるとされ（Kleinburg & Hull, 1979），日本
でも坪井（1999）ほかが留学生と日本人との関係形成の
困難さを指摘している。
以上のように量的な横断調査では否定的な傾向が報告
されるが，細かくみると個別性が見いだされ，関係形成
がうまく進むケースも認められる。高浜・西村・田中
（2012）では在米日本人留学生のソーシャル・サポート
供給源を分析して，多機能を担う単独支援者を持つ集約

型，支援ニーズにあわせて支援者が分化する課題特定型，
サポートが少ないまま忍耐する希薄型の 3タイプを見い
だし，サポートを享受し活用する場合があることを報告
している。鉄川・田中（2017）では，在米日本人留学生
の友人関係形成を調べたところ初期は文化の違い，後に
友人観の影響が濃く反映されるとして，個人差を指摘し
ている。こう考えると，個別事例に基づいて対人関係の
構造を探る視点は有用といえるだろう。
フランスに留学する日本人学生を対象に，彼らを取り
巻く対人関係に焦点を当て，そのソーシャル・サポート
について個別の事例を詳細に把握することは，意義深い
ことと考えられる。

２．本研究の目的

本研究の目的は，在フランス日本人留学生が現地で築
いたソーシャル・サポート・ネットワークについて探索
することである。在フランス日本人留学生の傾向を探る
とともに，個別の事例を詳細に見ていくことで，適応支
援への示唆を得たい。本研究を，日本人留学生がフラン
スで知己を得て，人との繋がりを資源として活用しなが
ら留学生活を滑らかに進めていけるよう，異文化適応の
理解と支援への一助となる初段階の探索的な事例研究と
位置付ける。

３．方法

3.1　調査協力者
フランスの南西部にある中心的な都市にある大学に在
籍している日本人留学生 6名（男性 3名，女性 3名）で
ある。6名全員が日本生まれ日本育ちである。インフォー
マントの概略を表 1に示した。フランス語力は初級から
中級の交換留学生で，学部 3年から 4 年次に該当し，4
人中 3人は日本でフランス人と交流した経験を持つ。

3.2　調査時期
フランス南西部の中心的な都市で調査を行った。イン
フォーマント A～ Dさんに対しては，2回調査を行った。
1回目は渡仏 1ヶ月後の 2014 年 10 月（以下，第 1期）で，
2回目は半年後 2015 年 3 月（以下，第 2期）に行った。
インフォーマント Eさんと Fさんは，1度のみ，第 2期
の時期に調査を行った。調査時期がずれてしまった理由
は，縁故法によるインフォーマント確保の際に，紹介に
時間を要する場合があったためである。

3.3　手続き
縁故法を用いて，在フランス日本人留学生に協力を依
頼した。フランスでの留学生活について尋ねる調査の中
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超えており，アフリカのフランス語圏からの留学生が約
半数を占めるものの，近年は中南米やアジアとの関係も
強化されてきている（文部科学省，2019）。2015 年の時
点では，モロッコ，中国，アルジェリアが上位 3位と報
告されている（THE LOCAL, 2018）。2013 年には留学生
が 295,084 名で世界第 3位の受け入れ国という実績を持
つが，さらに増加を目指しているという（UP UPDATE, 

2019）。グローバル化の波の中で，日本からの留学生は，
日本からもフランスからも増加方向へ期待されている。
フランス留学を経験した日本人学生は，在仏経験自体
を高く評価する傾向があるとされる（夛田，2011，2012）。
留学によってフランス語学習の動機付けを高める者も少
なくない（茂木，2016）。しかし，在仏日本人の適応につ
いての面接調査では，留学生を含む仏語・仏文化習得者
は語学力や援助の欠損，帰国後の不安定な進路から，精
神医学的問題を抱えることが指摘されている（渡辺・小林・
森山・植本・稲村，1984）。矢野（2017）では，在仏日本
人の生活を聞き取る中で，言語の不便さや文化差による
苦労，個人主義への違和感などが挙げられており，ここ
にも異文化滞在の困難があることは想像に難くない。
異文化滞在にカルチャー・ショックが伴うことはよく
知られている。それは「異文化との接触において生ずる
心理的反応の状態」であり，軽度の困惑から病的な症状
（パニック感や精神的障害）を生じさせるものまで様々
である（近藤，1981，pp.64）。こういった不適応状態を
避ける解決策として，現地でのソーシャル・サポートの
獲得があげられる。一般にソーシャル・サポートにはス
トレス緩衝という心理的効果があることが知られるが，
ほかにも慣れない環境で健康的に生活して勉学に励む必
要のある留学生にとって，周囲の人々からの援助は直接
的な問題の解決につながる利点がある。特にホストとの
関係をもつことは，日々の課題の達成や社会的困難の減
少を促し，社会文化的適応の困難を減少させるという
（Ward & Kennedy, 1994）。
ただし実際の対人関係形成をみると，ホストとの親密
化は困難といわれる。例えば留学生受け入れの歴史の長
い英国でも，在英外国人留学生のうち英国人の友人を持
つ者は 5人に 1人弱で，そのつきあい方は言語や学業の
助けが主であった（Furnham & Bochner, 1982）。留学大
国といわれるアメリカでも留学生とホストとの個人的接
触は限定的であるとされ（Kleinburg & Hull, 1979），日本
でも坪井（1999）ほかが留学生と日本人との関係形成の
困難さを指摘している。
以上のように量的な横断調査では否定的な傾向が報告
されるが，細かくみると個別性が見いだされ，関係形成
がうまく進むケースも認められる。高浜・西村・田中
（2012）では在米日本人留学生のソーシャル・サポート
供給源を分析して，多機能を担う単独支援者を持つ集約

型，支援ニーズにあわせて支援者が分化する課題特定型，
サポートが少ないまま忍耐する希薄型の 3タイプを見い
だし，サポートを享受し活用する場合があることを報告
している。鉄川・田中（2017）では，在米日本人留学生
の友人関係形成を調べたところ初期は文化の違い，後に
友人観の影響が濃く反映されるとして，個人差を指摘し
ている。こう考えると，個別事例に基づいて対人関係の
構造を探る視点は有用といえるだろう。
フランスに留学する日本人学生を対象に，彼らを取り
巻く対人関係に焦点を当て，そのソーシャル・サポート
について個別の事例を詳細に把握することは，意義深い
ことと考えられる。

２．本研究の目的

本研究の目的は，在フランス日本人留学生が現地で築
いたソーシャル・サポート・ネットワークについて探索
することである。在フランス日本人留学生の傾向を探る
とともに，個別の事例を詳細に見ていくことで，適応支
援への示唆を得たい。本研究を，日本人留学生がフラン
スで知己を得て，人との繋がりを資源として活用しなが
ら留学生活を滑らかに進めていけるよう，異文化適応の
理解と支援への一助となる初段階の探索的な事例研究と
位置付ける。

３．方法

3.1　調査協力者
フランスの南西部にある中心的な都市にある大学に在
籍している日本人留学生 6名（男性 3名，女性 3名）で
ある。6名全員が日本生まれ日本育ちである。インフォー
マントの概略を表 1に示した。フランス語力は初級から
中級の交換留学生で，学部 3年から 4 年次に該当し，4
人中 3人は日本でフランス人と交流した経験を持つ。

3.2　調査時期
フランス南西部の中心的な都市で調査を行った。イン
フォーマント A～ Dさんに対しては，2回調査を行った。
1回目は渡仏 1ヶ月後の 2014 年 10 月（以下，第 1期）で，
2回目は半年後 2015 年 3 月（以下，第 2期）に行った。
インフォーマント Eさんと Fさんは，1度のみ，第 2期
の時期に調査を行った。調査時期がずれてしまった理由
は，縁故法によるインフォーマント確保の際に，紹介に
時間を要する場合があったためである。

3.3　手続き
縁故法を用いて，在フランス日本人留学生に協力を依
頼した。フランスでの留学生活について尋ねる調査の中
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在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク

で，今回はフランスでの友人や知人から成るソーシャル・
サポート・ネットワークに関する質問紙調査と半構造化
面接の情報を分析した。インフォーマントに研究の目的
と方法を説明し，調査協力の承諾を得て，プライバシー
の保護を確約した。研究依頼の際に質問紙を手渡し，面
接調査当日に回答して持ってくるよう依頼した。その質
問紙用紙の回答に沿って，詳しく聞き取っていく面接調
査を行った。
面接は，一人あたり約 30 分行われた。属性について
尋ねた後，ソーシャル・サポート・ネットワークについ
て聞いていった。了承を得て語りを ICレコーダーに録
音し，逐語録を作成して分析に用いた。

3.4　質問紙の構成
3.4.1　属性項目

年齢，性別，学籍，専攻，学年，留学のステータス，
留学予定期間，フランスに到着した時期，フランス語学
習歴，フランス語力，英語力，海外滞在経験，留学の目的，
フランス人の友達がほしいかどうか，日本でのフランス
人との交流，について尋ねた（表 1）。
3.4.2　 ソーシャル・サポート・ネットワークの構成員に

関する項目

田中（2000）にならい，「フランスで，あなたにとっ
て大切な関わりのある人には，どんな人がいますか。主
な関係を最大 10 人，思いつくだけあげてください。そ
して，その人についてあてはまる番号に✓をつけてくだ
さい」と尋ね，10 人を上限に思い浮かんだ人の分だけ回
答欄に記入してもらった。
上記で挙げられた人たちについて，性別（①男　②女），
年齢（① 10 代以下　② 20 代　③ 30 代　④ 40 代以上），
国籍（①同国人　②他の外国人　③フランス人），エク
イティ（自分と相手とどちらがより頼りにしているか：
①自分　②ほぼ同じ　③相手），接触頻度（①毎日　②
週一回以上　③月一回以上　④ 3か月に一回以上　⑤そ

れ以下），関係の満足度（①たいへん満足　②やや満足
③やや不満足　④たいへん不満足），主な接触方法（①
直接会う　②電話　③メール　④ SNS　⑤その他）を尋
ねた。回答者との関係については，①指導教員　②同じ
研究室の人　③チューターの学生　④大学教職員　⑤学
生　⑥ホストファミリー　⑦同居家族　⑧親戚　⑨他の
友人・知人に分けて尋ねた。
ソーシャル・サポートについては，「次のことの助けを
期待できるか」と尋ね，1）フランス語サポート，2）フラ
ンス文化サポート，3）勉強サポート，4）相談・励ましサ
ポート，5）一緒に楽しむ・出かけるサポート，6）物・
お金サポート，7）生活の情報サポートの 7種類のサポー
トについて，①できる，②どちらともいえない，③でき
ない，で評価してもらった。

3.5　分析方法
ソーシャル・サポート・ネットワークについて，第 2
期の時点における様相をクロス集計にまとめた。そして
第 1期と第 2期の 2時点で調査できた A～ Dさんに関し
ては，来日1ヶ月から半年後までのソーシャル・サポート・
ネットワークメンバーの増減をまとめた。

４．結果

4.1　ネットワークの構成員
フランス留学の半年経過時点で構築された対人関係の
概略は，以下のとおり。ネットワーク構成員の人数は合
計 58 人，一人あたり平均 9.67（SD=0.82）人であった。
構成員の国籍別に，性別，同異性，年齢，関係，エクイティ，
接触頻度，主な接し方とのクロス集計を行った結果を表
2に示す。
国籍構成をみると，日本人が 43.1％と最多だが，フラ
ンス人が 39.7％と続き，他の外国人は 17.2％であった。
日本人とフランス人が関係の主体となっている。相手の

表 1　インフォーマントの概略

名前 年齢 性別 学籍 専攻 学年 留学のステータス 留学予定期間 フランスに
到着した時期

Aさん 23 女 学部 文科系 4年生 交換留学生 '14年9月～'15年8月 2014年9月 3年6ヶ月
Bさん 22 男 学部 文科系 3年生 交換留学生 '14年9月～'15年6月 2014年9月 2年6ヶ月
Cさん 21 女 学部 文科系 3年生 交換留学生 '14年9月～'14年12月 2014年9月 2年6ヶ月
Dさん 21 男 学部 理科系 3年生 交換留学生 '14年9月～'15年8月 2014年9月 4ヶ月
Eさん 20 男 学部 文科系 3年生 交換留学生 '14年9月～'15年5月 2014年9月 3年
Fさん 20 女 学部 文科系 3年生 交換留学生 '14年9月～'15年5月 2014年9月 2年9ヶ月

フランス語
学習歴

フランス語力 英語力 海外滞在
経験 調査参加時期 フランス人の友人

が欲しいと思うか
日本でのフランス人

との交流
中級 中級 あり 前期・後期 たいへんそう思う あり
初級 初級 なし 前期・後期 たいへんそう思う あり
中級 中級 あり 前期・後期 たいへんそう思う あり
初級 初級 なし 前期・後期 たいへんそう思う なし
中級 初級 なし 後期 たいへんそう思う あり
中級 中級 なし 後期 たいへんそう思う あり
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性別の割合はほぼ等しく，同性・異性でみると同性がや
や多い。年齢に関しては国籍を問わず，20 代が中心で，
同世代の学生と友人として付き合っている場合が多いこ
とがわかる。
関係の満足度に関しては，「たいへん満足」と評価さ
れたのは，割合が高い順に同国人（76.0％），他の外国人
（50.0％），フランス人（39.1％）であった。同国人，他
の外国人に関しては「たいへん満足」か「やや満足」が
選択されるが，フランス人に対しては「やや不満足を感
じる」割合が 21.7％含まれた。また同国人に関しては，
頼り方が等しい，すなわちエクイティのある関係が 8割
を占めるが，フランス人は約 6割であった。他の外国人
に関しては，日本人留学生のほうから頼る関係の割合が
最も高く，6割にのぼった。
交流の頻度をみると，週一回以上の接触が最も多く，
日本人（48.0％）や外国人（50.0％）にはこのカテゴリ
が目立つが，フランス人とは月 1回以上（56.5％）の接
触という関係が主である。なお国籍を問わず，接触方法
は直接の対面が最も多く，日本人とは 88.0％，他の外国
人とは 100.0％，フランス人とは 78.3％であった。
総じて身近な学内の同世代とのつきあいが盛んだが，
フランス人とのつきあいは少し広めになり，異質さの高
い者や頻繁には会わない者，やや不満を感じる関係も，
自分にとって「大切な関係」として認識されている。

4.2　 ネットワーク構成員から期待できるサポート
の特徴

ネットワーク構成メンバーから期待できるサポート
を，構成員の国籍別にクロス集計した結果を表 3に示す。
以下では，集計をみながら語りの例をはさんで説明して

いく。
各種のサポート提供が期待できる構成員の割合をみて
いくと，フランス語はフランス人の 91.3％，日本人の
52.0％にサポートが期待できる。フランス文化のサポー
トは，フランス人で 91.3％，他の外国人で 50.0％である。
学習面のサポートは，同国人，他の外国人，フランス人
との関係の，半数あまりから期待できる。語りでは，フ
ランス人からフランス語による書類手続きの助けを得
る，大学の課題を日本人から日本語で説明してもらって
仕上げるなどの例が挙げられた。
相談や励ましといった情緒的サポートの期待できる割
合が特に高いのは，同国人（88.0％）である。しかし他
の外国人，フランス人においても 5割程度の人から期待
できるとされた。一緒に出かけたりして娯楽を共にする
コンパニオンシップの機能は，同国人，フランス人のい
ずれも，期待できる者の割合が 8割にのぼる。他の外国
人については，「（期待）できる」と「どちらともいえない」
がそれぞれ 5割に留まる。日本人学生同士が友人を紹介
し合って繋がりを共有し，フランス人と日本人，時に他
の外国人が連れだって遊びに行くなどの例が語られてい
た。
物やお金のサポートに関しては，他の外国人の 80.0％

から期待できると答えた。留学中に使用する家具や教科
書等を，帰国する他の国の留学生からもらったりすると
の語りがあった。生活の情報のサポートについては，同
国人，および他の外国人で，期待できる者が8割にのぼる。
フランス人については，「（期待）できる」と「どちらと
もいえない」がおよそ半々だった。異文化に暮らす者と
して必要になる生活情報は，日本人や他の留学生と共通
するものも多いと述べられていた。

表 2　国籍別に見た在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク構成員の特徴

特徴 男 女 異性 同性 20代 30代 学生 学外者
人数 26 32 24 34 2 53 1 2 52 6
（％） （44.8） （55.2） （41.4） （58.6） （3.4） （91.4） （1.7） （3.4） （89.7） （10.3）

同国人 25 10 15 10 15 0 25 0 0 25 0
（43.1） （40.0） （60.0） （40.0） （60.0） （0.0）（100.0） （0.0） （0.0） （100.0） （0.0）

他の外国人 10 6 4 3 7 0 10 0 0 7 3
（17.2） （60.0） （40.0） （30.0） （70.0） （0.0）（100.0） （0.0） （0.0） （70.0） （30.0）

フランス人 23 10 13 11 12 2 18 1 2 20 3
（39.7） （43.5） （56.5） （47.8） （52.2） （8.7） （78.3） （4.3） （8.7） （87.0） （13.0）

注）クロス集計部分の％は，国籍ごとの各カテゴリーの割合を表示した。左の国籍欄および上の特徴欄の％は，国籍や各特徴の
カテゴリーの全体に占める割合を表示した。国籍別に割合が最多のカテゴリに網掛けをした。

国
籍

性別 同異性
10代以下 40代以上

年齢 関係

頼る 同じ 毎日 直接会う 電話 メール ＳＮＳ その他

33 19 6 0 20 38 0 13 22 18 5 0 50 0 3 5 0
（56.9）（32.8）（10.3） （0.0）（34.5）（65.5）（0.0） （22.4）（37.9）（31.0） （8.6） （0.0） （86.2） （0.0） （5.2） （8.6） （0.0）

19 5 1 0 5 20 0 7 12 4 2 0 22 0 1 2 0
（76.0）（20.0） （4.0） （0.0）（20.0）（80.0）（0.0） （28.0）（48.0）（16.0） （8.0） （0.0） （88.0） （0.0） （4.0） （8.0） （0.0）

5 5 0 0 6 4 0 4 5 1 0 0 10 0 0 0 0
（50.0）（50.0） （0.0） （0.0）（60.0）（40.0）（0.0） （40.0）（50.0）（10.0） （0.0） （0.0）（100.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

9 9 5 0 9 14 0 2 5 13 3 0 18 0 2 3 0
（39.1）（39.1）（21.7） （0.0）（39.1）（60.9）（0.0） （8.7）（21.7）（56.5）（13.0） （0.0） （78.3） （0.0） （8.7）（13.0） （0.0）

頼ら
れる

3月1回
以上

月1回
以上

それ
以下

エクイティ 接触頻度 主な接し方
たいへ
ん満足

やや満
足

やや不
満足

たいへ
ん不満

週1回
以上

満足度
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性別の割合はほぼ等しく，同性・異性でみると同性がや
や多い。年齢に関しては国籍を問わず，20 代が中心で，
同世代の学生と友人として付き合っている場合が多いこ
とがわかる。
関係の満足度に関しては，「たいへん満足」と評価さ
れたのは，割合が高い順に同国人（76.0％），他の外国人
（50.0％），フランス人（39.1％）であった。同国人，他
の外国人に関しては「たいへん満足」か「やや満足」が
選択されるが，フランス人に対しては「やや不満足を感
じる」割合が 21.7％含まれた。また同国人に関しては，
頼り方が等しい，すなわちエクイティのある関係が 8割
を占めるが，フランス人は約 6割であった。他の外国人
に関しては，日本人留学生のほうから頼る関係の割合が
最も高く，6割にのぼった。
交流の頻度をみると，週一回以上の接触が最も多く，
日本人（48.0％）や外国人（50.0％）にはこのカテゴリ
が目立つが，フランス人とは月 1回以上（56.5％）の接
触という関係が主である。なお国籍を問わず，接触方法
は直接の対面が最も多く，日本人とは 88.0％，他の外国
人とは 100.0％，フランス人とは 78.3％であった。
総じて身近な学内の同世代とのつきあいが盛んだが，
フランス人とのつきあいは少し広めになり，異質さの高
い者や頻繁には会わない者，やや不満を感じる関係も，
自分にとって「大切な関係」として認識されている。

4.2　 ネットワーク構成員から期待できるサポート
の特徴

ネットワーク構成メンバーから期待できるサポート
を，構成員の国籍別にクロス集計した結果を表 3に示す。
以下では，集計をみながら語りの例をはさんで説明して

いく。
各種のサポート提供が期待できる構成員の割合をみて
いくと，フランス語はフランス人の 91.3％，日本人の
52.0％にサポートが期待できる。フランス文化のサポー
トは，フランス人で 91.3％，他の外国人で 50.0％である。
学習面のサポートは，同国人，他の外国人，フランス人
との関係の，半数あまりから期待できる。語りでは，フ
ランス人からフランス語による書類手続きの助けを得
る，大学の課題を日本人から日本語で説明してもらって
仕上げるなどの例が挙げられた。
相談や励ましといった情緒的サポートの期待できる割
合が特に高いのは，同国人（88.0％）である。しかし他
の外国人，フランス人においても 5割程度の人から期待
できるとされた。一緒に出かけたりして娯楽を共にする
コンパニオンシップの機能は，同国人，フランス人のい
ずれも，期待できる者の割合が 8割にのぼる。他の外国
人については，「（期待）できる」と「どちらともいえない」
がそれぞれ 5割に留まる。日本人学生同士が友人を紹介
し合って繋がりを共有し，フランス人と日本人，時に他
の外国人が連れだって遊びに行くなどの例が語られてい
た。
物やお金のサポートに関しては，他の外国人の 80.0％
から期待できると答えた。留学中に使用する家具や教科
書等を，帰国する他の国の留学生からもらったりすると
の語りがあった。生活の情報のサポートについては，同
国人，および他の外国人で，期待できる者が8割にのぼる。
フランス人については，「（期待）できる」と「どちらと
もいえない」がおよそ半々だった。異文化に暮らす者と
して必要になる生活情報は，日本人や他の留学生と共通
するものも多いと述べられていた。

表 2　国籍別に見た在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク構成員の特徴

特徴 男 女 異性 同性 20代 30代 学生 学外者
人数 26 32 24 34 2 53 1 2 52 6
（％） （44.8） （55.2） （41.4） （58.6） （3.4） （91.4） （1.7） （3.4） （89.7） （10.3）

同国人 25 10 15 10 15 0 25 0 0 25 0
（43.1） （40.0） （60.0） （40.0） （60.0） （0.0）（100.0） （0.0） （0.0） （100.0） （0.0）

他の外国人 10 6 4 3 7 0 10 0 0 7 3
（17.2） （60.0） （40.0） （30.0） （70.0） （0.0）（100.0） （0.0） （0.0） （70.0） （30.0）

フランス人 23 10 13 11 12 2 18 1 2 20 3
（39.7） （43.5） （56.5） （47.8） （52.2） （8.7） （78.3） （4.3） （8.7） （87.0） （13.0）

注）クロス集計部分の％は，国籍ごとの各カテゴリーの割合を表示した。左の国籍欄および上の特徴欄の％は，国籍や各特徴の
カテゴリーの全体に占める割合を表示した。国籍別に割合が最多のカテゴリに網掛けをした。

国
籍

性別 同異性
10代以下 40代以上

年齢 関係

頼る 同じ 毎日 直接会う 電話 メール ＳＮＳ その他

33 19 6 0 20 38 0 13 22 18 5 0 50 0 3 5 0
（56.9）（32.8）（10.3） （0.0）（34.5）（65.5）（0.0） （22.4）（37.9）（31.0） （8.6） （0.0） （86.2） （0.0） （5.2） （8.6） （0.0）

19 5 1 0 5 20 0 7 12 4 2 0 22 0 1 2 0
（76.0）（20.0） （4.0） （0.0）（20.0）（80.0）（0.0） （28.0）（48.0）（16.0） （8.0） （0.0） （88.0） （0.0） （4.0） （8.0） （0.0）

5 5 0 0 6 4 0 4 5 1 0 0 10 0 0 0 0
（50.0）（50.0） （0.0） （0.0）（60.0）（40.0）（0.0） （40.0）（50.0）（10.0） （0.0） （0.0）（100.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

9 9 5 0 9 14 0 2 5 13 3 0 18 0 2 3 0
（39.1）（39.1）（21.7） （0.0）（39.1）（60.9）（0.0） （8.7）（21.7）（56.5）（13.0） （0.0） （78.3） （0.0） （8.7）（13.0） （0.0）

頼ら
れる

3月1回
以上

月1回
以上

それ
以下

エクイティ 接触頻度 主な接し方
たいへ
ん満足

やや満
足

やや不
満足

たいへ
ん不満

週1回
以上

満足度
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在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク

サポーターの実数でみた場合は，言語と文化ではフラ
ンス人の数が最も多いが，日本人は勉強，相談，レクリ
エーション，生活の情報と幅広いサポート供給において
人数が最多である。

4.3　ネットワーク構造の変化
A～ Dさんに関しては留学 1ヶ月後（第 1期）の初期
的な状態が把握できたので，半年後（第 2期）に至るま
でに，ネットワークの構成にどのような変化があったか
を表 4に示し，期待できるサポートの変化を表 5に示す。

Aさん 渡仏 1 ヶ月後：日本ではフランス人学生の
チューターをしたことがあり，日本で知り合ったフラン
ス人とフランスで再会したという。少数との親しいつき
あいを好み，パーティーは苦手だが，留学当初には自分
の消極性を克服したいと語っていた。「フランス人とそ
こまでフランス語で会話したことがない」と述べ，日本
語が話せるフランス人の友人との付き合いが中心だとい
う。フランス人 4人を挙げたが，関係にはやや不満と評
していた。渡仏半年後：交流イベントには積極的に参加
しているという。現在の目標は，「こうしてはいけない」
という先入観をなくし，自分を出すことだと語った。フ
ランス人とは互恵的な関係だが，接触は月 1回以上で，
やや満足が 1人に対してやや不満が 4人であった。日本
人と他の外国人とは毎日会う関係を築き，関係には満足
している。半年の間にネットワーク構成員は10人に増え，
日本人，他の外国人，フランス人が 3 人，1 人，6 人の
構成となって，人数と多様性が増しており，そのサポー
ト期待も高い。

Bさん 渡仏 1ヶ月後：日本ではフランス人留学生と
食事や外出に出かけていたという。フランスでは主に語

学学校に来るフランス人と交流しているが，フランス人
の方から声をかけてくれて，その輪の中にいること自体
に価値を感じると語っていた。渡仏半年後：「郷に入れ
ば郷に従え」という方針でフランス人に合わせていると
いう。1ヶ月後も半年後も，構成員は 10 人，日本人，他
の外国人，フランス人が 4人，0人，6人で変わらない。
フランス人との関係は学外者，年長者，直接会う機会が
少ない者も含まれ，頼る関係が多く，その満足度は高い。
日本人とは互恵的な関係にある。物のサポートは日本人，
言葉と文化はフランス人からが目立つ。細かくみると，
エクイティのある関係と接触頻度の少ない関係がやや増
えた。フランス人からの文化や楽しみのサポートが増え
ているが，日本人からの言語，文化，勉強，楽しみ，情
報のサポートは減少気味である。

Cさん 渡仏 1ヶ月後：日本では，日本語を学ぶフラ
ンス人留学生と外出やパーティーで交流しており，在日
フランス人の友達から現地の友人を紹介してもらったと
いう。フランスでは日本語学科のフランス人と知り合う
ことが多い。フランス人との友人関係は，「知り合い以上，
友達以下」だと認識し，パーティーや遊びには行くが「互
いの語学の勉強のための付き合い」を超えた関係ではな
いという。積極的に会話をしたいが，語学力が不十分で
思うようにはいかないと述べていた。ネットワーク構成
は日本人とフランス人が主体である。渡仏半年後：もの
ごとをはっきり言えるようになって，ホストファミリー
との関係が良くなったという。フランス文化はフランス
人，楽しみや物は日本人，仏語については両方から，サ
ポートが期待できるとしている。総じて関係の満足度は
高い。半年の間に日本人，他の外国人，同国人が 5人，
1人，4人から 5人，0人，5人になり，他の外国人がみ

表 3　国籍別に見た在フランス人留学生が期待できるサポートの特徴

できる どちらとも
いえない できない できる どちらとも

いえない できない できる どちらとも
いえない できない

人数 39 11 8 29 14 15 36 16 6
（％） （67.2） （19.0） （13.8） （50.0） （24.1） （25.9） （62.1） （27.6） （10.3）

同国人 13 6 6 3 10 12 17 6 2
（52.0） （24.0） （24.0） （12.0） （40.0） （48.0） （68.0） （24.0） （8.0）

他の外国人 5 4 1 5 2 3 5 5 0
（50.0） （40.0） （10.0） （50.0） （20.0） （30.0） （50.0） （50.0） （0.0）

フランス人 21 1 1 21 2 0 14 5 4
（91.3） （4.3） （4.3） （91.3） （8.7） （0.0） （60.9） （21.7） （17.4）

注）左の国籍欄および上のサポート欄の％は，国籍や各サポートのカテゴリーの全体に占める割合を表示した。

国
籍

フランス語 フランスの文化・習慣 勉強・研究

できる どちらとも
いえない できない できる どちらとも

いえない できない できる どちらとも
いえない できない できる どちらとも

いえない できない

40 16 2 46 11 1 23 27 8 39 19 0
（69.0） （27.6） （3.4） （79.3） （19.0） （1.7） （39.7） （46.5） （13.8） （67.2） （32.8） （0.0）

22 3 0 22 3 0 9 12 4 20 5 0
（88.0） （12.0） （0.0） （88.0） （12.0） （0.0） （36.0） （48.0） （16.0） （80.0） （20.0） （0.0）

5 5 0 5 5 0 8 2 0 8 2 0
（50.0） （50.0） （0.0） （50.0） （50.0） （0.0） （80.0） （20.0） （0.0） （80.0） （20.0） （0.0）

13 8 2 19 3 1 6 13 4 11 12 0
（56.5） （34.8） （8.7） （82.6） （13.0） （4.3） （26.1） （56.5） （17.4） （47.8） （52.2） （0.0）

生活の情報相談・はげまし 一緒に楽しむ・出かける 物・お金
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留学時期 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2
人数 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 6→6 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓3 3↑5

男 0↑2 － 2↑3 2→2 － 3↓2 1→1 － 2→2 1→1 3→3 1↑3
女 0↑1 0↑1 2↑3 2→2 － 3↑4 4→4 1↓0 2↑3 2↓1 1↓0 2→2
19歳以下 － － － － － 1↑2 － － 1↓0 － － －
20～29歳 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 3↓2 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓3 3↑4
30～39歳 － － － － － － － － － － － 0↑1
40歳以上 － － － － － 2→2 － － － － － －
指導教官 － － － － － － － － － － － －
同じ研究室の人 － － － － － － － － － － － －
チューター － － － － － － － － － － － －
大学教職員 － － － － － － － － － － － －
学生 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 4→4 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓1 3↑4
ホストファミリー － － － － － － － － － － － －
同居家族 － － － － － － － － － － 0↑2 0↑1
親戚 － － － － － － － － － － － －
他の友人・知人 － － － － － 2→2 － － － － － －
たいへん満足 0↑3 0↑1 － 2→2 － 3↑4 5↓4 1↓0 1↑2 2→2 1↑3 3↓2
やや満足 － － 0↑1 2↓1 － 2→2 0↑1 － 3→3 1↓0 3↓0 0↑3
やや不満足 － － 4↑5 0↑1 － 1↓0 － － － － － －
たいへん不満足 － － － － － － － － － － － －
自分 0↑1 － 1↓0 1↓0 － 5↓4 0↑3 － 3↑4 2↓0 1↓0 1↓0

ほぼ同じ 0↑2 0↑1 3↑6 3↑4 － 1↑2 5↓2 1↓0 1→1 1↑2 3→3 2↑5

相手 － － － － － － － － － － － －
毎日 0↑2 0↑1 － 1↓0 － 3↓1 3↑4 1↓0 0↑1 2↓1 3→3 －
～週1回以上 － － 2↓0 3↓0 － 2↓0 2↓1 － 2↑3 0↑1 1↓0 1↑2
～月1回以上 － － 2↑6 0↑3 － 1↑4 － － 2↓1 1↓0 － 2↓1
～3か月に1回以上 0↑1 － － 0↑1 － 0↓1 － － － － － 0↑2
それ以下 － － － － － － － － － － － －
直接会う 0↑3 0↑1 4↑6 5↓2 － 5↓3 5→5 1↓0 3↑5 2↓1 4↓3 3→3
電話 － － － － － － － － － － － －
メール － － － － － － － － － 1→1 － 0↑2
SNS － － － 4↓2 － 5↓3 － － 1↓0 － － －
その他 － － － － － － － － － － － －

Dさん

性
別

年
齢

同国人 他の
外国人

フランス
人 同国人 同国人 他の

外国人
フランス
人 同国人他の

外国人
フランス
人

他の
外国人

フランス
人

注） 留学時期について， 1は第1期（2014年10－11月）， 2は第2期（2015年1月）を示す。↑は人数が増加した項目を，↓は減少
した項目を，→は変化のない項目を表す。

接
す
る
回
数

主
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方

Aさん Bさん Cさん
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表４　在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワークの構成の変化

られなくなった。フランス語や勉強のサポートとはやや
増加，楽しみ・物・情報のサポートは減少気味である。

Dさん 渡仏 1ヶ月後：A，B，Cさんがフランスの言
語や社会を学ぶ目的の文系の学生であるのに対して，D

さんは異文化体験を目的とする理系の学生で，フランス
語は初級で，日本でフランス人とつきあった経験はない。
知り合いがいなかった渡仏当初は，先生に学生を紹介し
てもらったという。フランス人の特性や振る舞い方を観
察し，取り入れると述べていた。渡仏半年後：まじめな
日本人らしさを大事にしつつ，フランス人のフレンド
リーさも加えて，両方あるのがいいと思っているという。
頼りがちな関係から互恵的な関係に替わり，満足のいく
対人関係を築いている。日本人や他国人に比べて，フラ
ンス人とは接触頻度がより低い。文化と言葉はフランス
人，情報や物は日本人や他の外国人のサポートが主に
なっている。半年の間に日本人の相談や情報のサポート
は若干減り，フランス人からの言語，文化，楽しみのサ
ポートが少し増加し，他の外国人の相談・楽しみ・物の
サポートが少し増えた。ネットワーク構成員は日本人，

他の外国人，フランス人が 3人，4人，3人から 2人，3人，
5人へと，多様な国籍の幅広い対人関係を築きつつ，フ
ランス人の比重が高まっている。

５．考察

5.1　ソーシャル・サポート・ネットワークの構造
今回の在仏日本人留学生のソーシャル・サポート・ネッ

トワーク構成員を見ると，「20 代」「学生」「直接会う」
という 3つの要素を満たす関係が 7割以上を占めた。イ
ンフォーマントは 20 代の学生であり，自身と同じ年代と
立場の者と関わりを持ち易く，維持しやすいことがわか
る。「直接会う」ことについては，単純接触効果（Zajonc, 

1968）により，好意的な関係になった可能性も考えられ
る。
サポート供給については，留学生のネットワーク構造

について提唱された，友人機能の分化に関する機能モデ
ル（Furnham & Albhai, 1985）の考え方が適用できるだろ
う。学問遂行上の機能（勉強を一緒にする，勉強の相談
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留学時期 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2
人数 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 6→6 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓3 3↑5

男 0↑2 － 2↑3 2→2 － 3↓2 1→1 － 2→2 1→1 3→3 1↑3
女 0↑1 0↑1 2↑3 2→2 － 3↑4 4→4 1↓0 2↑3 2↓1 1↓0 2→2
19歳以下 － － － － － 1↑2 － － 1↓0 － － －
20～29歳 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 3↓2 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓3 3↑4
30～39歳 － － － － － － － － － － － 0↑1
40歳以上 － － － － － 2→2 － － － － － －
指導教官 － － － － － － － － － － － －
同じ研究室の人 － － － － － － － － － － － －
チューター － － － － － － － － － － － －
大学教職員 － － － － － － － － － － － －
学生 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 4→4 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓1 3↑4
ホストファミリー － － － － － － － － － － － －
同居家族 － － － － － － － － － － 0↑2 0↑1
親戚 － － － － － － － － － － － －
他の友人・知人 － － － － － 2→2 － － － － － －
たいへん満足 0↑3 0↑1 － 2→2 － 3↑4 5↓4 1↓0 1↑2 2→2 1↑3 3↓2
やや満足 － － 0↑1 2↓1 － 2→2 0↑1 － 3→3 1↓0 3↓0 0↑3
やや不満足 － － 4↑5 0↑1 － 1↓0 － － － － － －
たいへん不満足 － － － － － － － － － － － －
自分 0↑1 － 1↓0 1↓0 － 5↓4 0↑3 － 3↑4 2↓0 1↓0 1↓0

ほぼ同じ 0↑2 0↑1 3↑6 3↑4 － 1↑2 5↓2 1↓0 1→1 1↑2 3→3 2↑5

相手 － － － － － － － － － － － －
毎日 0↑2 0↑1 － 1↓0 － 3↓1 3↑4 1↓0 0↑1 2↓1 3→3 －
～週1回以上 － － 2↓0 3↓0 － 2↓0 2↓1 － 2↑3 0↑1 1↓0 1↑2
～月1回以上 － － 2↑6 0↑3 － 1↑4 － － 2↓1 1↓0 － 2↓1
～3か月に1回以上 0↑1 － － 0↑1 － 0↓1 － － － － － 0↑2
それ以下 － － － － － － － － － － － －
直接会う 0↑3 0↑1 4↑6 5↓2 － 5↓3 5→5 1↓0 3↑5 2↓1 4↓3 3→3
電話 － － － － － － － － － － － －
メール － － － － － － － － － 1→1 － 0↑2
SNS － － － 4↓2 － 5↓3 － － 1↓0 － － －
その他 － － － － － － － － － － － －

Dさん

性
別

年
齢

同国人 他の
外国人

フランス
人 同国人 同国人 他の

外国人
フランス
人 同国人他の

外国人
フランス
人

他の
外国人

フランス
人

注） 留学時期について， 1は第1期（2014年10－11月）， 2は第2期（2015年1月）を示す。↑は人数が増加した項目を，↓は減少
した項目を，→は変化のない項目を表す。

接
す
る
回
数

主
な
接
し
方

Aさん Bさん Cさん

エ
ク
イ
テ
ィ

関
係

満
足
度

表４　在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワークの構成の変化

られなくなった。フランス語や勉強のサポートとはやや
増加，楽しみ・物・情報のサポートは減少気味である。

Dさん 渡仏 1ヶ月後：A，B，Cさんがフランスの言
語や社会を学ぶ目的の文系の学生であるのに対して，D

さんは異文化体験を目的とする理系の学生で，フランス
語は初級で，日本でフランス人とつきあった経験はない。
知り合いがいなかった渡仏当初は，先生に学生を紹介し
てもらったという。フランス人の特性や振る舞い方を観
察し，取り入れると述べていた。渡仏半年後：まじめな
日本人らしさを大事にしつつ，フランス人のフレンド
リーさも加えて，両方あるのがいいと思っているという。
頼りがちな関係から互恵的な関係に替わり，満足のいく
対人関係を築いている。日本人や他国人に比べて，フラ
ンス人とは接触頻度がより低い。文化と言葉はフランス
人，情報や物は日本人や他の外国人のサポートが主に
なっている。半年の間に日本人の相談や情報のサポート
は若干減り，フランス人からの言語，文化，楽しみのサ
ポートが少し増加し，他の外国人の相談・楽しみ・物の
サポートが少し増えた。ネットワーク構成員は日本人，

他の外国人，フランス人が 3人，4人，3人から 2人，3人，
5人へと，多様な国籍の幅広い対人関係を築きつつ，フ
ランス人の比重が高まっている。

５．考察

5.1　ソーシャル・サポート・ネットワークの構造
今回の在仏日本人留学生のソーシャル・サポート・ネッ

トワーク構成員を見ると，「20 代」「学生」「直接会う」
という 3つの要素を満たす関係が 7割以上を占めた。イ
ンフォーマントは 20 代の学生であり，自身と同じ年代と
立場の者と関わりを持ち易く，維持しやすいことがわか
る。「直接会う」ことについては，単純接触効果（Zajonc, 

1968）により，好意的な関係になった可能性も考えられ
る。
サポート供給については，留学生のネットワーク構造

について提唱された，友人機能の分化に関する機能モデ
ル（Furnham & Albhai, 1985）の考え方が適用できるだろ
う。学問遂行上の機能（勉強を一緒にする，勉強の相談
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在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク

留学時期 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2
人数 0↑3 0↑1 4↑6 4→4 － 6→6 5→5 1↓0 4↑5 3↓2 4↓3 3↑5

できる 0↑1 － 4↑6 1↓0 － 5→5 3↑5 － 4↑5 － － 3↑4

できない － － － 3↑4 － 1↓0 － － － 1↑2 4↑1 0↑1
できる 0↑2 － 4↑6 1↓0 － 4↑6 1→1 － 4→4 － － 3↑4

できない － － － 3↑4 － 2↓0 － － － 0↑2 4↓2 －
できる 0↑3 0↑1 0↑6 4↓2 － 4→4 4→4 － 2↑3 － － －

できない － － － 1↓0 － 1→1 － － 1↓0 2↓1 4↓0 1↑3
できる 0↑3 0↑1 4↑6 3→3 － 4→4 5↓4 － 1→1 3↓1 0↑2 2→2

できない － － － 1↑0 － 2↓1 － － － － 4↓0 1→1
できる 0↑3 0↑1 4↑6 3↓2 － 4↑5 5→5 － 4↓3 2→2 0↑1 1↑4

できない － － － 1↓0 － 1→1 － 1↓0 － － 3↓0 －
できる 0↑3 0↑1 4↑6 － － 2↓0 3→3 1↓0 1↓0 1→1 0↑3 －

できない － － － 4→4 － 4↓2 1↓0 － － 1↓0 4↓0 3↓2
できる 0↑3 0↑1 4↑6 4↓3 － 5↓2 5↓3 1↓0 4↓2 2↓0 3→3 1↓0

できない － － － 0↑1 － 1↑4 － － － － － 2↓0

どちらともいえ
ない

フラン
ス語

文化・
慣習

勉強・
研究

相談・
励まし

楽し
む

物・
お金

生活
の情
報

どちらともいえ
ない

どちらともいえ
ない

どちらともいえ
ない

どちらともいえ
ない

どちらともいえ
ない

どちらともいえ
ない

2↓0 1↓0 － 2↑0 0↑2 －

Aさん Bさん Cさん Dさん

0↑2 0↑1 － － － 0↑1

4→4 1↓0 0↑1 3↓0 0↑1 0↑10↑1 0↑1 － － － －

同国人 他の
外国人

フランス
人 同国人 他の

外国人

1→1 1↓0 1↑2 1→1 0↑3 2→2－ － 4↓0 0↑1 － 1→1

0↑1 1↓0 3↑4 0↑1 0↑1 0↑2－ － － 0↑1 － 0↑1

－ 0↑3－ － － － － 0↑4

－ － 0↑2 1↓0 1↑2 2↓1－ － － 0↑2 － 1↓0

フランス
人同国人 他の

外国人
フランス
人 同国人 他の

外国人
フランス
人

注） 留学時期について，1は第1期（2014年10－11月），2は第2期（2015年1月）を示す。↑は人数が増加した項目を，
↓は減少した項目を，→は変化のない項目を表す。

0↑2 － 0↑3 1↑2 1↓0 0↑5－ － － － － －

1↑2 － 3↑5 1→1

に乗るなど）はホスト学生から，レクリエーショナルな
機能（一緒に楽しんだり，遊んだりするなど）は他の外
国人留学生から，出身文化を共有する機能は同国・同文
化圏の学生から享受するとされる。今回は，ホストから
多くの言語と文化のサポートを得ていたが，ホストから
勉強・研究サポートも期待できるという点では，Furnham

ら（1985）に即した結果といえる。また今回は，一緒に
楽しむ・出かけるサポートを期待できる割合は，日本人
とフランス人の構成員で高いので，これを他の外国人の
機能とした Furnhamら（1985）と少し違うが，他の外国
人も半数程度はコンパニオンシップが期待できる。なお
在日留学生でこのモデルの検証を試みた横田・田中（1992）
は，ホストに言語と文化のサポートを顕著に認めている。
在日留学生にはホストと同国人の友人が多く，レクリエー
ションも彼らが担い，他の外国人のサポート機能は目立
たなかったので，今回の結果に近い。フランスへの留学
生にはアフリカ出身者が多く，日本人には不慣れで消極
的になった可能性も考えられるだろう。
今回のサポート供給限を国籍別にみると，同国人との
結びつきが強いことがわかった。こうなった理由として，
語学力が英語，仏語ともに初級か中級のため ,言葉の壁

が厚かったことが考えられる。また，第 2期の調査を行っ
たのは渡日から約半年後であり，同国人からホストへと，
依存するサポート源の切り替わり（高井，1994）が行わ
れる前であった可能性がある。
フランス人との関係は意欲的に開拓されていたが，満
足度が相対的に高くなかったことは，構成員の特徴から
解釈できるだろう。日本人や他の外国人は身近で密接な
関係の同質性の高い者から成る。しかしフランス人は，
接触頻度が低い，異質性が高い，幅広い関係から成る。
日本語を学ぶフランス人とは語学のための交流だと機能
的に捉え，イベント主体の広く浅い交際を割り切って楽
しみ，フランス人と一緒にいる場自体を歓迎している
ケースがみられることから，同胞とは異なる存在感が想
定できる。今回は大切な存在と思う人を挙げてもらった
ので，身近な親密性の高い実質的交流ではなくても，そ
のフランス人との出会いを何らかの意味で大切と思い，
貴重な縁と認識していればリストに入れたと推測され
る。また言葉のハンディを考えると，半年ではまだ十分
に関係が育っていなかった可能性も考えられる。

表 5　在フランス日本人留学生が期待できるサポートの変化



̶  58  ̶

5.2　ソーシャル・サポート・ネットワークの変化
B，C，Dさんは，留学 1ヶ月後から既に 10 人のサポー
ト・ネットワークを獲得していた。Aさんは留学 1ヶ月
の時点ではフランス人 4人のみだが，半年後には 4人と
も 10 人のネットワークを築き，多様なサポートが期待
できる状態に至ったという点で，比較的速やかにネット
ワーク構築が行われたといえる。全体にフランス人の比
重が高まっている。

A，B，Cさんの 3名は，日本で既にフランス人との交
流を持っていたことが有利に働いた可能性を考えること
ができる。彼らは渡仏後，日本で築いた関係を発展させ
たり維持したりしており，交流経験が生かされていると
推測される。フランス語能力の向上を目的に，フランス
人との生きた交流を望んでいた彼らにとって，渡航前後
の生活は連続している。協定校との交換留学が定着して
いる大学であれば，留学前の関係作りの機会も持ちやす
いと思われるが，こうした事前交流の重要性を指摘して
おきたい。

Dさんは，日本でフランス人と交流歴はなかったが，
渡航直後から関係作りに踏み出し，幅広い国籍のネット
ワーク構成員を獲得するに至っている。柔軟に文化を相
対化し，異文化体験を求め，文化の違いを受け入れる姿
勢が，関係の形成を容易にしたと推測される。
交流の方法には好みがあり，パーティーに出たりイベ
ントに参加したり，人の集まる場へ趣いたり紹介を得た
りしている。また関係を慎重に始める者と速やかに進む
者がみられる。しかし総じて半年の間にネットワークに
フランス人が増え，フランス語，文化などのサポートも
増えていく。留学中にフランス語力が上達し，言葉の理
解度が上がり，サポートを求めやすくなったためもある
かもしれない。反対に，生活サポートは減少ぎみだった
が，これは留学初期にある程度の困難を乗り越えれば解
決の要領を得たり，対応できたりするようになったため
と推察される。これは初期に特に必要の高いサポートと
いえるかもしれない。日本人留学生の対人関係形成は，
個人のスタイルや志向性を背景にしつつ，交流の経験と
姿勢と努力に支えられて次第に進んでいき，より多様性
を備えたソーシャル・サポート・ネットワークが構築さ
れたといえる。

5.3　 ソーシャル・サポート・ネットワークと適応
支援

留学生とホストとの関係は総じて希薄という先行研究
（例えば，坪井，1999）の知見を鑑みれば，ホストとの
満足度の一層の向上は課題かもしれない。大切な人を 10
人まで挙げてもらった結果，平均 9.67 人のうちフランス
人が 3.83 人（39.7％）であった。Tanaka, Takai, Kohyama, 

Minami, & Fujihara（1994）が同じ方法で在日留学生を調

べたところでは，日本人 53.4％，同国人 33.0％，他の外
国人 13.8％で，ホスト割合は今回より少し高い。その関
係の満足度にどの要因がどの程度寄与しているかを調べ
る方法として，数量化Ⅱ類を用いて分析したところ，関
係や接触頻度が大きく関わり，国籍の影響力はより小さ
いものの，日本人との満足度は低めだったとある。留学
生とホストとの関係満足の研究をみると，八島・田中
（1999）では，在米日本人高校留学生が知り合ったアメ
リカ人は1人あたり7.44人で，その交友の満足度はサポー
トと有意な正の相関を示した。丁・松田（2019）は在日
留学生においてサポートは精神的健康と深く関わるとし
て，その重要性を強調している。小寺・上谷・中島・千
場（2018）は，ホストとの交流が留学生の健康行動を促
すとみており，藤本・浦坂・森山（2014）は生活の相談
に乗ってくれるサポーターの存在は就職活動をも有利に
導くとみている。サポートの充実はホストとの関係を満
足のいくものとし，さらに留学の成功へと広く深く関わ
るもののようである。
知人の輪を広げることはできるが，充実したサポート
提供を伴いながら質の高い関係形成へと進むことが，異
文化間対人関係の課題と考えることができるだろう。関
係作りの契機の見いだし方，留学先での関係の開始の仕
方，関係の維持の仕方，発展の仕方に実際に繋がる教育
的支援を考えるなら，発展的な課題として異文化間の対
人関係形成を促すソーシャルスキルに関する研究が望ま
れよう。
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5.2　ソーシャル・サポート・ネットワークの変化
B，C，Dさんは，留学 1ヶ月後から既に 10 人のサポー
ト・ネットワークを獲得していた。Aさんは留学 1ヶ月
の時点ではフランス人 4人のみだが，半年後には 4人と
も 10 人のネットワークを築き，多様なサポートが期待
できる状態に至ったという点で，比較的速やかにネット
ワーク構築が行われたといえる。全体にフランス人の比
重が高まっている。

A，B，Cさんの 3名は，日本で既にフランス人との交
流を持っていたことが有利に働いた可能性を考えること
ができる。彼らは渡仏後，日本で築いた関係を発展させ
たり維持したりしており，交流経験が生かされていると
推測される。フランス語能力の向上を目的に，フランス
人との生きた交流を望んでいた彼らにとって，渡航前後
の生活は連続している。協定校との交換留学が定着して
いる大学であれば，留学前の関係作りの機会も持ちやす
いと思われるが，こうした事前交流の重要性を指摘して
おきたい。

Dさんは，日本でフランス人と交流歴はなかったが，
渡航直後から関係作りに踏み出し，幅広い国籍のネット
ワーク構成員を獲得するに至っている。柔軟に文化を相
対化し，異文化体験を求め，文化の違いを受け入れる姿
勢が，関係の形成を容易にしたと推測される。
交流の方法には好みがあり，パーティーに出たりイベ
ントに参加したり，人の集まる場へ趣いたり紹介を得た
りしている。また関係を慎重に始める者と速やかに進む
者がみられる。しかし総じて半年の間にネットワークに
フランス人が増え，フランス語，文化などのサポートも
増えていく。留学中にフランス語力が上達し，言葉の理
解度が上がり，サポートを求めやすくなったためもある
かもしれない。反対に，生活サポートは減少ぎみだった
が，これは留学初期にある程度の困難を乗り越えれば解
決の要領を得たり，対応できたりするようになったため
と推察される。これは初期に特に必要の高いサポートと
いえるかもしれない。日本人留学生の対人関係形成は，
個人のスタイルや志向性を背景にしつつ，交流の経験と
姿勢と努力に支えられて次第に進んでいき，より多様性
を備えたソーシャル・サポート・ネットワークが構築さ
れたといえる。

5.3　 ソーシャル・サポート・ネットワークと適応
支援

留学生とホストとの関係は総じて希薄という先行研究
（例えば，坪井，1999）の知見を鑑みれば，ホストとの
満足度の一層の向上は課題かもしれない。大切な人を 10
人まで挙げてもらった結果，平均 9.67 人のうちフランス
人が 3.83 人（39.7％）であった。Tanaka, Takai, Kohyama, 

Minami, & Fujihara（1994）が同じ方法で在日留学生を調

べたところでは，日本人 53.4％，同国人 33.0％，他の外
国人 13.8％で，ホスト割合は今回より少し高い。その関
係の満足度にどの要因がどの程度寄与しているかを調べ
る方法として，数量化Ⅱ類を用いて分析したところ，関
係や接触頻度が大きく関わり，国籍の影響力はより小さ
いものの，日本人との満足度は低めだったとある。留学
生とホストとの関係満足の研究をみると，八島・田中
（1999）では，在米日本人高校留学生が知り合ったアメ
リカ人は1人あたり7.44人で，その交友の満足度はサポー
トと有意な正の相関を示した。丁・松田（2019）は在日
留学生においてサポートは精神的健康と深く関わるとし
て，その重要性を強調している。小寺・上谷・中島・千
場（2018）は，ホストとの交流が留学生の健康行動を促
すとみており，藤本・浦坂・森山（2014）は生活の相談
に乗ってくれるサポーターの存在は就職活動をも有利に
導くとみている。サポートの充実はホストとの関係を満
足のいくものとし，さらに留学の成功へと広く深く関わ
るもののようである。
知人の輪を広げることはできるが，充実したサポート
提供を伴いながら質の高い関係形成へと進むことが，異
文化間対人関係の課題と考えることができるだろう。関
係作りの契機の見いだし方，留学先での関係の開始の仕
方，関係の維持の仕方，発展の仕方に実際に繋がる教育
的支援を考えるなら，発展的な課題として異文化間の対
人関係形成を促すソーシャルスキルに関する研究が望ま
れよう。
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要　　旨

　英語圏の大学との交換留学の機会の確保は日本の大学にとって重要な課題である。本稿では，日本の
大学と豪州の大学との交換留学における「不均等」に着目し，この「不均等」が，日本の大学と豪州の
大学との交流を衰退に導く可能性や日本の大学間での国際交流の機会の格差が広がることについて警鐘
を鳴らした。交流の衰退や交流の機会の格差拡大の要因としては，日本から豪州への留学者数の急増，
豪州からの留学生の留学期間の短期化，豪州からの留学生の日本の大都市への集中，そして，その背景
となる政策があることが明らかになった。今後，日本の各大学には，交換留学の厳しい現状に関して学
内での共通認識を持つこと，留学生受け入れカリキュラムの充実，学術交流をはじめとする多角的な関
係強化等の努力が一層求められるが，大学のみの努力では限界もあり，日本と豪州の大学のマッチング
支援等，学外からの支援や変革に期待せざるを得ない部分もある。
［キーワード：交換留学，不均等，留学事情，豪州（オーストラリア）］

Abstract

Securing opportunities for students to study on exchange at universities in English speaking countries is an 

important task for Japanese universities. This paper focuses on the issue of “imbalance” in student exchange 

agreements between Japanese and Australian universities and warns that this “imbalance” may lead to a decline 

in cooperative arrangements between Japanese and Australian universities as well as create disparities in access 

to international exchange opportunities between Japanese universities. It shows how the increase in students 

from Japanese universities doing study abroad in Australia, the tendency for Australian university students to 

participate in shorter international mobility programs, the concentration of study abroad students from Australia 

in major cities in Japan, and the various government policies influencing these changes all work as factors 

intensifying the situation. To deal with this situation, universities in Japan will need to increase awareness about 

the importance of international exchange within their own universities, provide a greater variety of curriculum 

offerings for study abroad students, and be prepared to engage in comprehensive efforts to deepen their 

relationships with their Australian partners. However, there are limitations to what universities can achieve 

alone and various forms of external support, such as university matching services, are also required. 

［Key words: Student exchange, Imbalance in student exchange agreements, Issues concerning study abroad, 

Australia］
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１．はじめに

交換留学は，参加学生にとって経済的負担が少なく，
また，留学生を受け入れることでキャンパス内の国際化
が進むという点で，一方向型の派遣留学より，学生にとっ
ても，大学にとってもメリットが大きい。
日本の地方公立大学である J大学においては，1990 年
代に豪州の大学 2校（A1 大学，A2 大学）と交換留学協
定を結んだ。しかしながら，2016 年には A1 大学から，
2018 年には A2 大学から協定を更新しないことが告げら
れた。日本からの派遣はあるが，豪州からの派遣はほと
んどなく，今後も派遣が困難であろうという派遣学生数
の不均等がその理由として挙げられた。事実，A1 大学
からの派遣は，2016 年までの 5年間で 1人しかなく，A2
大学からの派遣は，比較的順調だったものの，2016 年の
後期以降は途絶えていた。その一方で，J大学からの留
学希望者や留学者は増加した。

J大学は A1 大学と A2 大学以外にも，世界各地に交換
留学協定や学生の一方向の派遣を可能にする協定を持っ
ている。学生交換を伴う協定では，近年の豪州の大学と
の関係のように J大学からの派遣が協定校からの派遣を
上回る場合もあれば，逆に協定校からの派遣が J大学か
らの派遣を上回っている場合もあるが，国際交流重視，
国際化推進という背景もあり，J大学側に不利な不均等
が生じていても協定を整理するという発想は現状ではな
い。J大学では，学生交換において均等を保つことが協
定上必要であるという認識はあったものの，不均等を理
由とする協定の終了が本当にあり得るという認識が甘
かったのである。J大学と同様に，日本には協定が続く
ことを疑わない大学，大学関係者が少なからず存在する
のではないだろうか。
一般的に，交換留学協定書には「均等を保つ」という
条件が書き込まれている。交換留学の場合，学生は留学
先ではなく所属大学に授業料を支払うため，派遣学生数
の不均等が続くと受け入れ先の大学は交換留学生に関す
る費用や労力を負担するものの，収益は得られない状態
となる。大学経営の視点から見ると，人数の偏りは即ち
収入の偏りを意味する。そのため，ある年度に人数の偏
りがあれば，その後，早いうちに派遣および受け入れの
学生数を調整することで均等を保つことが両大学に要求
される。J大学に対して，豪州の協定校 2校ともが同じ
理由で協定の打ち切りを提案したことから，豪州の大学
が交換留学協定で生じる不均等とそれに伴う経済的な問
題の解消に積極的であることが窺える。
結局，J大学と A1 大学とは，日本からの一方向型の派
遣協定（附属英語学校への派遣を含む）に結び直すこと
になったが，授業料の高さを理由に応募者がほとんど出
ておらず，現在のところ派遣に至っていない。そのため，

2019 年度からは半年間の附属英語学校への留学の募集を
開始した。A2 大学とは，大学とではなく，A2 大学の附
属英語学校と協定を結ぶことになり，A1 大学と同様に
2019 年度から半年間の派遣を募集する。これにより，A1
大学や A2 大学附属英語学校から見れば，収益のみを上
げることができる協定となった。一方，J大学から見れ
ば，交換留学から一方向の派遣，大学から英語学校への
派遣へと変わることで，留学費用の負担は増し，専門を
英語で学ぶ機会もほとんど失われ，豪州でも日本の J大
学のキャンパスでも豪州の学生との交流の機会が乏しく
なるという結果となった。日本人学生の海外留学やキャ
ンパスの国際化が奨励される中で，時代に逆行するよう
な事態が起きているとも言えよう。
その後，A1 大学，A2 大学に代わるような英語圏の交

換留学先を求め，J大学では複数の教員が豪州だけでは
なく，アメリカ，カナダ，イギリス，ニュージーランド
の大学関係者に個人的な人脈を活用し，打診をしたが，
日本との協定が飽和状態であることを理由に，新たな交
換留学協定は結べないままとなっている。このことから，
英語圏での交換留学先の新規開拓は非常に難しく，既存
の協定を維持することの重要性が改めて認識できる。
「海外の大学との大学間交流協定，海外における拠点に
関する調査結果（文部科学省，2019a）」によると，2016
年度には，約 1,000 件にのぼる日本の大学と豪州の大学
との「協定または覚書」が存在するが，交換留学の実績
が全くない大学，日本側からの派遣に偏っている大学が
多数見受けられる。また，豪州の複数の大学関係者からは，
日本の大学との協定が多すぎるため，実績がない協定や
有利にならないと判断される協定は今後，打ち切ってい
く方針であると聞いている。さらに，佐藤（2013）では，
豪州はグローバル化市場における留学生獲得を意識し，
国を挙げて留学生の獲得による収入増大を目指している
国でもあることが報告されている。留学をビジネスとし
て捉える傾向の強い豪州では，他の英語圏に先駆けて，
交換留学の整理を増収の手段とする可能性もある。日本
の大学は，交換留学の機会を確保するためにも，その動
きに留意する必要がある。
本稿では，豪州の大学と日本の大学における交換留学
の現状と問題点を明らかにし，今後の日本と豪州（以下，
日豪とする）の大学間交流の在り方や国際交流の機会の
確保に関して提言を行う。それを通して，豪州と交換留
学協定をもつ日本の大学には，今後，交換留学が必ずし
も保証されないことを訴え，早めの対策を促すことで，
日本の大学と豪州の大学をはじめとする英語圏の大学と
の今後の交流の衰退を防ぐための一助となることを願
う。
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２．留学生数の不均等の実態

「協定等に基づく日本人学生留学状況調査結果（日本
学生支援機構，2019a）」によると，協定等に基づく日本
人学生の留学は，2004 年度の 1万 8,570 人から増加し続
け，2017 年度には 6万 5,000 人を超えている。そのうち，
豪州への留学は，2004 年度には 1,710 人で，米国，英国，
中国に次いで 4位であったが，2017 年度には 6,521 人で，
米国に次いで 2位，構成比では約 1割を占めるようになっ
た。それに加え，「協定等に基づかない日本人学生留学
状況調査（日本学生支援機構，2019b）」では，2017 年度
に協定等に関係なく豪州へ留学した学生が 3,000 人以上
いるとされ，毎年 1万人以上の日本人学生が豪州に留学
していると考えられる。一方，「外国人留学生在籍状況
調査（日本学生支援機構，2019c）」によると，2017 年度
の豪州からの留学生は 470 人，高等教育機関の留学生は
411 名であり，震災の影響を受けた 2011 年を除けば，こ
の 20年間，総数は 300人から 450人の間で推移しており，
日本人学生のような大きな増加は見られない。また，海
外から日本への留学生の総数が増えている中で，豪州の
留学生の割合は，2001 年の 0.4％から 2017 年の 0.2％へ
と下がっている。図 1は，日本の高等教育機関に在籍す
る豪州からの留学生数と協定等に基づいて豪州へ派遣さ
れた日本からの留学生数の推移を示す。高等教育機関に
在籍する豪州からの留学生全てが大学における交換留学
とは限らない上，日本からの留学生は協定に基づくもの
のみで双方向かどうかの判別もつかないが，日本から 1
人，豪州から 1人で交換留学が成立すると単純に考えて
も，2018 年度は最大で 411 人分しか交換留学は成り立た
たず，約6,100人分以上の不均等が生じている。そもそも，
人口，大学数，大学生数からして豪州は日本より規模が

小さく，不均等が生じるのは当然であるとも言える。「協
定等に基づく日本人学生留学状況調査（日本学生支援機
構，2019a）」が始まった 2004 年度の時点で，既に約 1,300
人分の不均等があった。しかし，日本からの留学生が急
増し，約 6,100 人分の不均等ともなれば，豪州の大学も
見過ごすことができないのであろう。豪州からの留学生
が増えず，日本からの留学生が急増している中で，均等
を保とうとすると，大規模な協定の整理が必要となる。
このことからも，J大学のように，今後，交換留学の協
定を打ち切られる可能性のある日本の大学は多いと推測
できる。

３． 豪州の大学生の日本留学に関する現状
と課題

3.1　豪州の日本語教育事情から
嶋津（2008）によると，豪州での日本語教育の歴史は
長く，100 年以上であるとされる。「海外日本語教育機関
調査（国際交流基金，2019a）」でも，豪州は日本語学習者
が多い国として常に上位に入り続けており，地域によって
多少の差はあるものの，全体的に見れば，日本語は豪州で
最も学ばれている外国語である。米国，英国，カナダ，ニュー
ジーランドでは，日本語より，スペイン語，フランス語，
ドイツ語，中国語が学ばれているが，豪州では依然として
日本語が最も多く学ばれているのである（Tinsley・
Dolezal，2018；国際交流基金，2019b）。しかし，豪州の
日本語学習者は，初等教育段階で最も多く（20万 9123 人，
58.5％），次いで中等教育段階が多く（13 万 8345 人，
38.7％），高等教育機関では少ない（6420 人，1.8％）。高
等教育機関における日本語学習者数は他のアジア言語の
学習者よりは多いが，2012 年の 9,682 人から 2015 年には
6,420 人に減少している（Spence-Brown，2016；McLaren, 

図 1　日豪の留学生数の推移
（日本学生支援機構「協定等に基づく日本人学生留学状況調査」の結果 ,

「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）
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2011；国際交流基金，2013；国際交流基金，2019b）。日
豪の大学間での交換留学を維持するためには，初等・中
等教育で日本語を学習した学生が高等教育機関でも続け
て学習する仕組みが必要であり，その一つの可能性が大
学受験科目にあると考えられるが，Spence-Brown（2016）
では，外国語の学習が大学受験に不利になる州もあれば，
有利になる州もあると報告されている。
そして，大学においては，日本語学習を 1年間で終え
てしまう豪州大学生が少なからず存在することも報告さ
れている。なぜなら，日本語が主専攻ではない学生が卒
業のための選択科目の一つとして履修していることがあ
るからだ（Spence-Brown，2016）。それらの学生の場合，
日本語能力が入門レベルに留まることが多く，そのため，
「日本語で」留学できる層が減少していると考えられる。
また，留学を検討している日本語主専攻の学生の場合，
既に所属大学において日本語科目の単位を十分取得して
いることが多く，留学先で日本語科目の単位を取得して
も，所属大学で振替ができる科目がほとんど残っていな
いことも多い。さらに，A2 大学のように，日本留学中に，
指導言語が日本語の共修科目や専門科目を履修した場
合，専門科目ではなく，日本語科目として認定する方針
の大学もある。そのため，留学期間を 1年から半年に短
縮するか，留学先で専門科目を英語で履修するか，留学
を断念せざるを得ない事態が実際に起こっている。
豪州の大学では，履修者の減少により，日本語教育が
縮小されている大学もあり，日本語教育関係者の間では，
日本への留学を促す以前に，まずは日本語履修者の減少
に歯止めを掛けなければならないという課題がある。日本
語学習者数を維持するため，カリキュラムや単位・学位
の取得制度を変える措置を取っている大学もある。例とし
て，ビジネスや国際学の学位に外国語の学習を義務化す
ることや，言語以外の専門の学位を取りながら言語を専
攻する準学位（diploma）の導入が挙げられる（McLaren，
2011；Spence-Brown，2016）。これらの日本語学習者増加
のための措置が，日本へ留学する豪州学生の増加につな
がるかどうかは今後見守っていく必要がある。

3.2　「The New Colombo Plan」と交換留学
豪州の大学及び豪州政府は，海外体験の機会を増やす

こと，より多くの学生が海外経験できることを重視して
いる。それに関連して，具体的には短期プログラム，ス
タディツアー，インターンシップ，医療研修等，留学形
態の多様化が見られる（Harrison・Potts，2016）。2013 年
から始まった「The New Colombo Plan（以下，NCP）」は，
こういった豪州の若者に海外での留学，研修やインター
ンシップを通してアジア太平洋地域に関心を抱かせるこ
とを目指したものであり，海外体験に参加する学生に対
して経済的支援を行っている。Australian Government 

Department of Foreign Affairs and Trade（2019）によると，
NCPは 2018 年に個人申請で 16 件，大学申請で 812 件の
日本での学習・体験を支援しているが，NCPでは外国語
能力を必要とせず，職業経験を含む研修を重視している
ことから，交換留学の増加にはあまり結び付かないと考
えられる。

3.3　豪州からの学生の日本留学の実態
3.3.1　留学期間に見られる変化

豪州の大学における日本語教育の現状や NCPの性質
から，留学期間の短期化が推測できたが，実際の留学で
はどのようになっているのであろうか。「外国人留学生
在籍状況調査（日本学生支援機構，2019c）」の結果をも
とに，日本の高等教育機関に在籍する豪州からの留学生
を留学期間別に，3 ケ月以上 6 ケ月未満，6 ケ月以上 1
年未満，1年以上に分けて，2004，2009，2014，2017 年
度の留学生数を比較した（表 1）。どの年度においても 6
ケ月以上 1年未満が最も多く約半数を占めるが，3ケ月
以上 6ケ月未満で増加が見られ，やはり，短期での留学
が好まれる傾向が強まっていることがわかる。
さらに，短期プログラムでの留学者数も 2009 年度の
111 人から 2015 年度の 451 人にまで増加しており，その
大半が 1ケ月未満のものへの参加である（表 2）。このこ
とからも豪州学生の留学が短期化していることが分か
る。短期プログラムは一般的に日本語習得よりは日本体
験を重視しており，英語で提供されるものも多いことか
ら，現在の豪州学生のニーズに合っていると言える。た

表 1　豪州学生の留学期間の変化（高等教育機関在籍）

3ケ月以上
6ケ月未満

6ケ月以上
1年未満

1年以上 計

2004 年度 25 183 140 348

2009 年度 34 185 112 331

2014 年度 47 154 107 308

2017 年度 94 191 126 411

（日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）
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だし，短期プログラムを簡単に用意できる日本の大学ば
かりではない。まず，日本の大学において，英語で提供
されている授業は少なく，英語で授業が提供できる教員
も限られているという現状がある。次に，半年を単位と
する授業の開講であれば，大学に元来備わっている授業
の活用も可能であり，大学側の負担は少ないが，それよ
り短いプログラムであれば，新たにデザインする必要が
ある。担当する教職員の雇用，宿泊施設の整備・確保を
はじめとするプログラムへの金銭的支援が学外もしくは
学内から得られなければ，短期プログラムへの新規参入
は厳しい。
3.3.2　留学先の変遷

都道府県別に 2004，2009，2014，2017 年度の豪州か
らの留学生の在籍状況を表3に示す。東京が最も多く（105
～ 190 人），愛知，大阪，京都（23 ～ 56 人），福岡（12
～ 15 人）と大都市に集中する傾向があり，大多数の県

では 0～ 2人しか在籍しない。2017 年度に豪州の留学生
数が 0人であった都道府県は 18 県に上る。
次に，豪州からの留学が多い大学上位 10 校について
分析していく。豪州からの学生派遣がないことが日豪大
学間の交換留学で均等が保てない主な理由であることか
ら，豪州からの留学生の多い大学は均等を保てる可能性
の高い大学だと判断できる。表 4に大学の所在地を示す。
東京をはじめとする大都市への集中が顕著である。2004
年度には 3校あった「その他」の都道府県に位置する大
学は 2017 年度には 1 校であった。日本の学生の教育と
いう視点から見ると，地方の大学に通う学生が豪州の学
生と交流する機会は少なくなっているという現状が浮か
び上がる。豪州の学生の教育という視点から考えると，
日本での生活経験や人脈が東京をはじめとする都市部に
限られ，日本の地方を知る豪州の学生が育ちにくいこと
が懸念される。

表 2　豪州からの留学生が参加する短期プログラムの期間

2週間未満
2週間以上
1ケ月未満

1ケ月以上
3ケ月未満

3ケ月以上
6ケ月未満

計

2009 年度 29 65 16 1 111

2010 年度 39 154 9 2 204

2011 年度 30 172 41 5 248

2012 年度 52 141 64 0 257

2013 年度 61 206 58 1 326

2014 年度 109 153 70 1 333

2015 年度 187 194 69 1 451

2016 年度 151 238 53 1 443

（日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）

表 3　豪州からの留学生が多い都道府県

東京 愛知 京都 大阪 福岡

2004 年度 105 43 27 35 12

2009 年度 129 23 33 56 13

2014 年度 119 32 39 28 15

2017 年度 190 28 39 35 14

（日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）

表 4　豪州からの留学生が多い上位 10 大学所在地（1年未満の留学）

東京 愛知 京都 大阪 その他

2004 年度 6 2 2 1 3

2009 年度 3 1 3 2 2

2014 年度 3 2 1 1 3

2017 年度 6 1 1 1 1

注：2004 年度，2009 年度は，同数 10 位が複数存在
（日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）
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表 4　豪州からの留学生が多い上位 10 大学所在地（1年未満の留学）

東京 愛知 京都 大阪 その他

2004 年度 6 2 2 1 3

2009 年度 3 1 3 2 2

2014 年度 3 2 1 1 3

2017 年度 6 1 1 1 1

注：2004 年度，2009 年度は，同数 10 位が複数存在
（日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）
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そして，豪州からの留学生が多い上位 10 校を見ていく
と，国際化整備事業（以下，G30）採択大学やスーパー
グローバル大学創成支援（以下，SGU）採択大学が多い
ことに気が付く（表 5）。G30 は留学生 30 万人計画の達
成を目指し，留学生受け入れ体制の整備をはじめとする
大学の国際化へ向けた取り組みを実施し，留学生と切磋
琢磨する環境の中での国際的に活躍できる高度な人材を
養成することを目的としたものであり，2009 年に 13 の大
学が選ばれ，2013 年まで続いた（文部科学省，2019b）。
2014 年に世界レベルの研究を目指す「トップ型」13 校，
日本社会のグローバル化を牽引する「グローバル牽引型」
24 校が選ばれた SGUは，世界トップレベルの大学との
交流・連携を実現，加速するための新たな取り組みや人事・
教務システムの改革，学生のグローバル対応力育成のた
めの体制強化等，国際化を徹底して進める大学を重点支
援する事業とされている（文部科学省，2019c）。10 年間
の支援の予定で，2016 年度の予算は 70 億円，2017 年度
の予算は 63 億円であった。2017 年度は，豪州学生が多
い大学上位 10 校のうち 7 校が G30 や SGU採択大学，2
校が私立の外国語大学，それ以外は 1校のみであった。
さらに，2009 年度から 2017 年度にかけて，G30，SGU採
択大学に豪州学生が集中していることもわかる。SGU採
択大学や外国語大学でなければ豪州学生を惹きつけられ
ない実態が浮かび上がる。G30 採択大学との協定を勧め
たAustralian Government Australian Education International

（2012）や 2014 年に SGU採択大学を招いて行われた「日
豪高等教育シンポジウムおよびラウンドテーブル」が
G30，SGU採択大学への留学生派遣を後押しした可能性
もある。

４． 日本人学生の英語能力と派遣先に関わ
る要因

日本人学生が留学しにくい理由として，経済的理由，
語学力，単位認定の問題，就職活動の時期というものが
よく挙げられる（横田・小林，2013；Grimes-Maclellan, 

2019）。留学希望の学生が金銭を工面し，全てが単位認
定されないかもしれないことを了承し，就職活動を見送

る決意ができたとしても，語学力に関しては豪州の大学
側の高い基準が立ちはだかる。Australian Government 

Australian Education International（2012）には，日本人学
生の英語能力が豪州の大学の受け入れ基準に満たないこ
とで受け入れができず，交換留学を成り立ちにくくして
いるという指摘がある。留学条件として，A1 大学は
IELTSの総合得点 6.0，A2 大学は 6.5 を課していたが，
IELTS（2017）によると，日本語を第一言語とする
IELTS（Academic）の受験者の平均得点は Listening 5.91，
Reading 6.09，Writing 5.41，Speaking 5.59 で総合得点の
平均は 5.81 であり，全国的に豪州の大学が定めた基準に
及ばず，英語能力が理由で留学できない学生が一定数存
在すると考えられる。A2 大学に関して言えば，2011 年
の時点では IELTSの総合得点6.5以上，ライティングが6.0
以上という基準であったが，2012 年には，総合得点 6.5
以上，バンドスコア（四技能それぞれの得点）が 6.0 以
上となる。2013 年から 2018 年まではバンドスコアの基
準がなくなり，交換留学生は総合得点のみを満たせばよ
いとされたが，2019 年現在では，総合得点 6.5 以上，バ
ンドスコア 6.0 以上に戻った。そして，この基準は学部
留学生と同じである。日本の大学においては，交換留学
生の日本語能力は一般的に学部留学生より低いが，日本
語能力が低くても学べるコースやカリキュラムを用意し
ている。しかし，豪州の大学には，A2 大学のように交
換留学生も学部留学生と同等の英語能力を求める大学も
ある。
点数の足りない学生は留学期間の初めの学期は豪州の
大学附属英語学校に留学し，英語能力が達した場合は，
次の学期に大学の方へ留学できるようになる。このよう
な留学形態は「package offer」や「conditional offer」等と
呼ばれる。附属英語学校に所属する期間は一般的に交換
留学とは見なされず，附属英語学校への支払いが生じる。
ある学生が，半年間附属英語学校で過ごし，半年後に大
学で過ごした場合，大学間で見れば，日本の大学は豪州
の大学に，半年分，つまり 0.5 人の派遣しか行えていな
いことになる。豪州の大学側と附属英語学校は経営が別
になっているところもあり，日本のどこの大学の学生が
附属英語学校で学んでいるかといった情報が共有できて

表 5　豪州からの留学生が多い上位 10 大学の内訳（1年未満の留学）

G30・SGU

（　）内は G30 採択校
G30・SGU以外

（　）内は外国語大学

2009 年度 4（4） 7（3）

2014 年度 5（4） 5（2）

2017 年度 7（6） 3（2）

注：2009 年度は，同数 10 位が複数存在
（日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」の結果から作成）
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いないこともある。つまり，日本の大学から見れば，附
属英語学校でも豪州の大学に派遣しているという感覚に
なるが，豪州の大学側から見ると附属英語学校への派遣
は可視化できておらず，学生派遣がない，大学間交流が
ないと捉えられる場合もある。日本への派遣もなく，日
本から豪州の大学の附属英語学校への派遣があったとし
ても豪州の大学へ移る英語能力がなかった場合は，豪州
の大学からすると交流のない大学として見られ，協定打
ち切りの対象となる可能性がある。したがって，附属英
語学校に多数の学生が授業料を支払い，夏季休暇中等の
短期英語研修に学生を多く派遣し，経営に貢献している
と思っていても，豪州の大学がその事情を協定更新に考
慮しない場合があることを日本の大学は認識しておくべ
きである。

５．今後の展望と対策

今後，日本の大学と豪州の大学の交換留学の協定は，
更に整理が進んでいき，更新されない協定や日本からの
一方向に結び直される協定が続出すると考えられる。双
方向の協定が維持できるのは，大都市にあり，国際交流
に関する投資に学内，学外からの理解と支援が得られた
一部の大学に限られてくるだろう。キャンパス内の国際
化や国際交流の機会の大学間格差は大きくなり，グロー
バル化が進む中で，日本では一部の大学の学生しか豪州
をはじめとする英語圏との国際交流の機会が持てない事
態になることも懸念される。そうならないために何がで
きるのであろうか。ここでは，地方にある規模の小さい
大学でもできることをいくつか提言したい。
豪州と日本の大学間の交換留学協定は既に飽和状態で
あり，新規開拓は容易ではない。現在，豪州の大学との
交換留学協定を持っている大学は，協定は自動的に更新
されるものだという思い込みを捨て，次の協定の更新に
向けて労力と資金を惜しまないことが重要である。その
ためには，学内において，厳しい交換留学の現状を国際
交流に関わっていない教職員にも全員に周知し，交換留
学の機会を何としても維持しなければならないという共
通認識を作り上げる必要がある。交換留学の窓口となる
教職員同士の交流だけでは，関係の長期的継続は望めな
い。できるだけ多くの教職員が関わり，複数の学部や部
署と関係を深めるために，まずは，その協定校と縁のあ
る教職員が学内に何人いるのか把握すること，縁のある
教職員がいない場合は，協定校のホームページ等から協
同で何かできそうな教職員を見つけ出すことから始めた
い。共同授業，共同研究，シンポジウムの開催等，学生
交換以外の交流で，だれが何をできるのかを考える必要
がある。複数の事業が並行して行われれば，なおよい。
協同で競争的資金を獲得できる可能性もある。豪州側に

協定が続かなければ困ると思わせるような継続的な事業
を展開していくことが重要なのである。
プログラムやカリキュラムに関しては，豪州の大学へ
送り出す学生の英語力を高め，豪州からの学生のニーズ
に合うような新しい協定，新しい留学の仕方を考えてい
くべきである。英語で提供される専門科目を増やすこと
は言うまでもないが，日本で取得した単位をより多く豪
州で認定できるよう，日本側の科目の提供の仕方と豪州
側の単位認定の仕方について，しっかり協議していく必
要がある。
また，日本国内の大学間協定等を活用し，他大学と協
力して，留学生を受け入れていくことも提案する。1年
間の交換留学なら，最初の半年間は英語を使いながら大
都市の大学で学び，次の半年間は日本語使用の割合を増
やして地方の大学で学ぶような交換留学の形態があれ
ば，豪州からの学生が地方を知ることができるだけでな
く，日本の地方の学生やその地域の人々にも国際交流，
国際理解の機会が与えられる。半年間が難しければ，長
期休暇中に地方の大学でのプログラムに参加するような
仕組みができればよい。
さらに，大学は地元企業に，留学生受け入れに関する
協力を一層求めていくべきである。NCPでも，研修やイ
ンターシップが支援の対象となっており，豪州政府もそ
れを重視していることが窺えるが，企業での研修やイン
ターンシップと大学での座学を組み合わせた留学は，豪
州学生にとっても魅力的であろう。報酬が発生するイン
ターンシップであれば，留学の金銭的負担も軽減できる。
以上のような努力を重ねながらも，協定校からの派遣
の減少が続いた場合には，その協定校からの学生に対し
て奨学金を出すことも有効であろう。特定の国の学生に
奨学金を用意することをためらう大学経営者もいるかも
しれないが，交換留学の協定を失う事態の重大性も十分
に想像する必要がある。
それに加え，協定先の学生に対しては，交換留学に関
する広報をより一層充実させたい。世界的に知名度の高
い一部の大学以外は，せめてその協定校の中だけでも知
名度を上げるよう努めなければならない。留学先として
選ばれるように，他の日本の協定校にはない魅力や特色
をわかりやすく，頻繁に伝えられるよう，費用と労力を
惜しまないことが重要だ。また，学術交流や留学フェア
等で協定校を訪れた際には，模擬授業や日本関連の部活
動に顔を出すことで，学生に直接，自分の大学への留学
を勧めることもできる。
以上のようなことを実行していくためには，特に，大
学経営者の協力が欠かせない。今の協定を維持するほう
が，協定先を新規開拓するよりも確実で，費用も労力も
かからないことを経営者に十分に理解させる必要があ
る。協定を更新する時期が近づいてからの対策では，遅
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いないこともある。つまり，日本の大学から見れば，附
属英語学校でも豪州の大学に派遣しているという感覚に
なるが，豪州の大学側から見ると附属英語学校への派遣
は可視化できておらず，学生派遣がない，大学間交流が
ないと捉えられる場合もある。日本への派遣もなく，日
本から豪州の大学の附属英語学校への派遣があったとし
ても豪州の大学へ移る英語能力がなかった場合は，豪州
の大学からすると交流のない大学として見られ，協定打
ち切りの対象となる可能性がある。したがって，附属英
語学校に多数の学生が授業料を支払い，夏季休暇中等の
短期英語研修に学生を多く派遣し，経営に貢献している
と思っていても，豪州の大学がその事情を協定更新に考
慮しない場合があることを日本の大学は認識しておくべ
きである。

５．今後の展望と対策

今後，日本の大学と豪州の大学の交換留学の協定は，
更に整理が進んでいき，更新されない協定や日本からの
一方向に結び直される協定が続出すると考えられる。双
方向の協定が維持できるのは，大都市にあり，国際交流
に関する投資に学内，学外からの理解と支援が得られた
一部の大学に限られてくるだろう。キャンパス内の国際
化や国際交流の機会の大学間格差は大きくなり，グロー
バル化が進む中で，日本では一部の大学の学生しか豪州
をはじめとする英語圏との国際交流の機会が持てない事
態になることも懸念される。そうならないために何がで
きるのであろうか。ここでは，地方にある規模の小さい
大学でもできることをいくつか提言したい。
豪州と日本の大学間の交換留学協定は既に飽和状態で
あり，新規開拓は容易ではない。現在，豪州の大学との
交換留学協定を持っている大学は，協定は自動的に更新
されるものだという思い込みを捨て，次の協定の更新に
向けて労力と資金を惜しまないことが重要である。その
ためには，学内において，厳しい交換留学の現状を国際
交流に関わっていない教職員にも全員に周知し，交換留
学の機会を何としても維持しなければならないという共
通認識を作り上げる必要がある。交換留学の窓口となる
教職員同士の交流だけでは，関係の長期的継続は望めな
い。できるだけ多くの教職員が関わり，複数の学部や部
署と関係を深めるために，まずは，その協定校と縁のあ
る教職員が学内に何人いるのか把握すること，縁のある
教職員がいない場合は，協定校のホームページ等から協
同で何かできそうな教職員を見つけ出すことから始めた
い。共同授業，共同研究，シンポジウムの開催等，学生
交換以外の交流で，だれが何をできるのかを考える必要
がある。複数の事業が並行して行われれば，なおよい。
協同で競争的資金を獲得できる可能性もある。豪州側に

協定が続かなければ困ると思わせるような継続的な事業
を展開していくことが重要なのである。
プログラムやカリキュラムに関しては，豪州の大学へ
送り出す学生の英語力を高め，豪州からの学生のニーズ
に合うような新しい協定，新しい留学の仕方を考えてい
くべきである。英語で提供される専門科目を増やすこと
は言うまでもないが，日本で取得した単位をより多く豪
州で認定できるよう，日本側の科目の提供の仕方と豪州
側の単位認定の仕方について，しっかり協議していく必
要がある。
また，日本国内の大学間協定等を活用し，他大学と協
力して，留学生を受け入れていくことも提案する。1年
間の交換留学なら，最初の半年間は英語を使いながら大
都市の大学で学び，次の半年間は日本語使用の割合を増
やして地方の大学で学ぶような交換留学の形態があれ
ば，豪州からの学生が地方を知ることができるだけでな
く，日本の地方の学生やその地域の人々にも国際交流，
国際理解の機会が与えられる。半年間が難しければ，長
期休暇中に地方の大学でのプログラムに参加するような
仕組みができればよい。
さらに，大学は地元企業に，留学生受け入れに関する
協力を一層求めていくべきである。NCPでも，研修やイ
ンターシップが支援の対象となっており，豪州政府もそ
れを重視していることが窺えるが，企業での研修やイン
ターンシップと大学での座学を組み合わせた留学は，豪
州学生にとっても魅力的であろう。報酬が発生するイン
ターンシップであれば，留学の金銭的負担も軽減できる。
以上のような努力を重ねながらも，協定校からの派遣
の減少が続いた場合には，その協定校からの学生に対し
て奨学金を出すことも有効であろう。特定の国の学生に
奨学金を用意することをためらう大学経営者もいるかも
しれないが，交換留学の協定を失う事態の重大性も十分
に想像する必要がある。
それに加え，協定先の学生に対しては，交換留学に関
する広報をより一層充実させたい。世界的に知名度の高
い一部の大学以外は，せめてその協定校の中だけでも知
名度を上げるよう努めなければならない。留学先として
選ばれるように，他の日本の協定校にはない魅力や特色
をわかりやすく，頻繁に伝えられるよう，費用と労力を
惜しまないことが重要だ。また，学術交流や留学フェア
等で協定校を訪れた際には，模擬授業や日本関連の部活
動に顔を出すことで，学生に直接，自分の大学への留学
を勧めることもできる。
以上のようなことを実行していくためには，特に，大
学経営者の協力が欠かせない。今の協定を維持するほう
が，協定先を新規開拓するよりも確実で，費用も労力も
かからないことを経営者に十分に理解させる必要があ
る。協定を更新する時期が近づいてからの対策では，遅
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すぎる。協定を結んだ時，更新した時から，次の更新に
向け，計画的かつ継続的に努力を続けていくことが重要
である。
それでも，もし，豪州の大学との交換留学協定がなく
なる場合は，大学や附属英語学校への一方向の協定に結
び直す必要があるが，留学や短期英語研修が可能な限り
良い条件で引き続き行えるよう交渉に努めることが重要
である。特に，学費に関する交渉は重要となるが，いく
ら割引交渉をしたところで一方向での派遣の金銭的負担
は交換留学の時より大きくなる。学生を派遣する日本の
大学は，交換留学の時に比べて学生の金銭的負担が増え
ないような額の奨学金を用意するべきである。そして，
交換留学先の新規開拓は容易ではないが，もし試みるの
であれば，日本の大学への留学を修了条件として義務付
けている大学を中心に探せばよいだろう。日豪の国際交
流団体や大使館に対して，情報提供やマッチング支援を
求めることも考えられる。
グローバル化が益々進む中で，日本国内において，国
際交流の機会の格差が大学間で大きくなりすぎないよう
に，将来を担う学生達に全ての大学が国際交流の機会を
提供し続けられるように，各大学には今後，より一層の
創意工夫が必要となり，日豪政府や国際交流団体にもよ
り一層の支援が求められる。
本稿では，J大学の事例をもとに，豪州を対象とした

分析，考察を行った。米国，英国等，他の英語圏の交換
留学の実態やその背景，共通点や相違点に関しては，今
後の課題としたい。
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編集後記

●  『留学生教育』第 24 号をお届けいたします。今年号には，奨励賞受賞者特別寄稿 1編，投稿論文 6編（論文 2編，研究ノート 2編，

報告 1編，提言 1編）の計 7編が掲載されています。特別寄稿は，編集委員会からご執筆をお願いしたものです。萩原幸司先生

には，ご多忙の中，玉稿をご執筆いただき，深く感謝申しあげます。今年号への投稿論文数は 21 編でした。そのうちの 6編が「採

用」となり，1編が審査継続となりました。このたび掲載された各論文の執筆者の皆様には，初回の投稿から採用に至るまで，

大変なご努力があったことと拝察いたします。あらためて敬意を表します。

●  編集委員長は，投稿いただいたすべての論文に，最低 3回は目を通します。その中で特に気づいたことを 2点，お伝えいたします。

1点目は，得られた結果の解釈や考察の段階で，先行研究が引用されていない論文があることです。論考の前半において，問題

と目的を導くために，関連する先行研究の概観や吟味がなされているにも拘わらず，結論に至る過程では筆者独自の論が展開され，

先行研究の知見や成果との照合・比較が行われていない論文があります。2点目は，量的データに不適切な統計処理がなされ，「歪

んだ」結果に基づいて考察が展開されている論文があることです。データの採取の仕方（特に測定尺度の性質）に合わない統計

処理がなされている論文もあります。この 2点は，審査の過程で査読者から必ず指摘を受けます。初回の投稿時から，これらの

点に留意いただくことにより，論文が「採用」される確率は格段に上がると思います。参考にしていただければ幸いです。これ

からも，皆様の研究推進のために，『留学生教育』を積極的にご活用ください。引き続き，ご投稿をお待ち申しあげます。

●  本号の論文審査では，編集委員以外に 12 名の先生方に査読をお願いいたしました。お忙しい中，ご協力・ご支援を賜り，誠にあ

りがとうございました。

（2019 年 12 月　松見法男）
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奨励賞受賞者特別寄稿

１．留学生教育に於いて求められる「コミュニケーション能力」向上のために

萩原　幸司（名城大学経営学部）Kôji HAGIHARA（Faculty of Business Management, Meijo University）

For the Development of “Communication Proficiency” Required in International Student Education 

論　　文

２．多国籍留学生が体験学習から捉えた日本社会との接触における課題

恒松　直美（広島大学森戸国際高等教育学院）Naomi TSUNEMATSU（Morito Institute of Global Higher Education, Hiroshima University）

Intercultural Challenges of International Students in their Association with Japanese Society through Experiential Learning

３．中国人学習者の日本語文の読みにおける漢字単語の処理過程―文の制約性と中日漢字の形態・音韻類似性を操作した実験的検討―

徐　婕（広島大学大学院教育学研究科）Jie XU（Graduate School of Education, Hiroshima University）

How Kanji Words are Processed when Chinese Learners Read Japanese Sentences: An Experimental Analysis through Sentence Constraint and Orthographical 

and Phonological Similarities of Kanji Words

研究ノート

４．日本人学生の留学経験の職業的レリバンス

小林　元気（宮崎公立大学グローバルセンター）Genki KOBAYASHI（Global Center, Miyazaki Municipal University）

The Vocational Relevance of Japanese Students’ Study Abroad 

５．シャドーイングとリピーティングが中国語を母語とする中級日本語学習者の発話成績に及ぼす効果―作動記憶容量を操作した実験的検討―

王　校偉（ハルピン理工大学栄成学院外国語学部）

Xiaowei WANG（Department of Foreign Language, Rongcheng College, Harbin University of Science and Technology）

The Effect of Shadowing and Repeating on the Speaking Performance of Intermediate Chinese Learners of Japanese: An Experimental Study on Working 

Memory Capacity

報　　告

６．在フランス日本人留学生のソーシャル・サポート・ネットワーク―対人関係の構造を探索する事例的研究―

中野　祥子（山口大学留学生センター）Sachiko NAKANO（International Students Center, Yamaguchi University）

田中　共子（岡山大学大学院社会文化科学研究科）Tomoko TANAKA（Graduate School of Humanities and Social Sciences, Okayama University）

Social Support Network of Japanese Students in France: A Case Study of the Structure of Interpersonal Relationships 

提　　言

７．日本と豪州の大学の交流の課題と展望―交換留学に着目して―

重田　美咲（下関市立大学）Misaki SHIGETA（Shimonoseki City University）

クリステン　サリバン（下関市立大学）Kristen SULLIVAN（Shimonoseki City University）

The Challenges and Future Outlook of Academic Cooperative Relationships between Japanese and Australian Universities: Focusing on Student Exchange
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